
令和６年度 第１５回藤沢市市政運営の総合指針改定委員会 

 

日時 ２０２５年３月２１日（金） 

政策会議終了後 

場所 庁議室 

 

日  程 

 

１ 開会 

 

 

２ 議題 

（１）前回会議の開催結果について 

 

（２）市議会議員全員協議会（１月３１日）及び市議会２月定例会の結果について 

 

（３）藤沢市市政運営の総合指針２０２８の策定及び資料配布等について 

 

（４）その他 

 

３ 閉会（市長あいさつ） 

 

 

 

 

（事務局 企画政策部企画政策課 内線２１７５） 
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議事録 

藤沢市市政運営の総合指針改定委員会を次のとおり開催した。 

会議名 令和６年度第１４回藤沢市市政運営の総合指針改定委員会 

開催日 ２０２５年（令和７年）１月１６日（木）８：４２～９：０９ 

場 所 本庁舎６階 庁議室 

出席者 鈴木市長、中山副市長、川﨑副市長、岩本教育長 

（改定委員会委員） 

総務部長、企画政策部長、財務部長、防災安全部長、市民自治部長、生

涯学習部長（欠席）、福祉部長、健康医療部長、保健所長、子ども青少

年部長、環境部長、経済部長、計画建築部長、都市整備部長、道路河川

部長、下水道部長、市民病院事務局長、消防局長、教育部長、議会事務

局長、監査事務局長、選挙管理委員会事務局長、農業委員会事務局長 

議 事 

 

議題（審議事項） 

（１）前回会議の開催結果について 

（２）（仮称）市政運営の総合指針２０２８（案）作成に向けた意見照会の実施

結果について 

（３）議員全員協議会報告内容について（確認依頼） 

（４）その他 

内 容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１ 開会 

２ 議事 

（１）前回会議の開催結果について 

企画政策部長からの概要説明については省略。 

≪内容≫ 

１月６日の第１３回会議開催結果を確認いただくもの。 

≪主な意見等≫ 

意見なし 

（２）（仮称）市政運営の総合指針２０２８（案）作成に向けた意見照会の実施

結果について 

企画政策部長及び企画政策課から概要を説明。 

≪内容≫ 

（仮称）市政運営の総合指針２０２８（案）について、各部局への意見照

会結果を報告し、反映についての考え方を確認するもの。 

≪主な意見等≫ 

意見なし 

（３）議員全員協議会報告内容について（確認依頼） 

企画政策部長及び企画政策課から概要を説明。 

≪内容≫ 

１月３１日実施予定の議員全員協議会に関して、資料の案を提示し、確

認依頼を行うもの。 

２０２５年３月２１日 

総合指針改定委員会 資料１ 



2 

 

≪主な意見等≫ 

 〇資料７のまち・ひと・しごとビジョンは、どのステージで審議を予定して

いるのか。ステージ１でまとめて行う予定か。 

 ⇒ステージ１で審議予定だが、細かい部分などで対応できない場合は、

次のステージで補足していただくことをお願いしたい。 

（４）その他 

次の政策会議が１月３０日となり、議員全員協議会の前日なので、改

定委員会を実施することは考えていないが、共有することがあればさせ

ていただきたい。 

 

３ 閉会 
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市議会議員全員協議会（１月３１日）での主な質疑と対応について 

ステージ１ 

No. 質問・意見 回答 対応（案） 

加藤議員  

1 多くの方が、イラストがある

ことで興味深く見られるの

で、いいと思う。今の３つあ

る事例を見る感じでは、子育

て中のイラスト、子どもが遊

んでいるイラストがあるが、

このイラストはラフだとし

ても、どういう観点、意図で

選んで配置しているのか、込

めた意味や意図を詳しくお

聞かせいただきたい。 

全体としては、イラストを

40点ほど配置予定で、藤沢

らしさがあるものを選び

たいと考えている。藤沢ら

しさを描くのに、背景など

に時間がかかるため、子ど

もの絵のラフ案を選んだ

ため、今回は少し偏りがあ

るようなイラストの配置

かと思うが、総合指針で目

指している多様な主体が

参画することや、藤沢らし

さが分かるようなイラス

トにしたい。 

1～3 

（事務局） 

指摘のあったイラ

ストについては絵

柄の変更を行うと

ともに、あらため

てジェンダー平等

なども含め、総合

指針が考える世界

観に合致している

イラストか確認し

ました。 

2 ぜひ、藤沢らしい、市民の多

くの方が興味を持つイラス

トに進んでいければと思う。 

描かれているイラストでは、

無意識の男女の役割という

か、固定観念が見え隠れしな

いかと心配に思った。偏りと

いうのは、どういった偏りを

示しているのか。 

多文化共生や性別などを

超えて様々な方々が生き

生きと暮らすことを目指

したイラストにしたいと

考えているが、１点１点を

見ると、女性、男性の偏り

があるのは、おっしゃると

おりだと感じる。全体的な

イラストの中では考えて

はいたが、個別のイラスト

を切り取った場合も考え

ていきたい。今はまだラフ

案という形のため、意見を

受けて考えたい。 

3 内閣府でも男女共同参画に

関するフリーイラスト素材

が配布されている。最近のフ

リーイラストを見ても、ジェ

ンダーニュートラルという、

意見のため回答なし 

２０２５年３月２１日 

総合指針改定委員会資料２ 



2 

  

性別による役割やらしさを

押しつけない捉え方ができ

る、幅がある受け取り方がで

きるイラストが配布されて

いる。ぜひ無意識の固定観念

を強化するようなものでな

いイラストを配置していた

だきたい。 

柳田議員 

4 「限られた職員の中で、専門

性や知識をもって、～（省略）

～人材の確保・育成・配置等

を行う必要があります」と書

かれているが、職員の専門性

とはどのようなことか。これ

までの市の政策は、職員に

は、行政の総合職、ジェネラ

リストとしてキャリアを形

成し、専門性はアウトソーシ

ングを進めてきたと思って

いる。その結果、市役所の専

門性が低下し、民間活力導入

というよりも、そもそも庁内

でできる職員が少なくなり

民間頼みになってしまって

いるかと思うが、職員に求め

る専門性をどのように想定

しているのか。例えばＤＸの

推進に伴い、情報通信技術に

関する専門性が必要など、具

体的にお聞きしたい。 

専門人材の捉え方につい

て、ジェネラリストという

考え方もしているが、もと

もと専門人材は、土木、建

築、保健師、保育士といっ

た専門的な業務を担って

いる職員がおり、その人材

育成をこれまでもやって

きたし、これからも進めて

いきたいと考えている。デ

ジタル人材についても、デ

ジタル推進室と一緒に進

めており、来年度に向けて

も、新しく設置される予定

のデジタル戦略課と一緒

に進めていきたい。また、

今回の総合指針の中でも、

新たに共創人材も専門的

なものとして捉え、研修の

中に具体的に取り入れ、来

年度以降進めていきたい。 

4～6 

（総務部） 

質疑応答で完結し

ており、特に対応の

必要なし 

5 職員が専門性や知識を持つ

ためには研修が欠かせない

と考えている。職員が研修し

ている間は、ほかの職員がそ

の分の業務をカバーすると

思うが、最少の経費で最大の

民間人材について、民間経

験者の採用ということも

やっており、新しい知識、

経験を生かしていくとい

うことも一つの方向性で

はあるが、職員のスキルア
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効果を上げるための余裕が

ない職員配置の中で、スキル

アップやリスキリングは可

能と考えているか。今いる職

員のスキルアップよりも、専

門性を持った民間人材を中

途採用することにならない

か心配なので伺いたい。 

ップ、リスキリングを行

い、しっかりと育成して、

専門人材のような形で育

成していくという方針も

同時にあるので、両輪で進

めていきたい。 

6 民間企業からの中途採用は

必要なことと捉えているが、

新採用の在り方や、現にいる

職員の育成が重要と考えて

いる。定数管理が厳しく、ほ

かの方の業務を担う余裕が

なくなっていると捉えてい

る。その具体的な答えはなか

ったが、公のために働きたい

と藤沢市役所の職員になっ

た方に期待するのがまず一

番であると考える。案に「人

手不足が多くの分野で想定

されており」とあるように、

市職員の成り手が本当に十

分なのか懸念もあるが、新採

用及び今いる職員の専門性

を高めることが前提なのか、

あるいは、民間企業等を中心

とした転職市場から補うこ

とを視野に入れているのか、

市としての考えを伺いたい。 

送り出す職場の状況も把

握している。その中でも、

将来を見据えて、職員に研

修を受けさせて人材育成

をしていきたいという各

職場の気持ちも同時に届

いている。話のあった２つ

の方針の中で、どちらを中

心にやっていくかについ

ては両方とも大切だと考

えている。新規採用で新

卒、あるいは、経験があま

りない中で入った職員も

大切に育成するし、また、

新たな風を入れていくと

いう両方が大事だと考え

ているので、理解いただき

たい。 

友田議員（総合指針と総合戦略の両方に言及） 

7 ふじさわ「まち・ひと・しご

と」ビジョンについて、今回、

初めて湘南ライフタウンの

活性化促進という記述があ

る。主要な施策６、地域にお

ける魅力向上の推進の中に

今回、総合指針や総合戦略

に団地再生を入れている

背景には、湘南大庭地区

は、人口推計上でも人口減

少が進むことや、同時期に

そこに入居された方が一

7～8 

（計画建築部） 

住宅政策課では、

「藤沢市住宅マス

タープラン」におい

て、原則「団地」を
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入っていて、数値目標も立て

ている。まず、湘南ライフタ

ウンの活性化促進、いわゆる

ニュータウンの再生という

部分かと思うが、一般的に言

われるニュータウンの再生

の部分と、「団地再生」とい

う文言も出てきており、総合

指針でも住環境と交通環境

の向上の中で、「団地再生」

と明記がある。本市が考える

ニュータウン再生と団地再

生はどういった使い分けを

されているのか確認させて

ほしい。 

律に高齢化する状況があ

る。そういった地区から先

進的に取り組んでいくこ

とは、地域の中でも議論が

されているし、提言書をい

ただく中で、取り入れてい

る状況がある。団地再生、

ニュータウン再生の両方

にかかるのかもしれない

が、人口構造の変化や、そ

のまちに新しく住んでい

ただくような、魅力あるま

ちにしていかなければい

けないし、ハード的な団地

や、古くなっているマンシ

ョンもどうリノベーショ

ンをするのか、建て替える

のかといった議論も出て

くるので、まず先進的に取

り組んでいくことで入れ

ている。 

大規模開発された

一団の住宅地とし

て捉えています。 

 そのため、湘南大

庭の「団地再生」は

西部開発の区域の

うち、藤沢市側のエ

リアを基本とし、そ

の中にある公園な

どの地域資源も含

めて、活性化に向け

て面的に取り組ん

でいくことを想定

しています。 

 以上から、総合指

針や「まち・ひと・

しごと」ビジョンで

は、地域活性化に資

する面的な取組と

して「団地再生」と

記述しています。 

 なお、「ニュータ

ウンの再生」と「団

地再生」の定義の議

論については、住宅

マスタープランの

改定の中で検討し

ていきます。 

8 その経緯、経過も重々分かっ

ているし、湘南ライフタウン

活性化指針も昨年の６月に

完成していることも分かっ

ている。ポイントは、住宅と

かにかかわらず、湘南ライフ

タウン、ニュータウン全体の

公園とかも含めた再生をど

うやって行っていくのかと

いう面的なものがニュータ

ウン再生だが、目標として挙

げられているのは団地再生

である。団地再生となると、

特に住居に対する再生がメ

インでそこに注力をしてい

くと見てとれる。総合指針も

団地再生という言葉が出

ていることで、そこだけが

目立っているという状況

になっていることは受け

止めをさせていただきた

い。一方で、これから予算

で審議していただく重点

事業や、今の面的な部分に

ついては、地域づくりとい

うことで、基本目標８の中

でも取り上げていきたい

と思っているので、そうい

った事業を展開していく

に当たっては、団地だけを

再生していけばいいもの

ではないと理解している
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そうである。ニュータウン再

生の中の一つに団地再生が

含まれているべき。この使い

分けをしっかりと認識した

上で計画をつくらないとう

まく機能しないと考えるし、

ほかの計画、指針等とも合わ

せないといけない。目標値で

団地再生と書いてあるが、そ

うではないと住んでいる者

としても私は思う。目標とし

ては、湘南ライフタウンの活

性化がどのようにされてき

たかをしっかりと踏まえな

ければならないし、総合指針

の中においても、団地再生に

特化をするのではなく、面的

なニュータウンの再生とい

う部分に対してアプローチ

をしていかなければ、うまく

機能することができないの

ではないかと懸念を持って

いる。そのあたりについて修

正をしていただければあり

がたいと思うが意見を聞か

せていただきたい。 

し、ライフタウンの方々か

らいただいている提言に

は、いろんなことが出てい

る。地域の中で、何を取っ

かかりに始めていくかと

いうのを、きちんと地域と

行政が連携を取りながら、

事業を進めていきたいと

考えているので、御理解い

ただきたい。 

平川議員 

9 総合指針の全体を幅広い市

民の方に分かっていただく

ことが大事だと思う。別府市

では、公共施設に関して漫画

で分かりやすく載せている。

いろいろな方が見て、すぐ分

かるような漫画版とかをつ

くるのも必要ではないかと

思うが、いかがか。 

総合指針を共通のものに

していくためには、分かり

やすさが必要と考える。そ

のために、イラスト配置を

検討している。前回も小中

学生からの意見を聴くこ

との意見をいただいてい

るため、小学生にも分かり

やすいものをつくること

を検討したいと考えてい

9～10 

（事務局） 

漫画の手法も踏ま

え、わかりやすく行

政計画や方針を伝

えていく方法につ

いて、今後に向けて

引き続き検討を進

めます。 
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る。漫画までは、予算など

もあるため、できる範囲で

進めていきたい。 

10 別府市では、大学生とコラ

ボしている。大学生にこう

いう漫画を描いていただい

た。藤沢市もいろんな大学

があるので、コラボして、

大学生たちにやってもらう

ことで、若い方が藤沢に興

味を持ったり、今後の藤沢

市の展望も分かるのかなと

思う。大学生、高校生たち

とコラボしてやるというこ

とも大事であり、お金もそ

んなにかからないと思う

が、その辺はいかがか。 

今回、分かりやすさを念頭

に、イラストを入れる際

は、藤沢のことを知ってい

ただいている方にお願い

している。今回、分かりや

すいものを作り、周知を図

る、その後は、地域の人材

や、大学も地域資源である

ので、そういった活用を図

ることを考えるためのた

たき台にもなっていくと

思っている。どういったや

り方がいいのか、漫画がい

いのか、誰にお願いするの

かなど、今後検討しながら

進めていきたい。 

谷津議員 

11 めざす都市像について、新た

な追記として「女性のエンパ

ワーメント」の記載があるこ

とを評価したいが、違和感が

ある。通常では、ジェンダー

平等と女性のエンパワーメ

ントが、国際会議でも主要な

課題として、その併記で記載

をされている。そして、ＳＤ

Ｇｓの前文でも、「男女平等

を実現し、すべての女性と女

の子の能力を伸ばし可能性

を広げよう」と書いている。

これからの全ての子どもの

ために、支え合う関係性、そ

して、男女の特性に頼らない

ような自由な社会、未来像を

意見のため回答なし （企画政策部） 

めざす都市像にお

いて、すべての基盤

である人権や平和

を意識しつつ、とい

う記載を行ってい

るとともに、基本目

標８にジェンダー

平等と記載してい

ることから、意見の

内容を踏まえた記

載になっているた

め、案のままとさせ

いただきました。 
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与えたい。それが今の私たち

大人の責任だと感じている

ので、「女性のエンパワーメ

ント」のところに世界的な並

列の仕方、ジェンダー平等と

女性のエンパワーメントを

追記していただきたい。一方

で、その前に人権ということ

も書いてあるし、目標のとこ

ろにジェンダー平等が書い

てあるのも重々分かってい

るが、無意識を自覚するとい

うことを強めていただきた

い、20年後、子どもたちが健

やかに成長して、藤沢に住ん

でよかったなと思えるよう

な未来をぜひともつくって

いただきたいということを、

私の意見としたい。 

松尾議員 

12 昨年11月に中期財政見通し

が示されたが、今後、歳入と

歳出の乖離が増大して財源

不足になるという状況の中

で、今回、この指針をつくる

上では、どの程度影響があっ

たのか聞きたい。 

 

中期財政見通しの中で、今

回の指針の重点事業の候

補について、策定時点の事

業費は見込んでいる。令和

７年度の予算が固まった

中と、その時点とで若干数

字が異なる部分が出てく

ると思うが、推計した投資

的経費の範囲の中で収ま

っている形である。財政見

通しを含んだものという

ことで、特段大きな影響は

ないと捉えている。 

（財務部） 

質疑応答で完結し

ており、特に対応の

必要なし 

13 今、世の中もデフレから脱却

しつつある中で、今後、社会

全体の給与所得の増加や、地

価上昇に伴う固定資産税の

この事業の見直しも毎年

度行い、その時々の予算編

成状況についても反映を

して、総合指針の別冊の事

（財務部） 

質疑応答で完結し

ており、特に対応の

必要なし 
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増収が見込まれ、また、経済

情勢に連動した法人市民税

の増額などが予想される。重

点事業については毎年見直

しすると書かれているが、事

業費においても、毎年見通し

て、変化に応じて変えていく

のか。 

業集という形でまとめて

いる。予算編成過程の中

で、社会情勢の変化や、経

済情勢、税制の関係が具体

的になる中で、反映をして

いる。 

有賀議員  

14 市民、あるいは各団体からの

意見聴取をされているが、商

工会議所から、20年後の話は

いずみ野線延伸しかないと

いう指摘が意見として出て

いたが、それに対しての市の

レスポンスはどう考えてい

るか聞きたい。もう一つ、藤

沢市の歴史的背景を考える

と、中世から近世、近代まで、

舟運、水運で栄えたところが

あって、藤沢市のまちづくり

に対しては、川の位置づけと

いうのは外せないと思うが、

市民、団体からの何かしらの

意見が出ているのかをお聞

きしたい。 

１点目の20年後の話につ

いて、それに付随して言わ

れていたのは、藤沢市の持

続可能性や魅力を高める

ためにはもっと投資が必

要ではないかとの話だっ

た。市民や団体と意見交換

する時点では具体的な重

点事業が示せていない状

況だったので、市として

は、市長も不退転と発言さ

れていていずみ野線は当

然入るが、それ以外の項目

についても、市長公約を含

め重点事業化は図るとい

うレスポンスをさせてい

ただいている。 

川については、市民、団体

からは、具体的なことはな

かった。ただ、自然環境と

いう意味では、川や海など

はやはり重視をされてい

ると思っており、基本目標

３でも、藤沢市の地域資源

として書いているので、そ

ういったところは受け止

められていると認識をし

ている。 

（事務局） 

質疑応答で完結し

ており、特に対応の

必要なし 
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15 次世代型路面電車、いわゆる

ＬＲＴによるまちづくりは、

今、全国的にも注目され、特

に動くランドマークという

機能も非常に大きい。そのた

め、ＬＲＴには地域創生や活

性化を狙えるポテンシャル

があると考えている。（以前

の市の）答弁では、ＬＲＴに

ついては研究したけれども、

優先順位からは落ちている

という話だったが、世の中の

流れや、価値が今見直されて

注目されている中、2050年ま

では人口40万人の都市なの

で、その辺も含めて研究は続

けていただきたい。川の活用

については、藤沢の歴史的背

景からすると、本当に大きな

資源である。ミズベリングの

考え方や、エリアマネジメン

トの活用という手法もある

ので、そこも視野に入れて検

討が必要ではないかという

ことを意見とする。 

意見のため回答なし （計画建築部） 

（道路河川部） 

総合指針に記載を

してほしいという

意図ではなく、研

究を続けてほしい

という意味ととら

え、対応を検討し

てまいります。 

栗原議員  

16 事前にいただいた資料によ

ると、郷土づくり推進会議の

全会員の方々が合計303名、

そのうちの198名が男性、105

名が女性。男女比率でいえ

ば、悪くはないと思うが、年

代別の比率では、30代の女性

が２人、29歳までの女性も４

人しかいない。年齢の差、年

齢でのばらつきが出ている

意見の聴取になっているの

団体や、郷土づくり推進会

議の会議体については、年

齢構成が均等にならない

場合もあると認識をして

いるので、それを補完する

ため、これまでも市民意識

調査をしている。これは地

区別、年代別に人口比率を

見て、無作為抽出で設定し

ている。それでも今おっし

ゃっていただいた年代層

16～17 

（事務局） 

意見聴取の手法に

ついて、今後に向け

て引き続き検討を

進めます。 
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ではと感じている。50代の方

が16名いるが、30代、40代の

子育てしている世代のお母

様方の意見が必要だと感じ

ているが、どのように考えて

いるのか。 

は取りづらいため、今回、

ＬＩＮＥによるアンケー

トをさせていただいた。性

別は取っていないが、子育

て世代の30代、40代の方か

ら様々な意見をいただい

たので、今回は一定、聴取

ができたと思う。今後もど

こか足りない部分がない

のかという視点を持って、

意見の聞き方や、どういっ

た団体がいいかを検討し

ながら進めていきたい。 

17 長期ビジョンなので、今後、

藤沢市が選ばれ続け、住み続

けていただくには、生活とし

て子育てをしていただく、安

全・安心で、皆さんが子育て

しやすいまちというのが今

後の最重要課題の一つにな

ると感じている。例えば市民

活動推進センターを通じて

子育てを行っているＮＰＯ

から意見やアンケートを取

るなど、なるべく幅広い年代

の方々の意見、要望を聞いて

いただくことを、私の意見と

させていただきたい。 

意見のため回答なし 

塚本議員  

18 前回は、こういった指針を掲

げて、事業を明確化していく

上では、裏づけとなる財源を

一体的に表記していくべき

ではないかという趣旨と、稼

ぐ自治体というイメージで

歳入確保に取り組む必要性

を申し述べた。その中で、今

前回、意見を頂戴して、庁

内関係各課とも議論して

いる。11月に財政見通しを

公表した中でも、具体的な

記載まではできていない

ので、今回の総合指針につ

いても、総括的な取組とい

うことで書いている。具体

18～22 

（企画政策部） 

（財務部） 

計画策定や歳入確

保の具体性につい

て、記載方法も含

め、今後に向けて引

き続き検討を進め
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回加わったのは、行政運営の

考え方の中で、(2)歳入確保

の取組が書かれているが、極

めて抽象的と感じる。財源確

保の対策は、中長期の対策が

主になると思うが、短期的に

もやる必要があり、具体例と

しては、市有財産の有効活

用、ふるさと納税やクラウド

ファンディングや、受益と負

担の適正化による公共料金

の見直しに経営的視点を踏

まえて取り組みたい、という

意味だと思うが、具体的にど

れぐらいの効果が生まれる

のか示していただきたい。ど

んなことを想像され、幾らぐ

らい確保できるのか示して

いただければありがたい。 

的に幾らを見込んでいる

のかは、財政見通し上の毎

年の財源不足額は出して

いるが、具体的に歳入確保

で幾らという目標は、現時

点では立てられていない。

歳出縮減も並行して行い

ながら、計画的に財政運営

をしていくとの記載にと

どまっている。来年度以

降、新しくできる組織等を

含めて、歳入と歳出の部分

でどのように取り組んで

いくかは、今後、財務部と

共にやっていくものだが、

現時点では、歳入で毎年幾

ら確保というところまで

の計画には至っていない

のが実情である。 

ます。 

19 指針に書いたことは評価す

るが、書き進める決意を表明

されるなら、個別具体的な目

標を立てて実施していかな

いと、いいことだけ言ってい

ることになる。目標を掲げ

て、どれぐらい確保していく

のかを示すべきである。この

指針ではなくても、予算質疑

や、何らかの事業計画の中で

方向は指し示していただき

たい。その上で、財政計画と

行政指針は一体的であるべ

きだと思うが、分かれてしま

っている。執行することを中

心に考えた部局と、それを規

制するような財政部門の計

画としか思えない。でも、予

１年間の予算編成の流れ

で考えると、新年度当初に

は、政策課題について全庁

確認を行い、企画政策部、

財務部、総務部で連携を取

って進めている。それか

ら、政策主導という部分で

の予算編成を掲げていて、

夏の時点でおおむねこう

いった政策、事業、予算要

求を考えていることも全

庁で共有する中で、一定の

整理をして進めている。そ

れを踏まえて、本予算要求

をしており、企画部門と財

政部門は密に連携を取っ

て進めている。立ち位置が

異なっているので意見の
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算を組めば、組み上がってい

く。その大きな要因は、単年

度で不用額も出てくるわけ

だから、財政フレームには不

用額等の明記はないので、あ

くまでも需要と供給のバラ

ンスで財源不足だけ示して

いくことになる。藤沢市が短

期、中長期の観点で指針を示

すのであれば、裏づけを持っ

て事業をしっかり明記して

いかないと、市民は、いいこ

とを書いているが、本当にで

きるのかの不安は拭えない

ので、今後そこに注視して、

力を入れていただきたいと

思うが、いかがか。 

ぶつかり合いなど違いは

あるが、最終的には財政も

政策を進めるためにはど

うしたらいいかの観点で、

一緒に連携して考えて知

恵を出して組み上げてい

る。指摘いただいた、資料

ではなかなか見えないと

ころについては、引き続き

工夫と検討、努力をしたい

が、連携を図って進めてい

ることも理解いただきた

い。市の現状に対してどう

やって成果を上げていく

かについては、分かりやす

く示すことに努めたい。 

20 理解はしているが、一緒に検

討していたら指針の表記の

仕方ももっと変わったので

はないかと感じる。３の行政

運営の考え方は、行財政運営

の考え方の方がタイトル的

にはふさわしいのではない

か。短期的な具体的な目標は

示せないということだが、こ

こに示された短期的な施策

では、本当に僅かな歳入しか

確保できないなと。大きく歳

入を確保するには、中長期に

立った施策の展開が重要で

あって、企業誘致や、都市基

盤整備の充実など、藤沢の中

で税収が上がる基盤整備を

していくとなると、北部の相

鉄沿線、慶應大学中心などし

か具体的に上がってこない。

都市基盤整備、投資による

財源効果、歳入の確保の効

果は、中期財政見通しの歳

入の見込みの中で、健康と

文化の森の市街化編入と、

藤沢駅周辺と村岡地区周

辺の今後の取組の中で、経

済効果等を分析している

部分もあり、歳入に見込ん

でいる。ただ、どのような

企業が来るとか、どのよう

なまちになって、住民がど

のぐらい増えるという部

分は、財政見通しの策定を

する中では、今の時点では

難しいとして、先ほどの財

政計画的な歳入はどうい

う見込みなのかという短

期的な部分もあるが、中長

期についても、次年度以
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先行投資で税金投入も出る

と思うが、やることによっ

て、何年間でどれだけの人口

増、税収増になるかなども具

体的に示していくべきだと

思うが、その点はいかがか。 

降、どこまでこの段階で見

込めるのか確認をしてい

きたい。 

21 地方自治体は、原則、建設に

関する建設起債しか切れな

いから、福祉に対して起債は

切れない。よって、地方自治

体は、例えば10億円の大型投

資をやめたからといって、10

億円を福祉に回せない。そう

いった構造的なことが分か

るような計画であってほし

いと思うが、その点はいかが

か。 

投資的経費が占める割合

が7.06％、全国792都市中

680位と投資に回る経費が

少ないと見ている。これま

でも福祉と投資の部分で

バランスよく財源を配分

すると話しているが、投資

が大きな財政負担になっ

ているかはしっかり分析

をする必要がある。投資的

事業に対して、借入れをし

たとしても、一部で一般財

源負担が生じる。また、借

入れすると、後々の公債費

が増えて財政の硬直化を

招くこともある。藤沢市が

発展し、選ばれるまちにな

るためには、投資も並行し

て行う必要もあるので、バ

ランスを見ながら、今後も

進めていきたい。 

22 中長期に立った歳入確保に

対して、国の経済の動向を計

画に反映させていくべきで

はないか。ようやく国政や世

論が動いてきていると感じ

ている。既に経済大国でもな

ければ、裕福でもないし、30

年間給料が上がっていない

というのが日本の経済実態

である。一言で言うと、国の

今回の中期財政見通しは、

歳入の見込みについては、

市の投資的事業の成果、効

果も見ていることに加え

て、民間企業等の賃金の上

昇の分、物価高騰の分の影

響も加味した中で、推計し

ている。ただ、国のＧＤＰ

などの大きな流れの部分

まで捉えた推計は、実際で
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経済施策は失敗だと思って

いる。現在、インフレがしっ

かり進んできており、今後、

良好なインフレとなり、日本

の国力、経済力が上がってＧ

ＤＰも上がり、個人の可処分

所得も上がるスパイラルに

入るはずである。その際は個

人市民税の増加傾向などを

計画の中に盛り込む必要が

あるし、市の政策としても、

個人消費や所得が上がる政

策をしっかり打てるところ

に力を入れていかなければ

ならないと思うが、その点だ

け確認をさせてほしい。 

きていないのが事実であ

る。今回の推計は10年間で

出しているが、これが正解

だとは思ってはいないの

で、現在の推計と今後の財

政状況の推移を見ながら、

より精緻なというか、財政

計画に近いような推計が

できるといいと考えてい

る。そういう大きな流れも

捉えながら、一地方自治体

としての財政運営を行い

たい。 

ステージ２ 

原田議員  

23 「子どもの笑顔があふれる

まちをつくる」に居場所とい

うキーワードが出てくる。

「関係機関が連携して、親子

に寄り添い必要な支援が届

けられる、相談支援体制の充

実・強化が重要です」という

ことに異論はないが、居場所

との関連性が分離している

ように受け止められる。支援

が必要な対象が個別にアプ

ローチできるかについて、特

定できていれば、相談支援体

制の充実強化につながるが、

その前段として、潜在化して

いる困難や抱えている課題

を顕在化させるための居場

所づくりが必要ということ

になっている。あくまでも特

意見のため回答なし （子ども青少年

部） 

総合指針の内容に

つきましては、修

正なしで対応しま

す。 
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定をしていく過程の受皿と

して、その重要性が言われて

いると思うので、相談支援体

制の充実強化につながるも

のとしての位置づけをもう

少し明確に打ち出していい

のではないかと意見だけ申

し述べたい。 

ステージ３ 

原田議員  

24 「多様な主体との共創が生

み出される地域づくりを進

める」の、共創がテーマにな

ることに異論はないが、「13

地区における地域づくりの

拠点となる市民センターが

中心となり」、「市民による

ボランティア、ＮＰＯをはじ

めとした市民活動の」とあ

り、これだけのことを実際に

進めていく中心が市民セン

ターであることが、前回と比

べても、より明確化したと思

っている。今は13地区のセン

ターがそれぞれ動いている

印象があり、不均等発展こそ

が発展の源泉になると思う

ので、一時的な不均等発展は

あっていいが、いい方向に水

準を上げていく営みが見え

にくい。市民センターがより

自立し、より地域の中で、セ

ンターとしての機能を果た

していく上で、センター間の

共創をどう考えているのか

聞かせてほしい。 

各地区の特性があり、地域

まちづくり事業も、地域の

特性を生かしながら実施

しているが、特性を生かし

ながら、横軸でどのように

いい取組を取り入れるか

や、地域、企業、ＮＰＯの

方々をどう巻き込んで進

めていくかは大変重要だ

と考えている。その手法に

ついては、具体的なアイデ

アがないので、今後、様々

な関係者の方々と議論を

深めながら、たくさんの中

から選択をして、よりよい

地域の発展のために活用

することを地域の皆さん

の力を借りながら実施し

ていきたい。 

（市民自治部） 

各地区では地域づ

くりに関与するプ

レーヤーも異なり、

強みや課題も含め

た特性を生かした

まちづくりを行っ

てきました。今後の

人口動態予測など

を踏まえると、これ

まで各地域が積み

重ねてきた取組を

尊重しながら、それ

を基礎としながら、

いかに上積みする

かが重要です。 

その具現化には、地

域住民のみならず、

市民によるボラン

ティアやＮＰＯを

はじめとした市民

活動を基にした共

創により地域づく

りを進める「関係人

口の創出」という新

たな視点も必要で

す。 
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このような視点で

発展が進む地域が

あれば、好事例とし

て他地区にも横展

開しながら、市域全

体が活性化できる

よう取り組みます。 

 

（参考：総合戦略に関する主な質疑） 

No. 質問・意見 回答 対応 

佐賀議員  

1 第2期はまち・ひと・しごと

の体系図になっているが、今

回の提案は、どちらかという

としごとが先に来ていて、そ

の後、まちになっており、体

系図の順番が変わっている

のはなぜなのか聞きたい。体

系図を見たときに、素直にま

ち・ひと・しごととなってい

れば、その順番のほうが、こ

の資料を見たときに分かり

やすいと思った。 

国や県の柱が、仕事をつく

る、人の流れをつくる、子

育て、魅力的な地域をつく

るという順番である。藤沢

市が違った理由は、移住施

策をしない選択肢を取っ

ていたため、人の流れをつ

くる部分がなく３本柱で

あったので、まち・ひと・

しごとという柱をつくっ

ていたが、今回、総合指針

の中でも関係人口という

言葉を入れ、人の流れも入

れるとなると、国や県の柱

と合わせる体系にしたほ

うが比較したときに分か

りやすいのではないかと

思い、変えている。 

1～2 

（事務局） 

意見を反映し、体

系図をまち・ひ

と・しごとの順に

変更しました。 

2 国と県と市を比べれば、体系

図が合っているほうがいい

という考えは理解できる。た

だ、藤沢市として何に取り組

むかを考えたときには、まち

をつくっていくところから、

人、そして、仕事の順番では

ないか。地域、自治体によっ

意見のため回答なし 
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て事情も違うので、藤沢市に

合った体系図や文章にした

ほうが入りやすいのではと

思うので意見として検討い

ただきたい。 

原田議員 

3 現行ビジョンの各重点事業

における重要業績評価指標

（ＫＰＩ）結果一覧との整

合性、関連性、テーマ設定

はどのように決定をされて

抽出されているのか。前年

度の結果の評価と、今年度

示されるテーマ設定との関

連性を聞かせてほしい。 

改定するビジョンのＫＰ

Ｉは、総合指針（案）の重

点事業を中心に設定する

ことを第一に考えている

が、現行のビジョンから、

地方創生として、まち・ひ

と・しごとを活性化してい

く目的は変わっていない

ので、目標を達成している

かも加味しながら、次に引

き継ぐか検討し、総合指針

の重点事業との関連性も

確認した上で、引き継ぐも

のは引き継いでいる。 

（事務局） 

質疑応答で完結し

ており、特に対応

の必要なし 

4 総合指針に沿って、来年度以

降の評価指標と設定をされ

るテーマ選定の説明文や、意

図を文書として示している

部分があるのか聞かせてほ

しい。 

資料７－１の５、主要な施

策と重点事業に、簡易にで

はあるが、重点事業の選定

方法を記載している。現行

ビジョンを引き継いでい

くことについては、具体的

には記載していない。 

（事務局） 

５ 主要な施策と

重点事業に「第２期

藤沢市まち・ひと・

しごと創生総合戦

略の重点事業の達

成状況を踏まえる

とともに」の文言を

追加しました。 

5 重点事業の主要な施策２、創

業支援等の取組について、参

考値として、令和５年度は60

という数字があり、目標値は

変わらず60となっている。総

合指針の今の方向性からす

ると、どれだけの事業をいろ

んな企業や民間のプレーヤ

重点事業やＫＰＩは各部

局から出していただいて

いる。創業支援の60という

数字は４年前から比べる

と上がってきているため、

それをキープしていきた

いと考えていると受け止

めている。ＫＰＩは、それ

（企画政策部） 

（経済部） 

共創にかかるＫＰ

Ｉについては、設定

が難しいと回答済

のため、対応なし。 
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ー、行政が一緒になって共創

していくのかというベンチ

マークこそが本来あってい

いのではないかと思う。そう

いう考えで、創業支援を積極

的に進めていくのであれば、

目標値も前年度より変わっ

てくるはずだし、共創事業の

取組をベンチマークに設定

するべきだと思うが、考えを

聞かせてほしい。 

ぞれ幾つも出てくると思

っているので、ここで挙げ

ている以外にも、各部局で

持たれているものがある

と推察をしている。共創に

ついては、組織改正で共創

推進課を立ち上げて、これ

から進めていくため、定着

をしてきたら、これぐらい

の連携数や事業数を設定

しながらやっていこうと

いう話になると思うが、現

段階では、なかなか出しづ

らい数字であると理解い

ただきたい。 

6 多くの人が地域づくりに関

わる環境の創出の中で設定

をされている地域活動の活

性化の指標に「チームＦＵ

ＪＩＳＡＷＡ2020」ボラン

ティア登録者数ということ

で、前回よりも数字が上が

った目標値になっている。

このボランティアがどう生

かされたか、また、生きた

活動をしていくのか、され

ているのかという指標こそ

が大事であり、登録者数が

増えることが指標になると

そこで満足してしまって本

末転倒になるのではと懸念

をするが、考えを聞かせて

ほしい。 

ボランティアの数が増え

るというところだけでは

なくて、その活動によっ

て、どう藤沢市が生き生き

とするかというところを

目指すことが目標である

と考えているが、ＫＰＩの

設定には、作業負担も検討

する必要もあり、指標がす

ぐに取れるものではない

場合、労力をかけて数値を

確認することには課題も

あるため、ご意見も踏まえ

て検討したい。 

（市民自治部） 

ＫＰＩの設定につ

きましては、ご指摘

のとおり、本質的な

仕組みづくりを考

えるフェーズに移

ってきていると認

識しておりますこ

とから、今後、本事

業に係る効果的な

活動指標の設定に

ついて検討してま

いります。 

7 「今の自分が好きだ」と思

う子ども・若者の割合とい

う、自己肯定感の状況の把

握を選んだ根拠をお示しい

基本目標３の中で、全ての

子ども・若者が将来にわた

って幸福な生活を送るこ

とができる社会の実現に

（子ども青少年部） 

修正なし 



19 

  

ただきたい。 向けて、子どもが安心して

自分の意見を表明できる

ような環境の整備を進め

ますということを総合指

針でも入れており、総合戦

略で入れているため、自己

肯定感をＫＰＩに設定し

ている。 

8 この設定テーマはいいと思

うが参考値となる数値は本

当に全ての子どもを対象に

取られているのかに関して、

より捉えやすい数字ではな

く、潜在化する中にこそ、自

己肯定感を失ったり、低迷し

ている子どもがいるので、そ

こをどう捉えていくかとい

うことをぜひ緻密にやって

いただきたい。現状を上回る

ことを数値以上にきちっと

捉えられるかどうかという

ことが大事かなと思ってい

るので、その点については意

見を申し述べたい。  

意見のため回答なし （子ども青少年部） 

意見表明・意見聴取

の取り組みを進め

るなかで、意見を表

明すること、聴取す

ることの困難な子

どもへのアプロー

チについて検討す

るとともに、定性的

な評価についても

研究してまいりま

す。 

9 「医療的ケア児保育などイ

ンクルーシブな保育の提供

に取り組みます」の目標値ゼ

ロ人というのは、待機児の数

値がゼロという表現だと思

うが、医療的ケア児などのイ

ンクルーシブな保育の提供

に取り組むことにおいても、

その提供に待ったはかから

ないという理解でいいか。 

 

ぜひ、そこを含めたゼロに向

けての取組を進めていただ

まず全体として、国基準待

機児童ゼロ人を目指すと

いうことである。その上

で、医療的ケア児の保育に

関しては、少しずつ受皿の

確保を進めていて、医療的

ケア児であっても待機児

にしない、待機児にならな

いというような考え方で

進んでいる。最終的には分

け隔てなくできるという

ことを視野に、一部課題も

あるが、基本的には、含め

（子ども青少年部） 

質疑応答で完結し

ており、特に対応の

必要なし 
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きたいと意見を申し述べて

おきたい。 

た中でのゼロという形で

対応している。 

10 持続可能な社会・環境づくり

の推進は、ＣＯ２削減量であ

ったり、再生エネルギー導入

量に関して、具体的な数値が

示されたということに着目

をしたい。 

一方で、ごみの排出抑制に関

して、令和５年度は758グラ

ム、目標値は828グラムにな

ると。これは削減量の数値の

ことか。それとも、１人当た

りの排出量か、どういう数字

なのかという数字の意味を

確認したい。 

１人当たりのごみの排出

量については、排出量とい

う形で、現在、達成をして

いるという状況になって

いる。総合戦略のＫＰＩが

全てオリジナルではなく、

個別の計画の中からも選

定しているところもあり、

令和８年度に向けては目

標を変えていくというこ

とで、ごみの排出量を検討

していくと聞いている。 

10～11 

（環境部） 

令和８年度に一般

廃棄物処理基本計

画の改定を予定し

ており、その中で目

標値については改

めて設定を行いま

す。 

そのため、現時点で

現在のＫＰＩ「市民

１人１日当たりの

ごみ排出量」につい

ては、変更しませ

ん。 11 そうすると、今、達成してい

る排出量の758グラムに対し

て、むしろ排出量は増えると

いうことなのか。 

 

分からないです。これをその

まま目標値としていいのか

どうか。 

増えるという目標ではな

く、もともと828グラムと

いう目標を設定していて、

現在、既にそれは達成して

いるところであり、令和８

年度に向けて目標値を改

定する予定になっている。 

（次の質疑でも回答あり） 

12 地域福祉の推進の充実は、令

和４年度の数値で、現状は

11.8％で、20％を目標にす

る。「充実している」、「ま

あ充実している」まで含めた

割合としては、非常に低空飛

行な感じがするが、20％にし

ても低空飛行な状況をどう

捉えているのか、聞かせてい

ただきたい。 

各部局が設定したＫＰＩ

の根拠には個別計画から

引っ張ってきているもの

がある。先ほどのごみの排

出量についても個別計画

の計画期間が少し先にな

っており、達成済であって

も高い数字を入れざるを

得ない状況であるので、８

年度に、現状を踏まえた目

標値に変わっていくもの

と認識している。同じく地

域福祉についても、個別計

（福祉部） 

修正なし 
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画の中で基礎調査等を基

に現状を把握し考えてい

るものだと理解をしてい

るので、高い、低いという

のは、様々な意見があると

思うが、まずはこの数字を

目指していきたいという

ことと受け止めている。 

今井議員  

13 防犯カメラの設置について、

令和５年度の「犯罪のない安

全なまち」の実現度が65.4％

で「地域での犯罪を抑止する

環境整備として地域、商店街

等への防犯カメラの増設を

推進するとともに、特殊詐欺

などへの対策を強化します」

とある。令和10年度の目標値

が令和５年度と同じだが、目

標として、この数値にした意

図を説明いただきたい。 

昨今、防犯という面で、

様々なニュースにより不

安を感じられているとい

う状況の中で、対策を強化

し、今の状況からさらに落

とすことをしたくない、現

状維持を図りたいという

ことを、部局とも話をし

て、現状維持という形での

目標値を設定している。 

13～14 

（防災安全部） 

現状維持の回答に

対して、変更してほ

しいとの意見はな

かったため、対応な

し 

14 特殊詐欺など不安に思う市

民の方も多いし、防犯カメ

ラをたどって、解決できた

という事件も耳にしてい

る。ただ、カメラをつける

ことは、市民のプライバシ

ーにも十分に配慮をしなく

てはいけない。増設等で強

化をしていくけれども、数

値としては現状維持という

お話であった。プライバシ

ーに配慮しながら、どうや

って市民の不安を払拭して

いけるのかという取組を引

き続きお願いしたい。 

意見のため回答なし 
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市議会２月定例会 ２月１７日 議案質疑等の要旨及び項目一覧 

議案  第６８号  藤沢市市政運営の総合指針２０２８基本方針の策定について 

１ 議案質疑 原田議員 

（１） 教育委員会としての総合指針 2028 基本方針の策定について 

・藤沢市市政運営の総合指針 2028 と教育振興基本計画との関連性について 

２ 討論 柳沢議員（日本共産党藤沢市議会議員団） 

（１） 郷土愛は行政から押しつけられるものではない。郷土愛あふれる藤沢にするた

めに、市民の共創、協働をという前に、行政は何をするのかを本来明記すべき

である。また、どのように人権や平和、女性のエンパワーメントを進めていく

のか、行政としての決意が語られなければならない。 

（２） ３つのまちづくりのコンセプトについて、誰一人取り残さないまちは高い理想

ではなく、すぐに解決しなければならない問題である。その解決策をテクノロ

ジーの活用に置いているが、人による対策が中心にならなくてはならない。ま

ちづくりコンセプト１で、地域の強靱化や災害対策に自助・共助・公助論を持

ち出していることも問題であり、行政としての役割が求められる。まちづくり

コンセプト２で、誰一人取り残さないという思いでまちづくりを進めるには、

しっかりとした行政としての決意と支援策が求められるのではないか。まちづ

くりコンセプト３では、個人情報保護や、個人情報漏えい、大企業優先のビッ

グデータの活用などの問題が山積している。国民の合意もできないままで強行

されている大問題もあるので、まちづくりテーマの一つに先端テクノロジーの

活用は加えるべきではない。 

（３） ８つの基本目標について、基本目標２では、図書館行政の在り方を民間に委ね

るようなことがあってはならない。基本目標３では、行政として市内の農地が

どんどん失われている状況に対する切迫感が感じられない。基本目標５では、

社会保障に対する行政の役割が見えてこない内容は変えるべきである。基本目

標６では、商店街、農業、水産業などについて、テクノロジーの活用が解決策

のように書かれているが、市民生活の切迫感が感じられない。基本目標７では、

今後莫大な財源が必要となる大型開発事業や道路建設を積極的に推進するこ

とが必要だとあるが、公共施設の建て替えが押し寄せてくる中で、公共施設再

整備方針の複合化ありきで進めるのは問題である。大型開発事業の推進が必要

なのか、緑や農地を削減して将来的に税収増に本当につながるのか、何よりＳ

ＤＧｓの目標に逆行することになるのではないか。 

以上により、反対討論 

 

 



 

 

藤沢市市政運営の総合指針２０２８ 

～郷土愛あふれる藤沢をめざして～ 

＜令和７年度～令和１０年度＞ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

藤  沢  市 

 

  

２０２５年３月２１日 

総合指針改定委員会資料3-1 



 

 藤沢市市政運営の総合指針２０２８ 

 ～郷土愛あふれる藤沢をめざして～ 

構 成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

概
ね
２
０
年
先
を
見
据
え
た 

長
期
的
な
視
点 

直
近
４
年
間
の
重
点
取
組 



 

 

目  次 
 

 ................................................................. 1 

１ 藤沢市の現状と見通し ............................................... 1 

(１) 人口動態 ......................................................... 1 

(２) 財政状況 ......................................................... 3 

(３) 土地利用 ......................................................... 5 

２ 藤沢市の特性 ....................................................... 6 

(１) 自然環境・歴史・文化・人材 ....................................... 6 

(２) 都市としての性格 ................................................. 6 

(３) 市民自治 ......................................................... 6 

 ......................................................... 7 

１ 策定の背景と意義 ................................................... 7 

(１) 自治体総合計画の沿革 ............................................. 7 

(２) 総合計画に替わる新たな仕組みとしての「市政運営の総合指針」 ...... 7 

(３) 市政運営の総合指針２０２４改定にあたって ........................ 8 

２ 構成と期間 ......................................................... 9 

(１) 構成 ............................................................. 9 

(２) 期間 ............................................................ 10 

３ 長期的な視点 ...................................................... 10 

(１) 長期的な視点の体系 .............................................. 10 

(２) めざす都市像 .................................................... 11 

(３) ３つのまちづくりコンセプト ...................................... 12 

(４) ８つの基本目標 .................................................. 16 

 ........................................................ 32 

１ 取組の考え方 ...................................................... 32 

(１) マルチパートナーシップの推進 .................................... 32 

(２) 「藤沢らしさ」を大切にし、「藤沢にしかないもの」を生かす ........ 32 

(３)  横断的連携 ..................................................... 33 

(４)  担い手不足、人材不足への対応 ................................... 33 

２ ５つのまちづくりテーマと１５の重点施策 ............................ 34 

まちづくりテーマ １ 「安全で安心なまちをつくる」 ................. 35 

まちづくりテーマ ２ 「誰もが、豊かに生活し、支えあう社会をつくる」

 .................................................................... 36 

まちづくりテーマ ３ 「笑顔と元気あふれる子どもたちを育てる」 ..... 38 

まちづくりテーマ ４ 「都市の機能と活力を高める」 ................. 40 

まちづくりテーマ ５ 「未来を見据えてみんなで進める」 ............. 42 

３ 行政運営の考え方 .................................................. 44 

(１)  財政見通しを踏まえた財政運営 ................................... 44 



 

 

(２)  歳入確保の取組 ................................................. 44 

(３)  未来を見据えた行政運営の実現に向けた行財政改革 ................ 45 

(４)  組織執行体制の構築と人材育成・職員力の向上 .................... 45 

４ 評価 .............................................................. 46 

５ 重点施策の実現に向けた重点事業 .................................... 46 



 

1 

 

 

 

市政運営にあたっては、将来に向けての課題や見通しを踏まえながら進めていく

ことが重要です。そこで、藤沢市の現状と見通し及び特性を示します。 

 

１ 藤沢市の現状と見通し 

（１）人口動態 

２０２１年（令和３年）１１月に発表された「令和２年国勢調査人口等基本集

計結果」によると、日本の総人口は１億２，６１５万人で、２０１５年（平成２

７年）の調査に引き続き、減少となりました。 

国立社会保障・人口問題研究所が２０２３年（令和５年）４月に公表した「日

本の将来推計人口」においては、日本の総人口は減少傾向が続き、２０４５年（令

和２７年）には１億８８０万人、２０５０年（令和３２年）には１億４６９万人

になるものと推計されています。なお、２０１７年（平成２９年）の推計と比べ、

減少速度が緩やかになったのは、外国人の入国超過数の増加が主な理由となって

います。 

２０２０年（令和２年）の国勢調査をもとに行った「藤沢市将来人口推計」に

おいては、藤沢市の人口は２０３５年（令和１７年）に約４５万４千人でピーク

を迎え、その後緩やかに減少に転じますが、２０４５年（令和２７年）において

も２０２５年（令和７年）の人口を上回る見込みです。 

人口構造の変化については、既に超高齢社会を迎え、団塊の世代が７５歳以上

の後期高齢者となる２０２５年（令和７年）から２０４５年（令和２７年）まで

の２０年間で、高齢者人口はさらに約３９％、約４万４千人増加する見込みです。 

一方で、生産年齢人口は約１２％、約３万３千人減少することが見込まれてお

り、このままでは担い手不足の深刻化が避けられない状況にあります。本市が直

面する人口構造の変化への対応力が問われる状況となっています。 

また、世帯数は、高齢者や非婚者をはじめとする単身世帯化がさらに進むこと

により、人口の増減にかかわらず増加を続け、２０４５年（令和２７年）に約２

１万世帯でピークとなる見込みです。 

本市が様々な施策を展開する上で、こうした今後の人口構造の変化や世帯構成

の変化に的確に対応する必要があり、若い世代、子育て世代が、住みたい、住み
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続けたいと思えるまちづくりを進めることが重要となります。 

また、都市の活力を維持するという観点からも人口動態は重要であり、すでに

人口減少が進んでいる地方都市では、医療機関、店舗などの撤退などによりさら

なる人口減少を招く悪循環が生じており、人口減少局面に入ってから有効な対策

を講じることは大変難しいと考えられます。本市でも、人口が減少する前に総合

的かつ有効な施策を進め、人口のピークとなる時期をできる限り遅らせることが

できるよう取り組むことが重要となります。 

 

図１－１ 藤沢市の将来人口推計（年齢別人口４区分） 

 

図１－２ 藤沢市の将来人口推計（２０２５年と２０４５年の人口構造） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：人） 

（単位：人） （単位：人） 
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（２）財政状況 

藤沢市の財政は、国が定める健全化判断比率においては、実質赤字比率、連結実

質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率のいずれも類似都市平均、全国都市平

均からみても良好な状態にあり、十分な健全性を保っています。 

しかしながら、本市の中長期的な財政見通しには、３つの大きな課題があります。 

１つ目は、児童福祉費、障がい者福祉費等の社会保障関係経費の増大です。これ

らのうち扶助費は、平成２６年度には３４１億円であったものが、令和５年度には

５４１億円と、１０年間で約１．６倍になっています。歳出全体に占める割合も、

平成２６年度に２５．３％であったものが、令和５年度では約１．３倍となる３２％

を占めるまでになっており、今後も少子超高齢化の進展など人口構造の変化に伴い、

増加が見込まれます。 

２つ目は、公共施設の維持管理・再整備に係る経費の増大です。高度経済成長期

につくられた施設の多くが老朽化により更新の時期を迎えるとともに、更新に当

たっては、大規模災害や地球温暖化への対策としての機能向上を図る必要がありま

す。また、近年の社会経済情勢による賃金上昇や建設資材高騰等の影響により、こ

れらの事業にかかる経費についても増加傾向にあるなど、これまで以上に負担増が

見込まれます。 

３つ目は、これらの歳出の増加に比べ歳入の増加が見込めないことです。市税収

入については、個人市民税や固定資産税の増加などにより堅調に推移しています。

その一方で、本市は現在、普通交付税の不交付団体であることから、国施策に対す

る地方負担分については実質財政措置が受けられません。また、ふるさと納税制度

における個人住民税の減収分についても、普通交付税の算定において反映されるた

め、その減収分が全額純減となります。これらのことから、財政の硬直化が進むこ

とが懸念されます。 

こうした大変厳しい財政状況の中で、未来に向けて必要な事業を進めるためには、

全体的な視点を持ちつつ、数年先の収支見通しを踏まえた計画的な財政運営を進め

る必要があります。併せて、優先的に行うべき事業の見極めや、既存事業の抜本的

な見直しが必要となることから、今後は、財政状況と長期ビジョンの共有を含めて、

市民や関係団体への説明と対話を進め、より一層、協力関係を築いていく必要があ

ります。 
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図２ 藤沢市の歳入決算の推移 

 

 

図３ 藤沢市の歳出決算の推移 

 

 

  

（単位：億円） 

（単位：億円） 
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（３）土地利用 

藤沢市都市マスタープラン※（２０１８年（平成３０年）３月部分改定）におい

て、「藤沢駅周辺」「辻堂駅周辺」「湘南台駅周辺」「健康と文化の森」「片瀬・江の

島」「村岡新駅周辺」の６つを都市拠点と位置づける中で、鉄道と道路により、拠

点間の連結と藤沢市の骨格となる東西、南北方向の交通軸を形成し、「海」「河川」

「谷戸」「斜面緑地」「農地」等の自然空間を資源として機能させながら、土地利

用を進めてきました。また、都市的な土地利用においては、産業、住居、都市基

盤施設の調和が引き続き求められるとともに、自然的な土地利用においては、自

然空間の保全、活用と緑地空間のネットワーク化が必要となっています。 

今後も将来にわたって都市の活力を維持するためには、藤沢市都市マスタープ

ランと連携して、それぞれの都市拠点の特性を生かし、都市的土地利用と自然的

土地利用を一体的に捉え、質の高い都市を形成しながら、環境負荷の低減や移動

の円滑化、ユニバーサルデザイン、景観等に配慮し、公共施設等の適切な維持管

理と更新を進めつつ、大規模災害や少子超高齢社会に対応するコンパクトで持続

可能なまちづくりを進める必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 
※ 藤沢市都市マスタープラン 都市計画法に基づき策定される、本市における都市計画行政の基本とな

る、都市計画、都市づくりに関する基本的な方針をいいます。 

図４ 都市拠点とネットワーク 
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２ 藤沢市の特性 

（１）自然環境・歴史・文化・人材 

藤沢市は、南は美しい湘南海岸に面し、北は相模野台地の緩やかな丘陵が続く、

気候温暖な住みやすい都市です。中世には、遊行寺※開山の地として、江戸時代に

は、東海道五十三次の６番目の宿場町としてにぎわいを見せ、浮世絵にも多く描

かれた江の島は、風光明媚な景勝地として栄えました。明治、大正時代には、鵠

沼が別荘地となり、多くの文人、財界人を集めるなど、歴史と文化の薫る都市と

しての一面も持っています。このように藤沢市は、人をひきつけ、多くの偉大な

先人たちを輩出するとともに、現在も多彩な人材が藤沢市に関わっており、あた

たかさ、やさしさ、熱意を持った多くの市民が藤沢市を支えています。 

（２）都市としての性格 

藤沢市は、首都圏に位置し、交通の利便性等を背景に、住宅都市、商・工業都

市、農水産業都市の性格をあわせ持つ、多彩で多様な都市です。工業では研究開

発型施設の進出、商業では大型ショッピングモールの開業、農業では地産地消の

推進等、活力ある都市の顔をみせています。また、本市は日本有数の海水浴場を

有し、国内外から多くの観光客が訪れる観光都市でもあり、さらにサテライトキャ

ンパス※を含む５つの大学のある学園都市としての性格も加わり、バランスのとれ

た都市機能を有する湘南の中心的都市として発展を続けています。 

（３）市民自治 

藤沢市では、１９８１年（昭和５６年）に始まった「地区市民集会」から「く

らし・まちづくり会議」、「地域経営会議」、そして「郷土づくり推進会議」へと、

４０年以上にわたって市民の市政参画、市民自治の取組が進められ、こうした取

組の経験も踏まえ、様々な地域活動が展開されています。 

また、ボランティア、ＮＰＯ等の市民活動も盛んであり、歴史的な街なみや景

観の保全・形成、地域の特色ある子育て支援や生涯学習の拠点づくり等、多くの

市民活動が進められています。さらに、藤沢市がオリンピック競技大会の２度目

の開催自治体となった東京２０２０大会のレガシーを将来にわたって継続してい

くため「チームＦＵＪＩＳＡＷＡ２０２０」を立ち上げ、ＷＥＢを活用した誰も

が気軽にボランティアに参加できる仕組みを構築しています。 

 
※
 遊行寺 正式には藤澤山無量光院清浄光寺（時宗総本山清浄光寺）といいます。 

※
 サテライトキャンパス 大学本部から離れた場所に設置された教室等のことをいいます。 
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１ 策定の背景と意義 

（１）自治体総合計画の沿革 

戦後の地方自治の発展に伴い、単に国の政策を執行するだけではなく、自治体

としての政策を形成する必要性が高まり、高度経済成長の時代が進むにつれて、

さらに各自治体は個別の施策・事業ごとに判断するだけでなく、将来見通しを踏

まえて総合的に政策を提示すべきと考えられるようになりました。１９６９年（昭

和４４年）に、市町村の首長は議会の議決を経て、基本構想※を策定することが地

方自治法により義務づけられ、その後、旧自治省が設置した研究会が提唱した「基

本構想・基本計画・実施計画」という三層構造の計画、いわゆる「総合計画」を

策定し行政運営を行うことが自治体にとっての事実上の標準となりました。本市

では藤沢市総合計画を改正地方自治法の施行に合わせ、昭和４３年度に策定し、

昭和４４年度から施行しました。 

一般的に、基本構想は１０年から２０年程度の大まかな方針を示す長期戦略で

あるため、これを具体化するために、基本計画は５年から１０年程度の施策レベ

ルの中期計画、実施計画は３年から５年程度の事業レベルの短期計画として策定

されました。 

しかし、高度成長の時代が終わり、人口減少と急速な少子高齢化の進行という

急激な環境変化の中で、右肩上がりの成長を前提にした総合計画のあり方が問題

視されるようになりました。そして、２０１１年（平成２３年）の地方自治法の

改正により、市町村に対する基本構想の策定義務が撤廃され、時代背景や環境変

化を踏まえた、各自治体の判断による「総合計画」の新たな位置づけが求められ

るようになりました。 

（２）総合計画に替わる新たな仕組みとしての「市政運営の総合指針」 

本市でも、総合計画は、総合的かつ計画的に行政運営を進め、より効果的に事

業を展開することを目的として策定され、長きにわたり改定を続けてきましたが、

策定に多くの時間と労力、経費がかかることや市の事業を総花的に位置づけるた

め、重要、緊急な取組が見えづらくなること、策定が進む分野別の個別計画との 

                                                

※ 基本構想 地方自治法の旧第２条第４項では、「市町村は、その事務を処理するにあたっては、議会

の議決を経てその地域における総合的かつ計画的な行政の運営を図るための基本構想を定め、これに

即して行なうようにしなければならない。」と規定していました。 
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重複が増えたこと、多くの事業を位置づけた長期間の計画であったため、実施に

あたって財政上の担保ができないことなど、多くの課題がありました。 

地方自治法が「基本構想」の策定義務を撤廃したことを受け、総合計画のあり

方、仕組み自体を見直し、その結果、概ね２０年先を見据え、長期的かつ総合的

な市政運営の考え方を示した基本方針と、市民ニーズに基づいた課題の緊急性、

重要性を踏まえ、直近の４年間に重点的かつ確実に実施する施策を位置づけた重

点方針による「藤沢市市政運営の総合指針２０１６」を、総合計画に替わる仕組

みとして、平成２５年度に策定し、平成２８年度の改定を経て令和２年度に「藤

沢市市政運営の総合指針２０２４」として改定しました。なお、「市政運営の総合

指針」は、社会経済環境の変化の速さに対応できるよう、市長任期を踏まえて４

年に一度、全体を見直すことができる仕組みとしつつ、基本方針については市議

会での議決を経て策定しています。 

（３）市政運営の総合指針２０２４改定にあたって 

本市でも、毎年度の予算編成におけるやりくりによって、単年度ごとに収入見

通しと支出見通しの乖離を埋め、収支均衡を図らなければならない状況にありま

す。不透明かつ厳しい財政見通しの中で、投資の最適化や財政余力の創出を図る

という視点をもって、将来に向けて新規事業や拡充事業に取り組むとともに、都

市基盤整備や行政運営のあり方を定め、既存事業の取捨選択等を進めることが求

められています。本市が持続可能な都市であり続けるためには、未来を見据えて

知恵を絞り、計画的に取り組むとともに、日進月歩で進む技術革新に柔軟に対応

する必要があります。「市政運営の総合指針」が示す基本方針や重点方針の方向性

は、予算の配分や職員の配置を決める上でも判断基準になります。 

新型コロナウイルス感染症が世界的に広がり、人々の暮らし方、働き方、学び

方などが一度見直されるとともに、国際情勢は大きく変化し、未だに不透明な状

況が続いています。また、世界及び日本の平均気温が統計開始以降最も高くなる

など、「地球沸騰の時代が到来した」とも言われています。日本においては、人手

不足が多くの分野で想定されており、需給の差を埋めるために「学び直し」の必

要性が高まっています。地方自治体においても、限られた職員の中で、専門性や

知識をもって、多様化、複雑化する社会課題に向き合い、持続可能な行政運営を

行える組織を形成するとともに、それを実現するための人材の確保・育成・配置

等を行う必要があります。総合指針の改定にあたって、次の４年間は、本市にとっ
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て、喫緊の課題に着実に対応するとともに、多様な主体と共に、新しい未来への

道筋をつける重要な期間となります。また、団塊ジュニア世代がすべて６５歳以

上となる２０４０年（令和２２年）を展望し、高齢者人口が最大となる一方、急

激に生産年齢人口が減少することで生じる社会課題を想定した取組を進めていく

必要があります。 

こうした状況を踏まえ、「藤沢市市政運営の総合指針２０２４」の期間の終了に

伴い、引き続き、ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）※の視点を取り入れ、共有すべ

き理念の浸透や直近４年間の重点施策の明確化を重視しつつ、これまでの取組や

評価、及び意見や対話等を踏まえて、「藤沢市市政運営の総合指針２０２４」を「藤

沢市市政運営の総合指針２０２８」（郷土愛あふれる藤沢をめざして）として改定

します。 

 

２ 構成と期間 

この指針は、概ね２０年先を見据えつつ喫緊の課題に対応した分かりやすいもの

とするため、本編と別冊に区分します。また、４年ごとに全体を見直し、改定する

こととします。 

 

（１）構成 

  【本編】 

指針の本編は、第１章「基本方針」と第２章「重点方針」で構成します。 

第１章「基本方針」では、「策定の背景と意義」、「構成と期間」、第２章で示す

「重点方針」の前提となる「長期的な視点」としての「めざす都市像」、「３つの

まちづくりコンセプト」、「８つの基本目標」を明らかにします。 

第２章「重点方針」では、「長期的な視点」を踏まえた上で、喫緊に取り組む重

点課題を抽出し、その課題に対応する「まちづくりテーマ」、「重点施策」等を示

します。 

  【別冊】 

別冊は、重点施策の実現に向けた「重点事業」等を「事業集」としてまとめま 

                                                

※  ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標） ２０１５年（平成２７年）に国連サミットにおいて全会一致で採

択された国際目標で、「誰一人取り残さない」持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現のため

の２０３０年（令和１２年）を年限とする１７のゴールが掲げられています。 
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す。 

 （２）期間 

この指針の期間は、令和７年度から令和１０年度までとします。 

 

３ 長期的な視点 

藤沢市の現状と見通し、特性等を踏まえ、概ね２０年先を見据えた「長期的な視

点」として、「藤沢市市政運営の総合指針２０１６」、「藤沢市市政運営の総合指針２

０２０」及び「藤沢市市政運営の総合指針２０２４」における「めざす都市像」、「ま

ちづくりコンセプト」と「基本目標」をベースに見直します。 

 

（１）長期的な視点の体系 

 

【めざす都市像（基本理念）】                         

郷土愛あふれる藤沢 

 ～松風に人の和うるわし 湘南の元気都市～ 

【３つのまちづくりコンセプト】                        

１ 藤沢らしさを未来につなぐ持続可能な元気なまち（サステナブル藤沢） 

２ 共生社会の実現をめざす誰一人取り残さないまち（インクルーシブ藤沢） 

３ 最先端テクノロジーを活用した安全安心で暮らしやすいまち（スマート藤沢） 

【８つの基本目標】                              

１ 安全・安心なまちをつくる 

２ 文化・スポーツを盛んにする 

３ 自然を守り豊かな環境をつくる 

４ 子どもの笑顔があふれるまちをつくる 

５ 誰もが自分らしく暮らせるまちをつくる 

６ 地域経済を循環させる 

７ 都市基盤を充実する 

８ 多様な主体との共創が生み出される地域づくりを進める 
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（２）めざす都市像 

 

 

藤沢市には、自然、歴史、産業、市民文化など様々な面で強みがあり、市民一人

ひとりが、自分の個性にあったライフスタイルや都市の魅力を見つけられる良さが

あります。これらは、経済情勢や社会の変化にも柔軟に対応できるということにも

つながっています。また、ウェルビーイング※の向上に必要な、豊かで潤いのある暮

らしを送る基盤が整っているとも考えられます。こうした藤沢市の特長を生かしな

がら、市が将来に向け描く都市の姿を「めざす都市像」として位置づけます。 

 

 

～松風に人の和うるわし 湘南の元気都市～ 

 

藤沢市で生まれ育った人も、藤沢市に移り住んだ人も、藤沢市に関わりのある人

も、藤沢市を心から愛し、誇りをもって生き生きと暮らすことができる都市を目指

します。これからの厳しい時代を迎えても、藤沢市が、多様な主体の共創・協働※に

より、みんなの課題をみんなの力で協力して解決できるまちとなるとともに、誰も

がやりたいことを見つけられ、実現できるまちとなるよう、一人でも多くの人に地

域に関わっていただき、藤沢市の強みであるシビックプライド（郷土への愛着と誇り）

をさらに高め、そこから生まれる大きな市民力、地域力を生かしていきます。 

そして、松風と藤の香りに包まれた都市、歴史と文化の薫る都市、産業の栄える

都市、安全で暮らしやすい都市…こうした魅力ある都市の姿を理想として、先人た

ちが積み上げてきた歴史と文化、自然の豊かさ・美しさ、そして、うるわしい人の

和など、藤沢市歌に込められた「藤沢らしさ」を大切にする市政を進めます。 

さらに、郷土愛の基となる、こうした「藤沢らしさ」を、時代の変化に応じて発

展させ、未来に引き継いでいけるよう、すべての基盤である人権や平和を意識しつ 

 

            
※ ウェルビーイング 幸福で身体的、精神的、社会的すべてにおいて満たされた状態。 
※ 共創・協働 多様な主体と対等かつ互恵関係のもと協力して課題解決にあたること。共創は、協働に

加えて、多様性を尊重する中で共感や対話を重ねることで、新たな価値を創り上げていくこと。  

めざす都市像（基本理念） 
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つ、女性のエンパワーメント※を進めた上で、環境・社会・経済のバランスを施策間

でとり、元気を生み出し続ける支えあう都市を目指します。 

（３）３つのまちづくりコンセプト 

「めざす都市像」の実現に向けて、目指すべきまちの姿の明確化を図るため、３

つの「まちづくりコンセプト」を位置づけます。 

「まちづくりコンセプト」には、郷土愛の基となる「藤沢らしさ」を未来につな

げる持続可能な発展を目指す考え方を位置づけるとともに、支えあう「人の和」の

未来の姿として、誰一人取り残さないまちという高い理想を掲げ、その考え方を位

置づけます。さらに、これら２つの目指すべきまちの姿を実現するため、テクノロ

ジーの力を上手に活用し様々な課題を解決するまちを目指す考え方を位置づけます。 

 

 

 

 

「藤沢らしさを未来につなぐ持続可能な元気なまち」

（サステナブル藤沢）を、まちづくりコンセプトとして

位置づけ、次のとおり取り組みます。 

 

〇 現在の市民のニーズを満たすだけでなく、将来世代の

ニーズも満たすものであるかどうか、未来の人たちに誇

れる取組であるかどうか、市のすべての取組において問い直します。また、市民の

考える「暮らしの豊かさ」や「持続可能な状況」を把握し、施策に反映します。 

〇 当面の人口増加を支え、人口の維持につなぐことができるよう、交通利便性の高

さや買い物環境、医療・福祉など、本市の総合的な暮らしやすさを高めるための取

組を積み重ね、さらに、住んでみたい、住み続けたいと思える藤沢を築きます。 

〇 「湘南の海」、「緑の豊かさ」、「地元で採れた新鮮な食べ物」といった自然を身近

に感じられる郊外都市としての強みを生かし、子育てしやすいまち・教育環境のよ

いまちとしてのブランド力を高め、多くの人に愛される藤沢であり続けられるよう

取り組みます。 

            
※ 女性のエンパワーメント 女性が意思決定過程に参画し、自律的な力をつけて発揮すること。 

まちづくりコンセプト１ 

藤沢らしさを未来につなぐ持続可能な元気なまち（サステナブル藤沢） 
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〇 気候変動の危機的状況を、市民、事業者、行政などあらゆる主体が広く情報共有 

して、協働して気候変動対策に取り組みます。 

〇 自助・共助・公助による、地域の強靱化をはじめとした防災・減災対策に取り組

み、地震・津波・風水害等の災害に強い安全・安心な藤沢を築きます。 

 

 

 

 

 

「共生社会の実現をめざす誰一人取り残さ

ないまち」（インクルーシブ藤沢）を、まち

づくりコンセプトとして位置づけ、次のとお

り取り組みます。 

 

〇 女性、子ども、高齢者、障がいのある人 

 や、外国につながりのある人、セクシュア

ルマイノリティの人など、様々な生活上の困難を抱える人が、社会的に孤立したり、

さらに困難な状況に陥り、悪循環に苦しむことのないよう、誰一人取り残さないと

いう思いで、まちづくりを進めます。 

〇 子どもたちを含む多様な市民がまちづくりに関わる機会や手法を積極的に取り入

れるとともに、当事者や将来世代の声を大切にした政策形成が図られるまちとなる

よう取り組みます。 

〇 多様な生き方、考え方を認め合い、尊重し合うまちであることを大切にして、様々

な文化が共生する、多彩な魅力とみんなの活力があふれる藤沢を築きます。 

〇 社会状況や価値観の変化に伴い、ユニバーサルデザインの考え方を取り入れた都

市空間、安全で安心して暮らせる地域環境が求められていることを踏まえ、誰もが

住みやすいまちづくりを進めます。 

〇 変化の激しい時代に対応していくためには、これまでのような「同質性を前提と

したチームワーク」から、「多様性を認め合うチームワーク」への転換を進める必要

があります。若者の意見や行動力をまちづくりに生かすなど、性別、年齢、障がい

の有無、国籍、職歴などにかかわらず、誰もが公平に機会を得て、多様なメンバー

まちづくりコンセプト２ 

共生社会の実現をめざす誰一人取り残さないまち（インクルーシブ藤沢） 
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が多彩な意見を出し合って力を発揮できるよう、ＤＥＩ※を推進します。  

 

 

 

 

「最先端テクノロジーを活用した安全安心で暮

らしやすいまち」（スマート藤沢）を、まちづく

りコンセプトとして位置づけ、次のとおり取り組

みます。 

 

〇 Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０※社会の到来を踏まえ、

自然や文化を大切にしつつ、少子高齢化や担い手

不足などに伴う様々な社会課題の解決のために、ＩｏＴ（モノのインターネット）、

ビッグデータ、ＡＩ（人工知能）、ロボットなどをはじめ、急速に発展するテクノロ

ジーを積極的に活用し、安全安心で暮らしやすいまちとなるよう取り組みます。 

〇 市民自らがテクノロジーを上手に活用でき、より豊かな暮らし方、働き方、学び

方の実現や、地域コミュニティの活性化などが実感できる、スマートシティの実現

に取り組みます。 

〇 デジタル技術を活用して地域課題に向き合うことで、人や暮らし、まちが進化し

続けるスマートシティの実現に向け、戦略的なまちづくりを進めます。 

〇 生成ＡＩをはじめとするテクノロジーを積極的に活用することで、これまでの行

政サービスのあり方を見直し、「無駄な来庁をしない（どこでも）」「市民一人ひとり

のニーズに合わせた情報を配信する（ピッタリ）」「手続きが一度ですむ（かんたん）」

なデジタル市役所を実現するとともに、業務効率化やコスト削減を図ります。 

 

            
※ ＤＥＩ Ｄｉｖｅｒｓｉｔｙ（ダイバーシティ：多様性）、Ｅｑｕｉｔｙ（エクイティ：公平性）、

Ｉｎｃｌｕｓｉｏｎ（インクルージョン：包摂性）の頭文字を取ったもので、多様性を尊重するとと

もに一人ひとりが受け入れられ、誰もが生きやすい環境を整備していくことを指します。 
※ Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０  サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合さ

せたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会（Society）。狩猟

社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 4.0）

に続く、新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社会の

姿として初めて提唱されたもの。 

まちづくりコンセプト３ 

最先端テクノロジーを活用した安全安心で暮らしやすいまち（スマート藤沢） 
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〇 デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）※の推進にあたっては、より高度なデー

タ社会の到来を見据え、専門的知見を有する大学や民間企業、先進自治体との連携

を積極的に進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            
※ デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ） 「ＩＴの浸透が、人々の生活をあらゆる面でより良い

方向に変化させる」という概念で、２００４年（平成１６年）にスウェーデンのウメオ大学エリック・

ストルターマン教授が提唱し世界的に拡散したもの。  
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（４）８つの基本目標 

「めざす都市像」を実現するために、「３つのまちづくりコンセプト」の考え方

を踏まえ、８つの基本目標を位置づけます。この基本目標に沿った取組が相互に

連携することにより、バランスのとれた都市の姿を維持し、発展することを目指

します。基本目標は、藤沢市の現状と見通し、特性等を踏まえた上で、市の施策、

事業を進めるにあたり、基本となる方向性を示すものとします。 

 

 

 

【長期課題】 

○ 令和６年能登半島地震や大正関東地震等の

過去の大規模災害（地震・津波など）を教訓に、

被害を最小限に抑え速やかに回復できるよう

防災対策・減災対策・復興事前準備に取り組む

とともに、多様な主体と連携し地域における防

災力の強化・充実を図り、災害に強くてしなや

かなまちを構築する必要があります。 

○ 気候危機への対策が世界的な重要課題となる中、法改正等の状況を踏まえ、突発

的かつ局地的な豪雨や大型台風等、激甚化・頻発化する自然災害（土砂災害、洪水、

内水氾濫など）や夏季の高温化への対策の強化（適応策）を図る必要があります。 

〇 発災に備え、自主防災組織の担い手不足、地域によって異なる災害リスクへの理

解の促進、子どもの頃からの地域防災への関わり、増加する避難行動要支援者への

対応など、様々な課題に対応し、地域と共にソフト面の対策の強化を図る必要があ

ります。 

〇 平時から、防災に係る計画や施策等において自助の重要性を捉えた検討を行い、

市民一人ひとりに、それぞれの多様な考え方、生活様態に合った備えとなる自助を

促していく必要があります。 

〇 激甚化・頻発化する自然災害や増加する救急需要から市民の安全・安心を常に確

保するために、消防・救急体制の強化を図る必要があります。 

〇 新型コロナウイルス感染症対策の経験を踏まえ、新たな感染症の脅威等に対する

健康危機管理対策の充実と体制強化を図る必要があります。 

基本目標１ 安全・安心なまちをつくる 
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○ 巧妙化・多様化する特殊詐欺などの被害防止や、犯罪を抑止するための環境整備

など、体感治安が向上する取組を進める必要があります。 

○ 万が一犯罪被害にあった場合においても安全・安心な生活を取り戻せるよう被害

者支援の充実を図る必要があります。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※基本目標とＳＤＧｓの１７の目標との関連性について示しています。 

 

 

２０４５年の藤沢市の姿として、 

テクノロジーの力や民間事業者の知見も活用し、地震・津波災害、激甚化する風

水害、都市災害等への総合的な取組（防災・減災・被災者支援・復旧・復興）の

強化を多様な主体と共に進めるとともに、超高齢社会の進展などの社会的変化に

対応するため、さらなる広域連携により、時代に即した消防・救急体制の充実を

図ります。さらに、地域と連携した防犯交通安全対策等を一層推進することによ

り、市民の生命と財産を守り、誰もが安全で安心な暮らしを実感できる都市を目

指します。 
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【長期課題】 

〇 幅広い世代にとって身近な存在である図

書館は、多様な市民の居場所として、また

子どもから大人まであらゆる世代の学びの

拠点として、時代の変化に対応していくた

め、４市民図書館１１市民図書室のあり方

を検討し、図書館運営を行っていく必要が

あります。 

○ 藤沢市には、旧東海道藤沢宿や江の島、大庭城跡等、地域に根差した数多くの文

化財があります。近年の少子高齢化等により、こうした歴史や文化、景観の継承が

難しくなっている中、市民の貴重な財産である文化財を次代に受け継ぐための保存

と活用の方向性を示すとともに、藤沢の歴史を感じ、学び、伝えていく環境を整え

る必要があります。 

○ 市民が持つ高い文化水準を背景に市民自らが主体となった文化芸術活動を維持・

向上させるとともに、さらに本市の文化芸術活動を発展・融合させることで新たな

「ふじさわ文化」を創造するため、活動の拠点を整備し、幅広い世代の市民の興味・

関心を高め、様々な文化活動を支援する取組を行っていく必要があります。 

〇 藤沢市スポーツ都市宣言の理念の実現に向けて、東京２０２０大会のレガシーを

未来へつなぎ、市民一人ひとりが生涯にわたって健康で豊かなスポーツライフを楽

しめるよう、ハードとソフトの両面においてスポーツ環境を充実させ、「する」・「観

る」・「支える」スポーツを推進することで、「健康寿命日本一の推進」「スポーツ活

動の充実」「共生社会の推進」「まちのにぎわい創出」へとつなげていく必要があり

ます。 

 

 

 

 

 

 

基本目標２ 文化・スポーツを盛んにする 
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※基本目標とＳＤＧｓの１７の目標との関連性について示しています。 

 

 

 

 

 

 

                              

 

 

 

 

 

  

２０４５年の藤沢市の姿として、 

歴史的、文化的な資源、景観を保全・継承・活用するとともに、市民による文化芸

術活動やスポーツ活動等をさらに盛んにすることで、市民一人ひとりが日頃から文

化・スポーツを楽しみ、歴史や文化を大切にし、郷土への誇りや愛着を実感できる

都市を目指します。 
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【長期課題】 

〇 地球温暖化に起因する気候危機への対策のため、二酸化炭素排出実質ゼロに向け

て再生可能エネルギーやエネルギーの地産地消など、環境に優しいエネルギーの活

用を推進し、地球温暖化の進行を緩和する取組（緩和策）と、災害に強いまちづく

りなど（適応策）の両輪で進めていく必要があります。 

〇 私たちと共に生き、恩恵を与えてくれる美しい海や川、谷戸などの豊かな自然環

境は藤沢市の貴重な財産です。かけがえのない

自然環境を次世代に引き継ぐため、未来を担う

子どもたちを中心とした環境教育の推進を図

り、市民をはじめとする多様な主体との協働に

よる環境美化・環境保全活動を継続・発展させ

ていく必要があります。 

〇 市内各地で行われるクリーン活動・美化啓発の充実、市民・団体等との連携・協

力による清掃活動、ごみ減量対策、不法投棄対策を推進し、誰もが心地よく過ごす

ことができる、地域から拡がる環境行動都市を実現していく必要があります。 

〇 海洋ごみの約８割は、まちから河川を通じて流れてくるといわれており、海岸ご 

みにおけるプラスチックごみの割合が増加して

いることから、海洋プラスチックゼロエミッ

ション（プラスチックごみの流出による海洋汚

染が生じないこと）を目指し、河川上流市等と

も協働してまちや河川、海岸の美化活動を推進

し、陸域から海への流出を抑制することにより、

プラスチックごみがない生態系に優しい藤沢の

実現に取り組む必要があります。 

〇 ３Ｒ※＋Renewable（リニューアブル：再生可能な資源利用）の取組を浸透させる 

 

                                                

※３Ｒ Ｒｅｄｕｃｅ（リデュース：発生抑制）、Ｒｅｕｓｅ（リユース：再利用）、Ｒｅｃｙｃｌｅ

（リサイクル：再生利用）の頭文字のＲをとったもの。まず、ごみの発生量を減らす（Ｒｅｄｕcｅ）

ことから始めて、次に使えるものは何回も繰り返し使う（Ｒｅｕｓｅ）、そして使えなくなったら原

材料として再生利用（Ｒｅｃｙｃｌｅ）するという考え方をいいます。 

基本目標３ 自然を守り豊かな環境をつくる 
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ことや、製造業・消費者・資源循環産業等が連携した循環経済（サーキュラーエコ

ノミー）※への移行を目指すことにより、廃棄物の減量・資源化のさらなる促進と最

終処分場の延命を図るとともに、超高齢社会における市民のごみや資源を排出する

際の負担の軽減に取り組む必要があります。 

○ 水田や畑などの農地は、新鮮な農作物を供給し、藤沢の「食」を支えるとともに、

潤いとやすらぎを与える田園景観や生物多様性を保全する機能、防災・減災の機能

など、多面的な機能を有しており、これらを保全し活用していくことが重要です。 

○ 環境汚染のない、きれいな海や川を確保し、湘南海岸など水に親しめる空間を次

世代に引き継いでいくため、産業排水や生活排水等の監視指導、下水道等の汚水処

理施設の普及や適切な維持管理による機能の維持など、水環境の保全に向けた取組

を着実に進め、持続可能な水循環の形成に努めていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                

※循環経済（サーキュラーエコノミー） 原材料調達・製品デザイン（設計）の段階から従来廃棄され

ていたものを新たに原料として使用し、廃棄ゼロを目指す経済のことをいいます。 
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※基本目標とＳＤＧｓの１７の目標との関連性について示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

２０４５年の藤沢市の姿として、 

環境に対する意識を高め、豊かな自然環境や良好な生活環境を保全し、廃棄物の減

量化・資源化のさらなる推進を図るとともに、廃棄されるプラスチックごみゼロを

はじめとする循環型社会形成の推進やエネルギーの地産地消と効率的利用をテク

ノロジーの力も活用し進めることにより、気候危機に対応した持続的で豊かな環境

を実感できる都市を目指します。 
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【長期課題】 

○ 日本の合計特殊出生率は低下が続き、少子化は依

然として進行しています。その背景には、若い世代

において、妊娠・出産・育児に対し、自らのキャリ

ア形成や趣味での活動などとのバランスをとること、

子育て・教育にかかる費用と経済的な安定など、将

来に対する不安が根本にあると考えられます。共働

きや身近に支援者がいない世帯が増える中で、妊娠

期からの切れ目のない子育て支援の充実に加え、ニーズに合わせた保育等の支援が

受けられることと合わせ、雇用・就労面での環境・制度設計の整備や子連れや子ど

も同士でも外出しやすい環境づくりなど、ソフト・ハード両面から安心して子育て

のできる生活環境を整備する必要があります。 

〇 すべての子ども・若者が将来にわたって身体的・精神的・社会的に幸福な生活を

送ることができる社会の実現に向けて、子どもを権利の主体として尊重し、子ども

にとっての最善の利益を第一に考え、社会全体で後押ししていくことが重要です。

また、子どもが安心して意見を表明することができ、身の回りや社会に対して何ら

かの影響を与え変化をもたらす経験ができる環境を整えることは、自己肯定感や自

己有用感、社会の一員としての主体性等を高めるうえでも大切です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標４ 子どもの笑顔があふれるまちをつくる 
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〇 生活環境の変化の中で、子ども・若者同士

が自由に遊び、過ごせる場や時間が減ってい

ます。すべての子どもに、ありのままの自分

を受け止めてくれる居場所や、成長や興味関

心に合わせた豊かな体験は、非認知能力※の向

上のためにも不可欠です。経済的だけではな

い経験などの子どもの貧困の解消を目指すと

ともに、置かれている環境にかかわらず一人 

ひとりの希望や意見を大切にした「居たい・行きたい・やってみたい」を叶えるた

め、地域の様々な主体と連携して取り組むことが重要です。 

○ すべての子どもたちの可能性を引き出す、個別最適な学びと協働的な学びの実現

のために、ＩＣＴを活用した学習を進めるなど、学習環境の充実を図り、子どもた

ちが楽しく学びながら、思考力、判断力、表現力等を身につけ、予測困難なこれか

らの時代を生きる力をつけることができるよう取り組んでいく必要があります。 

○ 一人ひとりの子どもの多様性や個性を受けとめ、

生かし、可能性を最大限に高めるため、教育的ニー

ズに対応できる支援教育を推進するとともに、相

談体制を充実させるなど悩みや困りごとを抱える

子ども・若者に寄り添い、その子ども・若者に合っ

た社会参加や自立を支援する必要があります。 

〇 「ふじさわ教育大綱」をもとに、子どもたちをはじめすべての世代が、学びを通

して未来への夢や目標に向かって生きる力を育み、やさしく手を差し伸べあう笑顔

あふれる幸せなまちをつくるため、地域と共にある学校づくりを進めることが重要

です。さらに、時代の変化に対応し学校のあり方も大きく変化する中で、未来を担

う子どもの学びを深めるための教育環境の整備と多様な人材の確保を進める必要が

あります。 

                                                

※ 非認知能力 非認知能力（社会情動スキル）とは、語学力・計算力などの認知的能力に対して、数値

化しにくい能力で、目標の達成（責任感、自己抑制）、感情のコントロール（楽観性、ストレス耐性）、

協働性（共感性、協調性）、開放性（好奇心、創造性）、他者との関わり（社会性、積極性）、複合

的な能力（批判的思考、自己効力感）などの力といわれています。特に乳幼児期に育まれた力は、そ

の後も力を高めていくための資質となり、変化する社会を生き抜く力として注目されています。  
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※基本目標とＳＤＧｓの１７の目標との関連性について示しています。 

〇 子どもと出会い育ちを支える人々が、子どもの成長や発達、健康等に関して正し

い知識を持ち、親子の多様性を尊重し、見守り、子育てに協力していくことができ

るよう普及啓発を進めるとともに、関係機関が連携して、親子に寄り添い必要な支

援が届けられる、相談支援体制の充実・強化が重要です。 

〇 子どもたちが安全安心でより快適な環境で学べるよう、インクルーシブやユニ

バーサルデザインの視点も取り入れた環境づくりを進める必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

２０４５年の藤沢市の姿として、 

すべての子どもの今と未来の最善の利益を第一に考え、安心して子育てができる環

境や子どもたちの「生きる力」が育まれる教育環境を整備するとともに、地域全体

で子ども・若者の成長を後押しし、常に子どもと共に社会を築き続ける都市を目指

します。 
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【長期課題】 

〇 ８５歳以上人口が最大になる２０４０年以降

に向け、社会保障関係経費の増大や医療・福祉・

介護需要に対するサービス提供体制の再構築が

全国的な課題となっています。また、単身世帯や

高齢者世帯は今後とも増加し、地域の中でのさり

げない見守りの必要性が増していきます。さらに

は、市民一人ひとりが、自分らしい人生の最終段

階の迎え方を考え、備えておくことも必要です。 

〇 人生１００年時代を見据え、すべての人がいつまでも住み慣れた地域で、からだ

も心も元気でいきいきと暮らし続けられるよう、生活習慣病対策と介護予防・フレ

イル対策を市民、地域、関係団体等と相互に連携しながら進めるとともに、市民一

人ひとりが自らの健康について関心を持ち、主体的に健康づくりを実践することの

できる社会環境を整備するなど、健康寿命の延伸及び健康格差の縮小に向けた取組

が重要です。また、市民が必要なときに適切な医療を受けられるよう、さらなる地

域医療の連携・推進が求められており、医療機関と福祉・介護事業所等との連携・

ネットワークを構築する必要があります。 

〇 予想される認知症の人の増加に対して、認知症の人の声を大切にしながら多様な

主体がそれぞれの役割を果たし、認知症になっても意思が尊重され、住み慣れた地

域で安心して暮らすことができるよう、取り組んでいく必要があります。認知症の

人に限らず、高齢者も、障がいのある人もない人も、お互いを認め、支えあい、誰

もが暮らしやすいまちとなるよう取り組むことが重要となります。 

〇 少子高齢化の進展や、ライフスタイルが変化する中、地域の中で孤独・孤立の状

態に陥り、様々な複合化・複雑化した課題を抱え生活が困窮する方がいます。この

ような課題に対応するため、属性を問わない包括的な支援体制の構築が求められて

います。 

〇 医療・福祉・介護の人的資源が不足する中で、先端技術を活用することにより、

担い手・従事者の負担軽減や効率化を図るとともに、自宅で暮らしながらも、安心

して医療やサービスなどが受けられるよう、必要な人に適切な支援を提供できる体

基本目標５ 誰もが自分らしく暮らせるまちをつくる 
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※基本目標とＳＤＧｓの１７の目標との関連性について示しています。 

制を確保する必要があります。 

〇 個人の存在や価値が尊重され、自分にあった生き方、暮らし方を選択できるよう

居住支援等の環境整備の充実が求められるとともに、藤沢型地域包括ケアシステム※

としてこれまで取り組んできた、地域住民をはじめとする多様な主体がつながり、

互いに重なり支えあいながら活動する「地域共生社会」の実現に向けた地域づくり

が一層重要になります。 

〇 一人ひとりの希望や能力、子育て・介護などの事情、健康や障がいの状況などに

応じた、多様で柔軟な働き方や社会参加の機会が確保される生涯活躍・生涯現役の

環境づくりが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                

※ 藤沢型地域包括ケアシステム 子どもから高齢者、障がい者、生活困窮者等、誰もが住み慣れた地

域で、その人らしく安心して暮らし続けることができるよう、１３地区ごとの地域特性を生かし、市

民や地域で活動する団体、関係機関等と連携した「支えあいの地域づくり」を進めるもの。  

２０４５年の藤沢市の姿として、 

すべての人の尊厳が保持され、住み慣れた地域において、健康で、安心して自分ら

しく暮らし続けられるよう、きめ細かな保健、医療、福祉、介護をさらに充実させ、

共に支えあう地域社会を築き、年齢や障がいの有無にかかわらず、誰もが心身共に

健やかな暮らしが実感できる都市を目指します。 
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【長期課題】 

○ 藤沢市には、これまでの企業誘致の取 

組や地域に根ざした多くの企業の成長

等により、活力ある地域経済の基盤とな

る産業集積があります。今後も、地域経

済の活力を維持・向上し、雇用を確保す

るためには、都市拠点等の特性に合わせ 

た新たな産業・機能の誘致、スタートアップ支援などによる新産業創出、中小企業

のデジタル化や脱炭素化を含めた総合的な経営支援を着実に進める必要があります。 

○ 湘南の中心商業地として発展し続けるため、域外からも集客する魅力ある商業集

積を進める必要があります。特に、大規模商業施設の老朽化に対応した藤沢駅周辺

等の商業機能の更新が求められています。 

○ 商店街は、超高齢社会における健康な暮らしを支え、人と人とのつながりを育む

地域コミュニティの核としての役割が期待されます。今後も、電子商取引の拡大な

ど、取り巻く環境の変化に対応するとともに、地元の人が地元で買い物をする地元

消費を促し、持続的な発展を図ることが重要となります。 

○ 高齢化や担い手不足など、厳しい経営環境にある都市農業と水産業を守り育てる

ために、テクノロジーの活用が必要であり、さらに新規参入者・後継者の支援や、

地産地消、高付加価値化等も併せて推進することが重要となります。 

○ 我が国有数の景勝地である「江の島」を中心とした

観光産業は、市内の基幹産業の一つとして成長し、年

間観光客数は１,９６０万人（２０２３年（令和５年））

となっています。「共創し選ばれ続ける観光都市」を実

現するため、戦略的なインバウンド需要※の取り込み

など観光関連産業を維持、発展させるとともに、北部

地域の自然を生かした市内全域における回遊性を高め

るための取組も求められています。 

                                                

※インバウンド需要 訪日外国人旅行者による商品やサービスへの需要のことをいいます。 

基本目標６ 地域経済を循環させる 



 

29 

 

※基本目標とＳＤＧｓの１７の目標との関連性について示しています。 

○ 生産年齢人口の減少により想定される、人手不足、人材不足に対応するとともに、

働き方が変化する中で、自然豊かな郊外都市で働くことで得られる豊かな暮らしを

本市の魅力として位置づけるなど、市民の多様な働き方を支える環境づくりを促進

していくことが重要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

２０４５年の藤沢市の姿として、 

湘南の海と豊かな緑といった自然環境を身近に感じながら、湘南のライフスタイ

ルと一体となった豊かな働き方が可能となる都市を実現するとともに、恵まれた

交通基盤や積み重ねてきた産業集積等の強みを生かし、ビッグデータ・ＡＩ社会

に対応しながら、商業、工業、農水産業、観光等、様々な産業が一体となって地

域経済を循環させることにより、市民が活力と魅力を実感できる都市を目指しま

す。 
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【長期課題】 

○ 藤沢市では６つの都市拠点への機能集積を図りながら、拠点等を結ぶ鉄道、道路

などの交通ネットワークの整備促進による利便性の向上と自然環境との調和の両立

を進めてきています。これからも、都市の魅力と活力の向上につながるように「藤

沢駅周辺地区」、「村岡新駅周辺地区」、「健康と文化の森地区」などの都市機能の充

実とさらなる活性化に向けた取組を進めることが重要です。 

○ 日常生活における移動を支え、健康・

幸福につながる外出を促進するために

は、自家用車に依拠しなくても移動可能

な交通環境の整備が重要となります。整

備に際しては、自動運転やＭａａＳ※な

ど、交通に関わるテクノロジーを積極的

に活用し、公共交通の維持・強化や「歩

きたくなるまちづくり」を進めるなど、

誰もが移動しやすい交通の充実や環境負荷の低減を図る必要があります。 

○ 渋滞の緩和やボトルネック箇所の解消などの対策を行うとともに、災害時におい

ても強靱性や多重性のある交通基盤を構築することが求められています。 

○ 新しいモビリティ（移動・交通手段）や自転車活用の促進など交通環境の変化に

合わせた施策が求められています。 

○ 高度経済成長期に整備された道路、河川、橋りょう、下水道、公園等の都市基盤

施設や、庁舎、学校等の公共建築物は、長寿命化を含む老朽化対策、超高齢社会に

対応した機能の充実・強化、持続可能性を考慮した規模適正化、気候危機への対策

（緩和策・適応策）の強化等が必要となります。厳しい財政見通しの中で、産学と

の連携及び最先端技術の効果的な導入を念頭に置いた、市民の暮らしを支える都市

基盤施設の再編、集約化やストックマネジメントがますます重要となっていきます。 

                                                

※  ＭａａＳ（マース：Mobility as a Service） 地域住民や旅行者一人ひとりのトリップ単位での移

動ニーズに対応して、複数の公共交通やそれ以外の移動サービスを最適に組み合わせて検索・予約・

決済等を一括で行うサービスであり、観光や医療等の目的地における交通以外のサービス等との連携

により、移動の利便性向上や地域の課題解決にも資する重要な手段となるもの。(国土交通省) 

 

基本目標７ 都市基盤を充実する 
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※基本目標とＳＤＧｓの１７の目標との関連性について示しています。 

○ 超高齢化、人口減少、国際化、情報化の進展等に対応した住みよい都市の形成の

視点から、豊かで安定した住生活環境の確保とともに、まちに活力やにぎわいを創

出する活動の場づくりや、東海道本線の新駅開業を契機として未来を担う人材が育

つような環境整備が求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

２０４５年の藤沢市の姿として、 

これまでに設置した都市基盤施設や公共建築物について長寿命化を含めた再整備

や、既存施設の再編、集約化をさらに進め、公共空間の多様な機能の発揮や省エネ

ルギー性能の向上と併せて再生可能エネルギーの活用を推進するとともに、将来に

わたって都市の魅力と活力を維持するための新たな基盤整備と土地利用を促進す

ることにより、都市としての優位性と持続可能性を高め、自然豊かな環境の中で利

便性が高く快適な生活を実感できる都市を目指します。 
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【長期課題】 

○ 藤沢市では、「地区市民集会」にはじまり、「郷土づくり推進会議」に至る市民の

市政への参画や、市民協働の先進的な取組が進められてきました。これまでに築い

てきたこれらの経験や実績を礎とし、市民と行政とのパートナーシップに基づく市

政運営を一層進めていくことが必要となります。そのためには、生産年齢人口の減

少などの制約が増える中、地域における様々な課題を市民と市とが共有し、適切な

役割分担による「地域づくり」を庁内の横断的な連携により進める取組をさらに深

化させていくことが重要となります。 

○ 自治会・町内会をはじめとする様々な地域活動団体によって、市民生活に根ざし

た取組が積極的に進められています。その一方で、超高齢化や単身世帯の増加等に

より自治会加入率は低下する傾向にあり、ライフスタイルの多様化などによるコ

ミュニティの希薄化が一層懸念されています。テクノロジーの活用等、様々な参加

スタイルの工夫により、地域を支える活動への若い世代の参画を促進するとともに、

地域で行われている多様な活動を、持続可能な地域づくりにつなげていくことが求

められています。 

○ １３地区それぞれの地域において、異なる人口動態や地域特性を踏まえ、地域活

力の維持・向上の視点をもって、相互の補完関係の構築や交流等を進めていく必要

があります。 

○ １３地区における地域づくりの拠点となる市民セン 

ターが中心となり、多様な人々が出会い、つながる場と

して「オープン＆アクセシブル※」な公共空間利用を進

め、関係人口※を創出しながら地域活力を生み出す機能

を担っていくことが一層重要になります。 

○ 市民によるボランティア、ＮＰＯをはじめとした市民活動の多岐にわたる幅広い

活動や、学校・企業・各種法人等の社会貢献活動が盛んに行われ、広がってきてい

ます。各地区の魅力や特色を生かした地域づくりや、学校を核とした地域づくりが 

                                                

※オープン＆アクセシブル 広く開かれるとともに、近寄りやすいさま、利用しやすいさま。 
※関係人口 移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、特定の地域に継続的

に多様な形で関わる人々を指します。 

基本目標８ 多様な主体との共創が生み出される地域づくりを進める 
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※基本目標とＳＤＧｓの１７の目標との関連性について示しています。 

展開されている中で、市、市民、市民活動団体、学校、企業、各種法人等、様々な 

世代の人々が出会い、まちの未来の姿を共有し、活動の輪を広げ、互恵関係のもと

に多様化する地域課題の解決を図るとともに、新たな価値を創出するなど、持続可

能で好循環を生み出す仕組みを定着させていくことが重要となります。 

○ 人生１００年時代を迎え、誰もが活力をもって生活してい

くためには、あらゆる人々が社会に参画することができるよ

う学べる機会の充実を図り、人と人とのつながりを生むとと

もに、「学び」と「活動」の好循環から地域課題を解決し、地

域づくりにつなぐ取組を推進する必要があります。 

〇 市民の利便性を高めるため、各種行政手続のオンライン化

を推進するなど、必要な市民サービスが、いつでもどこでも受けられる環境づくり

を進める必要があります。あわせて、デジタル技術の進展や立地条件を踏まえた各

地域拠点における行政サービスのあり方について、精緻かつ客観的なエビデンス（根

拠）に基づき、常に手法、手段を選択していくことが重要となります。 

○ 一人ひとりの人権を尊重し、ジェンダー（社会的・文化的に形成された性別）平

等を促進するとともに、あらゆる人が共同してつくる平和な社会の実現に向けて、

市民、地域社会の質的な成熟を目指していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２０４５年の藤沢市の姿として、 

柔軟な公共空間の利用により、多様な市民が「出会う」、「つながる」場を創出し、

それぞれの生活スタイルに合わせて、地域を支える様々な活動に参加することがで

き、地域との関わりの中でウェルビーイングを実感できるよう、市民活動と地域づ

くりのさらなる充実を図り、誰もがやりたいことが実現できる都市を目指します。 
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「第１章 基本方針」においては、総合計画に替わるこの指針の意義と構成、重

点方針の前提となる「長期的な視点」を位置づけてきました。そのうち「長期的な

視点」については、「めざす都市像」、「３つのまちづくりコンセプト」及び「８つの

基本目標」を示し、これから２０年程度の期間の中で、すべての事務事業において

共通して目指すべき方向性と目標を明らかにしました。 

「第２章 重点方針」においては、この「長期的な視点」を踏まえ、喫緊に取り

組む重点課題を抽出、整理し、「まちづくりテーマ」として設定するとともに、「ま

ちづくりテーマ」に対応する「重点施策」を位置づけます。 

なお、「重点施策」に基づく「重点事業」は、別冊の「事業集」に位置づけます。 

 

１ 取組の考え方 

取組の効果と効率性を高めるため、重点施策、重点事業だけでなく、計画期間に

おいて、すべての事業の実施にあたって留意すべき共通の考え方を示します。  

 

 （１）マルチパートナーシップの推進 

市民や市民団体のほか、大学などの教育機関、県や他市町村といった行政機関、

企業などの民間機関は、地域において様々な取組を行っています。 

マルチパートナーシップとは、これらの多様な主体と市民生活における暮らし

やすさや藤沢への誇りなどの目標を共有し、お互いの立場や役割を相互に認め、

尊重しながら協働していく姿であり、積極的に取り組んでいく必要があります。 

また、人口構造の変化をはじめ、生活課題の多様化、複雑化により、既存の取

組では市民のニーズを満たすことができなくなりつつあります。そのためマルチ

パートナーシップを深化させ、それぞれの主体の多様性を尊重しつつ共感や対話

を重ねる中で新たな価値を創り上げる「共創」を推進し、官民一体となったさら

なる連携の推進を図ります。 

 （２）「藤沢らしさ」を大切にし、「藤沢にしかないもの」を生かす 

藤沢市が魅力と活力のあふれる元気都市であり続けるために、市民力・地域力

との連携により、先人たちが積み上げてきた歴史と文化、藤沢ならではの自然の

豊かさ、美しさ、そして、うるわしい人の和などの「藤沢らしさ」を大切にし、「藤
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沢にしかないもの」を生かしていきます。 

 （３）横断的連携 

庁内各部がそれぞれ個別に施策に取り組むだけでなく、一つの課題に対して複

数の部・局が横断的に取り組む中で、施策の方向性をあわせ、目的を共有するこ

とにより、施策の効果や取り組む事業の効率性を高めていきます。 

特に、ＳＤＧｓについては、達成が危ぶまれており、さらなる行動が求められ

ていることから、施策に関わるゴールの達成を目指すのみならず、ゴール間のシ

ナジー（相乗効果）やトレードオフ（二律背反）を意識した上で、複数のゴール

の達成に最大限寄与できるよう連携を図ります。 

  （４）担い手不足、人材不足への対応 

社会の様々な分野においてすでに顕在化している担い手不足、人材不足の課題

に対しては、時代の変化に柔軟に適応し、地域での連携を含めた各分野で多様な

人材が活躍できるよう、人材の確保に向けた取組の支援・強化を図るとともに、

テクノロジーを活用するなど、多様な手法による解決を進めます。 
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２ ５つのまちづくりテーマと１５の重点施策 

「第１章 基本方針」の「長期的な視点」を踏まえ、市民意識調査結果などに見

られる市民ニーズに基づいた課題の緊急性・重要性や、長期課題からの逆算（バッ

クキャスティング）、市長公約等から、直近４年間に重点的かつ確実に取り組むべき

課題と施策を５つのまちづくりテーマと１５の重点施策にまとめて示します。 
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 まちづくりテーマ １ 「安全で安心なまちをつくる」   

 

市民の安全な暮らしを守るため、地震、津波、地球温暖化に起因する気候危機、

都市災害をはじめ、悲惨な交通事故、手口が巧妙化する特殊詐欺などの犯罪や火

災、テロなど、市民の生命と財産、生活を脅かすリスクを低減するとともに、事

前の防災や減災、発災時の応急体制の整備や感染症危機にも対応し、災害等に対

して、強さとしなやかさを備えた危機に強いまちづくりを推進する必要がありま

す。 

 

 （１）災害対策の推進と消防・救急体制の充実 

切迫性が指摘される首都直下地震、南海トラフ地震や、近年激甚化・頻発化す

る風水害への対策の強化に向けて、被害を最小限に抑え、速やかに回復できる防

災・減災に取り組むとともに、地域における防災力を強化し、充実させます。ま

た、市民生活における様々な脅威に対応するため、消防・救急体制の強化など、

危機管理対策を推進します。 

 （２）防犯・交通安全対策の充実 

地域での犯罪を抑止する環境整備として地域、商店街等への防犯カメラの増設

を推進するとともに、特殊詐欺などへの対策を強化します。また、交通安全対策

として、自転車を中心に交通ルール・マナーの啓発に取り組むとともに、歩道と

自転車の利用環境の整備を推進します。 
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 まちづくりテーマ ２ 「誰もが、豊かに生活し、支えあう社会をつくる」 

 

超高齢化が進展する中で、保健、医療、福祉、介護などの社会保障は、市民の

安心や社会の安定に大きな役割を果たしていますが、その持続可能性への対応は

大きな課題になっています。また、雇用や家族形態の変化、コミュニティの希薄

化などの中で、コロナ禍を経て浮き彫りになった孤独・孤立の問題を含め地域生

活課題も複合化・複雑化しています。 

本市ではこれまで、地域共生社会の実現を目指し、高齢者の住まい・医療・介

護・介護予防・生活支援を一体的に提供するための地域包括ケアシステムの考え

を進展させ、地域の特性・資源を生かし、市民の世代・属性を問わずに一人ひと

りが地域社会の一員として包み支えあい、身近な場所で相談支援が受けられる地

域包括支援体制の構築を進めてきました。２０４０年（令和２２年）に向けては、

地域生活課題解決のため、地域における顔の見える関係をベースとした支えあい

の地域づくりの取組及び身近な場所での相談支援体制構築と、健康増進などの自

助の活動を支える環境づくりが重要となっています。 

また、市民センターを中心とする行政区域（１３地区）ごとに、主体的な市民

活動が行われてきた歴史があり、生涯学習の理念を生かしながら地域課題の解決

に資する取組を推進するとともに、地域の取組を支える体制やサービス拠点とし

ての機能の充実を図る必要があります。 

 

 （１）地域共生社会の実現に向けた取組の推進  

高齢者、障がい者、生活困窮者をはじめ、家族の介護や看病、見守りなどの世

話を担う人（ケアラー）や子育て中の人など、誰もが住み慣れた地域で、その人

らしく、安心して暮らし続けることができるよう、交流の場づくりや担い手づく

りを推進するとともに、身近な場所での相談体制や支援の充実を図ります。さら

に、地域共生社会の実現に向けて重層的な支援体制を築き、多機関協働でのネッ

トワークをより一層進めていきます。 

また、地域生活課題の解決に向け、市民センターを中心とした支えあいの地域

づくりを進めていきます。 

 （２）健康寿命日本一に向けた健康増進・介護予防等の促進 

健康寿命日本一に向けて、市民一人ひとりが生涯を通じて自らの健康に関心を
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持ち、ライフステージに応じ、生活習慣病やがんの発症を予防し早期治療につな

げる環境づくりを進めていきます。また、医療・介護データの分析をもとに、様々

な取組によるフレイル予防など、高齢者の保健事業と介護予防事業の一体的実施

を進めます。 

さらに、在宅生活を支える保健医療分野の関係機関との連携体制を強化してい

きます。 

 （３）コミュニティの活性化による持続的な地域づくりの推進 

地域で活動する多様な主体と市が協働し、持続的なコミュニティと地域社会を

形成するため、「郷土づくり推進会議」と市民センターが連携した地域づくりの取

組を軸に、地域の多様な主体と共に地域課題への対応を進めます。また、自治会・

町内会やＮＰＯ等の活動を支援するとともに、こうした団体の継続した活動や生

涯学習による取組を地域の様々な課題解決につなげます。 

さらに、マルチパートナーシップによる地域に根ざした課題の共有・対応や人

材の育成、ＩＣＴ等を活用した若い世代の地域活動への新たな参加のあり方の工

夫等により、各地区の特性を生かした地域づくりを推進します。 
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 まちづくりテーマ ３ 「笑顔と元気あふれる子どもたちを育てる」 

 

子どもは生まれながらに平等であり、子どもに関することは、常に、子どもの

最善の利益（子どもにとって一番良いこと）を第一に考え、すべての子ども・若

者が多様性のある一人の個人として尊重され、成長や発達に応じた支援を受けな

がら共に育つことができる環境づくりが必要です。 

子育て世帯の価値観や生活様式の多様化、地域社会におけるコミュニティ意識

の希薄化など、経済性や効率性が重視される大人優先の社会であっても、次代を

担う子どもたちの心身の健康と「生きる力」を育むため、すべての子どもたちが

笑顔で豊かに育つ基盤の整備と、教育環境を充実することが大切です。 

 

 （１）すべての子どもの学びを支える学校づくり 

知・徳・体にわたる「生きる力」を子どもたちに育む学びを充実し、すべての

子どもたち一人ひとりのニーズに応え、ともに学び、ともに育つ学校づくりを目

指します。 

また、より良い学校教育を通じてより良い社会を創るという目標を学校と地域

とが共有し、地域の資源や特色を生かした教育活動により、子どもたちの学びの

機会がさらに充実していくよう、地域との連携・協働によりその実現を図ります。 

 （２）子どもが健やかに成長できる切れ目のない支援の充実 

子ども・若者や子育て中の方への総合的・包括的な相談支援体制を構築すると

ともに、経済的支援や生活支援を充実します。親子への妊娠期からの切れ目ない

支援を行い、安全・安心で健やかな妊娠・出産・産後をサポートするとともに、

孤立防止を図るなど、子ども・若者や子育て期の悩みや不安に寄り添います。 

 （３）子どもが幸せに育つ生活・幼児教育環境の充実 

乳幼児期は子どもの生涯にわたるウェルビーイングの基礎を培う重要な時期で

あるとの認識のもと、子ども自身の思いや願いを大切にしながら、子育て家庭が

安心して保育・幼児教育等を受けることができ、子どもたちの生きる力を育む環

境づくりを充実させるとともに、保育士や幼稚園教諭等の人材確保を進めます。 

 （４）子ども・若者と対話しながら取り組む施策の推進 

子ども・若者や子育て当事者と対話しながら、施策を推進します。また、子ど

も・若者の主体性を尊重し、家庭環境等にかかわらず、成長、発達、興味や関心
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に合った遊びや活動・体験、活躍できる場があり、ありのままの自分でいられる

居場所を持てるよう取組を充実します。 
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 まちづくりテーマ ４ 「都市の機能と活力を高める」 

 

都市としての持続性を維持しながら藤沢の魅力や活力を高めるため、新たな基

盤形成や都市施設の長寿命化、更新を計画的に進める必要があります。 

また、今後の空家の増加や高齢者世帯の増加を見据え、市民生活に欠かすこと

のできない居住環境の維持保全を図るとともに、将来的な人口減、少子超高齢化

の状況を見据え、市民が移動しやすい環境づくりを強化する必要があります。 

さらに、社会経済状況の変化への対応を図りつつ、商業、工業、農水産業、観

光等、様々な産業が一体となって地域経済の循環を高め、持続的な成長を図る必

要があります。 

 

 （１）都市基盤の充実と長寿命化対策の推進 

少子超高齢社会への対応や自然災害への対策の強化等も踏まえ、自然と調和し

つつ市民生活と市内経済を支える都市基盤の充実を図るため、都市拠点の形成、

道路ネットワークの構築、公共施設等の再整備、ストックマネジメントを推進し

ます。 

 （２）住環境と交通環境の向上 

暮らしやすさに直結する豊かで安定した住生活環境の確保に向けて、「藤沢市住

宅マスタープラン」等に基づき、引き続き空家対策、団地再生、居住支援に取り

組むとともに、マンションの管理適正化や二酸化炭素排出実質ゼロの視点を踏ま

えた新たな住宅施策の検討を進めます。 

また、「藤沢市都市交通計画」等に基づき、余暇活動や社会参加等、市民のウェ

ルビーイングの実現につながる外出を促進するとともに、日々の移動を支えるた

めに、自家用車に依拠しなくても移動可能な交通環境の整備を目指します。その

ためには、交通に関わるテクノロジーを積極的に活用することで、ラストワンマ

イル※の充実や公共交通の維持・強化を行うなど、持続可能な交通体系を構築しま

す。 

 （３）地域経済循環を高める経済対策の推進 

 人手不足や人材不足、物価高騰など、社会経済状況の変化への対応を図りつつ、 

 

                                                

※ ラストワンマイル 交通結節点から最終目的地までの人や物の移動のことをいいます。 
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地域経済の循環を高め、持続的な成長を実現するため、都市拠点整備に合わせた

企業集積や、共創し選ばれ続ける観光振興など、市外から稼ぐ力を高めるととも

に、中小企業への支援の充実や地域商業の活力再生、農水産業の持続可能な環境

づくりなど、市内消費、市内取引の活性化を進めます。 
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 まちづくりテーマ ５ 「未来を見据えてみんなで進める」 

 

持続可能な社会の実現に向け、世界的な気候変動問題を念頭に、地球温暖化対

策、廃棄物対策、環境の保全と再生などを、一人ひとりが自分ごととして考え、

取り組む必要があります。  

また、市民をはじめとした利用者が、より一層の利便性を実感できるだけでな

く、職員もデジタル化の恩恵を享受できるようなサービスの実現に、スピード感

をもって取り組む必要があります。 

歴史・文化についても、先人の積み重ねてきた資源を守り、生かし、その魅力

を広く発信するなど、次世代につなげる取組に力を注ぐとともに、藤沢市スポー

ツ都市宣言の理念実現に向けた取組を推進する必要があります。 

 

 （１）豊かな自然を守り・生かす環境対策の推進  

   藤沢市環境基本計画等に基づき、地球温暖化に起因する気候危機への緩和策の

強化に向けて、地球温暖化対策の充実を図るとともに、環境啓発を推進します。 

また、本市の豊かな自然環境を守るため、プラスチックごみの削減や海洋プラ

スチックごみ対策など、環境美化、ごみ減量を推進するとともに、緑地や水環境

の保全、自然環境共生を進めます。 

 （２）デジタル市役所・スマートシティの推進  

国、県の施策と連携しつつ、行政手続のオンライン化を推進するとともに、Ｉ

ＣＴ活用による内部事務の効率化や業務のあり方の見直しを進めます。また、地

域の多様な主体がＩＣＴの力でつながることで、新たな活力を引き出せるよう地

域におけるデジタル化を推進するとともに、誰もがインターネットやスマート

フォンの活用による恩恵を受けられる社会となるよう取組を進めます。あわせて、

デジタル市役所の前提となるマイナンバーカードについては、普及と利活用を推

進します。 

さらに、Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０社会の到来を見据えて、スマートシティを推進

するため、民間企業や大学、他自治体との積極的な連携を進め、テクノロジーの

活用による社会的課題の解決を推進します。 

 （３）次世代につなげる生涯学習施策の推進 

新たな「ふじさわ文化」の創造に向けて、文化芸術活動を支える環境・拠点の
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整備や次世代育成、幅広い世代への活動支援等の推進並びに本市の貴重な歴史資

源についても、未来につなげるための保全・継承・活用を推進します。 

また、藤沢市スポーツ都市宣言の理念である健康で豊かなスポーツライフの実

現につながる取組を実施するとともに、市民が安心して利用できるスポーツ施設

の整備に向けた取組を進めます。 
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３ 行政運営の考え方 

 （１）財政見通しを踏まえた財政運営 

今後の財政状況は、引き続き「人口構造の変化」や「公共施設等の老朽化」に

伴い歳出が増加傾向にあることに加え、民間の賃上げや物価高騰に伴う歳出増が

想定されるものの、それに比べ歳入の増加が見込めないという大変厳しい状況に

あります。 

特に、２０２４年（令和６年）１１月に改定した「中期財政見通し」で示した

とおり、令和９年度以降に多額の事業費を要する公共施設の再整備や都市基盤整

備事業が集中しており、各年度の予算編成が極めて困難になることが懸念されま

す。 

しかしながら、これまで人口増加が継続してきた本市が持続的に発展し「選ば

れるまち」となっていくためには、この機を捉えて、まちの活力の維持・創出に

寄与し、かつ、将来の安定的な税収確保にもつながる投資を進めていく必要があ

ります。 

このような状況下では、健全財政を維持しながら、直接的な市民サービスと投

資とのバランスを考慮することが重要であることから、将来の財政需要を踏まえ

た事業費の平準化やさらなる歳入確保などを推進するとともに、重点施策に優先

的に財源を配分することにより、持続可能な財政運営に取り組んでいきます。 

 （２）歳入確保の取組 

重点施策については、限られた財源を優先的に配分することにより推進してい

きますが、市全体の施策に対しては、「中期財政見通し」で示したとおり、あらゆ

る歳入確保策を講じる必要があります。 

その中でも、地方自治体の歳入の根幹である市税収入の確保に当たっては、重

点施策として企業誘致を積極的に行うとともに６つの都市拠点としての都市基盤

整備事業を推進していきますが、事業に対する投資効果は指針の対象期間である

この４年間で発現するものではなく、中長期的な視点でその効果を見ていく必要

があります。 

しかしながら、短期的にも歳入確保に努める必要があることから、市有財産の

有効活用を図るとともに、ふるさと納税やクラウドファンディングといった寄附

金等の獲得、受益と負担の適正化による公共料金の見直しなど、経営的視点も踏

まえて組織として幅広く、積極的に取り組んでいきます。 
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 （３）未来を見据えた行政運営の実現に向けた行財政改革 

新たな行財政改革については、将来にわたる健全財政の堅持及び生産年齢人口

の減少下における事業継続性の確保に向け、あらゆる事務事業においてコスト削

減と付加価値向上の意識を強く持ち、実践していくことで従来からの取組を承継

していきます。さらに、より一層、最少の経費で最大の効果を創出するため、客

観的な分析に基づく既存の事業手法の見直しや、公共と民間の役割を明確にした

上での事業選択などによる経営的な視点に立った効率化及び最適化を図ります。 

具体的な取組に当たっては、トップダウンとボトムアップ双方の視点で課題を

的確に把握するとともに、「目標達成に向けたスピード感」「状況に応じた機動的

な見直し」「変革を恐れない挑戦」といった普遍的なマインドを組織・職員が共有

することで、未来を見据えた前向きな行財政改革に不断に取り組んでいきます。 

 （４）組織執行体制の構築と人材育成・職員力の向上 

本市が直面する様々な課題に対応するために、行政経営の視点に立脚して、行

政運営の最適化を図るとともに、様々な主体との共創を進めるなど、持続的な行

政運営基盤の確立に向けた組織執行体制の構築を行います。 

また、多様化、複雑化する社会課題に向き合い、市民ニーズに対応するため、

職員の主体的な自己成長を促すリスキリング※・スキルアップの機会創出や資格取

得に対する支援強化を行うなど、「藤沢市人材育成基本方針」に基づき人材育成を

進め、「多様な主体との共創の推進」や「ＤＸの推進」など、新たな課題にも柔軟

に対応できる職員力の向上を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                

※ リスキリング 必要とされる知識・技能が大幅に変化する中で、それらの知識・技能を獲得すること

（総務省「人材育成・確保基本方針策定指針」）。 



 

48 

 

４ 評価 

重点施策の評価は指標を設定し、市民満足度をはじめとする「市民意識調査」※

により行います。また、重点施策の実現に向けた重点事業の評価は、事務事業評価

を活用し、成果の検証等を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 重点施策の実現に向けた重点事業 

重点施策の実現を図るための個別の取組は、「重点事業」として重点施策ごとにま

とめ、別冊の「事業集」に示します。 

重点事業は、まちづくりテーマと重点施策の実現を図ることを目的として、指針

の期間において重点的に取り組むものであり、事業費、人的コストの重点的な投入

や事業の組織横断的な検討により対応するとともに、進捗管理を行うことで効率的

かつ着実に実施します。 

また、各年度の重点事業費についても、別冊の「事業集」に事業費ベース、一般

財源ベースで集計するとともに、毎年度更新していきます。 

 

 

 

 

 

 

                                                

※ 市民意識調査 市政運営の総合指針の「めざす都市像」、「まちづくりコンセプト」、「基本目標」、

「重点施策」の評価指標として、施策・事業等に関する実現度と満足度等を毎年調査しています。これ

まで、地区や年代ごとの人口に応じて無作為抽出した１８歳以上の市内在住者を対象に実施し、調査結

果は市ホームぺージで公開しています。 



No. 課名 重点事業　事務事業名 EBPM KPI目標値（令和１０年度） KPI参考値（現況（直近の数値等）） 総合戦略の有無

まちづくりテーマ１ 「安全で安心なまちをつくる」

災害対策の推進と消防・救急体制の充実

想定部局：防災安全部、健康医療部、計画建築部、都市整備部、道路河川部、下水道部、消防局

1 1 災害対策課（危機管理課） 地域防災支援事業費

令和元年台風１９号や令和２年７月豪雨において
多くの高齢者や障がい者が犠牲となっていることを
踏まえ、令和３年５月の災害対策基本法改正によ
り、市町村に個別避難計画の作成が努力義務化さ
れた。このことから、本市の地域特性や実情を踏ま
え、個別避難計画を作成することで災害時の避難
支援等を実効性のあるものにする。

個別避難計画　1,300件　作成 個別避難計画　作成実績・予定
令和５年度　８０件
令和６年度　３４４件

2 2 防災政策課 防災設備等整備事業費

・防災備蓄資機材の最適配置を実施し、平時及び
災害時の資機材のシステムによる適正管理の実
施。
対象：想定避難者数（神奈川県地震被害想定調査
結果に基づく避難者数　3月26日最新調査結果公
表予定）

・防災備蓄倉庫における防災備蓄資機材ワンパッ
ケージ200人分仕様を各指定避難所防災備蓄倉庫
に配置。

・倉庫（江の島島内）：１～２棟
（防災備蓄倉庫ワンパッケージ仕様×2棟分の容
量）
　備蓄状況：対象　３日間　　４００人
　　　　　　　　（島民約３３０人（令和６年10月）＋α）
防災備蓄倉庫設置による効果：孤立避難による島
民の安全・安心の確保が図れる。

・災害時の円滑な応急対策に必要となる防災備蓄
資機材・防災倉庫の整備及び適切な管理ができ
る。
・業務の効率化が図れる。
・災害対策本部・地区防災拠点本部・各指定避難
所と情報の一本化が図れる。
・神奈川県や国のシステムと連動することにより情
報の共有と、迅速な災害対応が図れる。
・避難者の安全・安心な確保が図れる

・倉庫（江の島島内）：0棟
備蓄状況：０日分　０人（令和６年１０月現在）

・エクセルデータによる備蓄資機材のアナログ管理
・情報の未共有
・県や国のシステムと未連携

あり（ふじさわ防災ナビ（小冊子）配布数（４か年累
計）／危険ブロック塀等安全対策工事補助件数（４
か年累計）／防災ラジオの市民頒布数／防災アプ
リ「ハザードン」の登録者数／避難者３日分の毛
布・食料・トイレ処理袋の備蓄率／津波避難施設
の整備箇所数（４か年累計）／防災広場又は備蓄
拠点倉庫の整備箇所数（４か年累計）／実効性の
ある災害時応援協定の維持）

3 3 みどり保全課 緑地改修事業費

市有緑地は全体で４６緑地あり、土砂災害警戒区
域及び土砂災害特別警戒区域に含まれている緑
地は２０緑地である。その２０緑地のうち家屋が隣
接するなど優先的対策が必要な１１緑地（１４箇所）
の対策を行っているもの。

令和10年度末時点で対策工事が完了する予定の
緑地は６緑地（箇所数としては７箇所）となる。

令和6年度末時点で対策工事が完了している緑地
は４緑地（箇所数としては５箇所）である。

4 4 河川水路課 河川水路修繕費（小糸川護岸改修）

「河川長寿命化計画」に基づく予防保全型の維持
管理手法に転換することで、河川管理施設の維持
管理や更新に係るコストを縮減・平準化させること
ができ安全で快適な暮らしを支え、市民が安心して
暮らせるまちづくりの実現が図られる。

小糸川護岸改修進捗率100％ 小糸川護岸改修進捗率9.2％

5 5 河川水路課 一色川改修費

　近年、毎年のように台風や前線の影響による豪
雨や暴風により、大規模な水害や土砂災害が発生
している状況から災害はいつ起きてもおかしくなく、
最大限可能な対策に取り組む必要があることか
ら、一色川流域の浸水被害の軽減を図るため、「準
用河川一色川整備基本計画」に基づき河川の改修
を行う。

氾濫を防止すべき面積4.48ha 氾濫を防止すべき面積4.82ha あり（一色川流域の氾濫を防止すべき面積）

6 6 公園課 公園改修費（法面対策）

土砂災害警戒区域及び土砂災害特別区域が含ま
れる公園などで優先順位を付けて、対策工事を行
う。
・公園数は１６公園
・対策数は２６箇所

現地調査、対策計画を検討し、引き続き工事を進
めていく。
・対策公園　４公園（御所ヶ谷緑地、御所ヶ谷公園、
大鋸まちかど公園、片瀬山公園）
・対策箇所　６箇所

現地調査、対策計画を検討し、引き続き工事を進
めていく。
・対策公園　３公園（御所ヶ谷緑地、御所ヶ谷公園、
大鋸まちかど公園）
・対策箇所　５箇所

7 7 救急救命課 救急需要対策関連事業

・令和５年中の救急出動件数は28,013件で過去最
多の救急出動件数となり、令和６年も28,004件とほ
ぼ横ばいの件数であった。
・藤沢市の将来人口推計及び過去の救急事案
データをもとに、将来の救急出動件数を予測する
と、2060年まで救急需要は増加し続け、直近10年
は特に増加率が高い見込み
・救急出動件数の増加は救急車の現場到着時間
の延伸を引き起こす。
・増加する救急需要に対策するため、救急体制の
充実強化及び救急需要の抑制を図る。

・救急車の現場到着時間の延伸の抑制を図る。
・予防救急及び救急車の適時適切な利用に関する
動画を作成し、必要に応じて更新する。
・マルチパートナーシップ連携企業（個別連携）の
半数を、作成したコンテンツの展開場所とする。
・市内の救急需要に対して救急隊を適切に配置す
る。
・ＡＩを活用した救急隊の最適配置プログラムによる
配置変更運用を四半期おきに実施

・救急車の適時適切な利用に関する動画を作成
し、藤沢駅北口ビジョンで放映
・複数のマルチパートナシップ連携企業に対して啓
発コンテンツの展開（チラシの配架等）の検討を促
している。
・消防庁消防研究センターが行っているＡＩを活用し
た救急隊の最適配置に関する実証事業に参加し、
その有用性等を研究している。

8 8 消防総務課 本町出張所改築整備事業費

・藤沢市公共施設再整備基本方針及び藤沢市公
共施設再整備プランに基づき実施している事業
・市内の消防出張所施設のうち旧耐震基準の施設
の中でも本町出張所は、最も古い施設であり再整
備の必要がある。

・消防庁舎の機能が向上し、大規模地震等による
災害が発生した場合にも安定した消防力の発揮が
できる。
・２４時間３６５日勤務する職員の安全・衛生管理
が向上する。

・令和７年度　埋蔵文化財本調査、事前家屋調査
・令和８年度　本設建設工事（１５か月）
・令和９年度　本設供用開始、電波障害調査、事後
家屋調査、仮設調査解体

重点事業に係るEBPM・KPIの一覧

２０２５年３月２１日

総合指針改定委員会資料3-2
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No. 課名 重点事業　事務事業名 EBPM KPI目標値（令和１０年度） KPI参考値（現況（直近の数値等）） 総合戦略の有無

9 9
下水道計画業務課（下水道総務課）・下水道管
路課・下水道施設課

【特別会計】下水道事業費（下水道施設地震対策）

ふじさわ下水道中期経営計画「基本方針2自然災
害にまけないまちづくり」【施策6】下水道施設の計
画的な地震・津波対策の推進（ハード対策）に基づ
き、計画的な地震・津波対策を推進する事業

①管路の耐震化済の避難施設数：R9年度　29施
設
②緊急輸送道路や幹線管きょのマンホール浮上抑
制対策実施率：R9年度　58％
③浄化センター・ポンプ場の耐震・耐津波対策進捗
率：R9年度　45％

①R5年度　26施設（藤沢市下水道運営審議会にて
報告）
②R5年度　23％（藤沢市下水道運営審議会にて報
告）
③R5年度　16％（藤沢市下水道運営審議会にて報
告）

あり（緊急輸送道路や幹線管きょのマンホール浮
上抑制対策実施率）

防犯・交通安全対策の充実

想定部局：防災安全部、経済部、道路河川部

10 1 防犯交通安全課 防犯対策強化事業費（特殊詐欺被害防止対策事業）

・本市の特殊詐欺認知件数は、令和５年８５件（被
害額２億４００万円）、令和６年１０３件（被害額２億
８，５００万円）
・本市の強盗認知件数は令和５年４件、令和６年８
件
・特殊詐欺で検挙される年齢層の割合は、３０歳未
満の若年者層の構成比が７割弱程度

・「市民生活に関する意識調査」で、「犯罪のない安
全なまちであると感じる割合」の実現度６５．４％

・「市民生活に関する意識調査」で、「犯罪のない安
全なまちであると感じる割合」の実現度は令和５年
度６５.４％

11 2 防犯交通安全課 街頭防犯カメラ設置推進事業費

・令和５年度の市民意識調査では、「犯罪のない安
全なまちであること」の実現度は６５．４％
・市が設置した街頭防犯カメラの画像データを捜査
の目的で警察署等に提供した件数は、令和３年度
７件、令和４年度６件、令和５年度１９件、令和６年
度１７件（２０２５年１月末時点）

・「市民生活に関する意識調査」で、「犯罪のない安
全なまちであると感じる割合」の実現度６５．４％

・「市民生活に関する意識調査」で、「犯罪のない安
全なまちであると感じる割合」の実現度は令和５年
度６５.４％

あり（犯罪のない安全なまちであると感じる割合）

12 3 道路整備課 市道新設改良費（自転車通行空間整備事業）

　健康増進や日常生活の身近な移動手段として自
転車利用は増加傾向にあり、通行空間の確保が
求められている。
　周辺地域に町内会を通して説明会を実施してお
り、自転車通行空間整備後の周知をしっかり行っ
て欲しいなどの意見をもらっている。

 自転車の通行空間の確保や路面標示による注意
喚起がなされることで、安全・快適に走行できる自
転車通行空間づくりが図られる。

まちづくりテーマ２ 「誰もが、豊かに生活し、支えあう社会をつくる」

地域共生社会の実現に向けた取組の推進

想定部局：福祉部、健康医療部、子ども青少年部、市民病院

13 1 介護保険課 介護人材育成支援事業費

・要介護・要支援認定者数が2030年には27,755
人、2040年には32,914人となることが見込まれてい
る（第9期介護保険事業計画より）
・2040年までに追加で4,000人以上の介護職員等
の確保が必要であると想定されている（介護保険
課推計）

「人員は充足している」と感じている市内事業所の
割合。４０％

「人員は充足している」と感じている市内事業所の
割合37.5%(令和6年度)

あり（「人員は充足している」と感じている市内事業
所の割合）

14 2 地域福祉推進課（地域共生社会推進室） 生活困窮者自立支援事業費

令和２年1月と令和３年１月の比較で、3個以上の
課題を抱える割合が９．７％から５１．６％に増えて
いる。
令和元年と令和４年の比較で、自立相談支援機関
への相談件数に占める住まいの課題（住まい不安
定）の割合が１２．６％から１３．６％に増えている。
このようなことから、複雑化する生活課題を抱える
対象者に対する、自立に向けた支援策の強化を図
る必要がある。

地域福祉の推進に向け、「様々な相談に対応でき
る体制づくり」の取組について「充実している」「まあ
充実している」と感じる割合の合計
２０％

地域福祉の推進に向け、「様々な相談に対応でき
る体制づくり」の取組について「充実している」「まあ
充実している」と感じる割合の合計
１１．８％（令和４年度）

15 3 地域福祉推進課（地域共生社会推進室） 包括的支援体制推進事業費

令和２年1月と令和３年１月の比較で、3個以上の
課題を抱える割合が９．７％から５１．６％に増えて
いる。
本市の高齢者人口（６５歳以上）の割合は、２０２０
年２４．８％から２０４０年には３３．０％となる見込
みである。また、単独世帯のうち６５歳以上世帯も
２０２０年２３,６２０世帯から、２０４０年は、３２,９１９
世帯となる見込みである。
そのようなことから、地域共生社会の実現に向けた
包括的な相談支援体制を推進する必要がある。

地域に支えられていると感じることが「大いにある」
「多少はある」と感じる割合の合計
５０％

地域福祉の推進に向け、「様々な相談に対応でき
る体制づくり」の取組について「充実している」「まあ
充実している」と感じる割合の合計
２０％

地域に支えられていると感じることが「大いにある」
「多少はある」と感じる割合の合計
３６．８％（令和４年度）

地域福祉の推進に向け、「様々な相談に対応でき
る体制づくり」の取組について「充実している」「まあ
充実している」と感じる割合の合計
１１．８％（令和４年度）

あり（地域に支えられていると感じることが「大いに
ある」「多少はある」と感じる割合の合計）

16 4 地域福祉推進課（地域共生社会推進室） 藤沢型地域包括ケアシステム推進事業費（ケアラー支援）

神奈川県ケアラー実態調査（令和３年度）
ケアラーの悩みの有無について、
「ある」と答えた人が322名（55.1％）
悩みの内容については、
「心身の健康」が（38.7％）
「自分の自由な時間が取れない」（24.3％）
ケアラーの健康や健康維持の状態において、７割
強が何らかの健康上の支障を訴えた。
このようなことから、ケアラーが孤独・孤立状態に
陥らないよう、ケアラー本人に焦点を当てた、社会
参加の継続生活・人生の質の向上、心身の健康面
保持などに資する支援の拡充が求められている。

協議会開催回数　４回 令和7年度から新たに開催するもの
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17 5 地域福祉推進課（地域共生社会推進室） 地域における相談体制や支援の充実関連事業

地域福祉に関するアンケート調査では、住まいの
地区の市民センター・公民館の機能充実として暮ら
しの困りごとを気軽に相談できることを求めている
人が　４４．８％である。
このことから、地域における相談機能を強化を図る
必要がある。

地域に支えられていると感じることが「大いにある」
「多少はある」と感じる割合の合計　５０％

地域福祉の推進に向け、「様々な相談に対応でき
る体制づくり」の取組について「充実している」「まあ
充実している」と感じる割合の合計　２０％

地域に支えられていると感じることが「大いにある」
「多少はある」と感じる割合の合計
３６．８％（令和４年度）

地域福祉の推進に向け、「様々な相談に対応でき
る体制づくり」の取組について「充実している」「まあ
充実している」と感じる割合の合計
１１．８％（令和４年度）

あり（地域福祉の推進に向け、「様々な相談に対応
できる体制づくり」の取組について「充実している」
「まあ充実している」と感じる割合の合計）

18 6 障がい者支援課
地域生活支援事業費（情報保障、移動支援、日中一時支
援の充実）

事業者や支援者からのニーズが高かった事業に
ついて報酬改定を実施。

【手話通訳者数】　28人
【要約筆記者数】　30人
【移動支援】　実利用者数：831人
　　　　　　　　 利用時間数：102,660時間
【日中一時支援事業】　実利用者数：180人
　　　　　　　　　　    　　　利用回数：25,688回

（直近）令和６年度１月末までの数値
【手話通訳者数】24人
【要約筆記者数】26人
【移動支援】　実利用者数：561人
　　　　　　　　 利用時間数：48,832時間
【日中一時支援事業】　実利用者数：176人
　　　　　　　　　　    　　　利用回数：10,255回

19 7 障がい者支援課 障がい者相談支援事業費

令和６年度は委託相談事業所の連絡体制整備と
あわせ相談件数の増加、また障がい者の増加に
伴いセルフプラン率が横ばいのため、専門相談事
業所を1ヶ所増設し、基幹、委託相談事業所、専門
相談事業所計9ヶ所になり、相談支援事業の充実
を図った。今後も相談件数が増加することが見込
まれることから、相談員の人材の確保を進める。ま
た、障がい者の自立と社会生活支援を推進するた
め包括的相談支援としての地域づくり及び多機関
協働を実施する。

基幹、総合相談委託事業所、専門相談委託事業
所にて、個別支援、地域づくり等を実施する。また、
課題が複雑化、多様化する中、本人の課題のみな
らず、家族支援が必要な場合も多くあることから、
身近に生活相談ができる窓口を整備し、支援者や
社会資源につながる仕組みを構築する。結果、包
括的相談支援及び多機関協働の支援により、障が
い者の自立と社会生活支援を推進し、住民サービ
スの向上につながる。

【事業所数】9箇所、【従事者数】22人を見込む。

（直近）令和６年度４月～１２月までの数値
個別支援（相談件数）　11,397件
地域づくり（ネットワーク構築、普及啓発、ケア会議
等）493件
令和６年度　【事業所数】8箇所、【従事者数】17人。

20 8 地域医療推進課・健康づくり課 がん療養支援事業費

１．がん患者ウィッグ・胸部補整具購入費等助成事
業
　国が策定する「がん対策推進基本計画」における
分野別施策「がんとの共生」で示された「がん患者
等の社会的な問題への施策」のひとつ「アピアラン
スケア」への取組として開始
　がん患者の外見変化に伴う苦痛を軽減し、療養
生活の質の向上を図るとともに、経済的負担の軽
減を図る。

２．若年がん患者在宅療養支援事業
　40歳未満の末期がん患者は、40歳以上が対象と
なる介護保険制度の対象外であることから、在宅
療養に係る費用の支援を受けることができず、経
済的負担となっている。
　制度のはざまにあった回復の見込みがない若年
のがん患者に対して、訪問介護サービスの費用
や、福祉用具の貸与・購入費用等について助成を
行うことで、療養生活の質の向上と、経済的負担の
軽減を図り、住み慣れた自宅で最期まで安心して
自分らしい生活を送るための一助とする。

１．がん患者ウィッグ・胸部補整具購入費等助成事
業
　助成延べ件数　ウィッグ購入費等助成　２１２件
　胸部補整具購入費助成　５３件

２．若年がん患者在宅療養支援事業費
　制度の認知率１００％
　がん患者の入退院支援や患者相談支援に携わ
る病院の地域医療連携室等の部署における本制
度の認知率。加えて在宅医療を提供する診療所に
おける認知率。

１．がん患者ウィッグ・胸部補整具購入費等助成事
業
　令和５年度助成延べ件数
　ウィッグ購入費等助成　１４７件
　胸部補整具購入費助成　２１件

２．若年がん患者在宅療養支援事業
令和６年度実績
・訪問説明件数2件（市内のがん診療科を持つ病
院）
・周知チラシ配布医療機関（市内在宅療養支援病
院・診療所52、県内地域がん診療連携拠点病院
21、県内がん診療連携指定病院9、県内小児がん
拠点病院1）
・県がんサポートハンドブックに掲載

健康寿命日本一に向けた健康増進・介護予防等の促進

想定部局：福祉部、健康医療部、市民病院

21 1 高齢者支援課 地域介護予防活動支援事業費

今後も一人暮らし高齢者、高齢者のみ世帯、認知
症高齢者が更に増加していくことが見込まれる中、
高齢者等が支援や介護が必要な状態になることを
防ぎ、また悪化させないため、日常生活の自立に
向けた取組が必要であることから、高齢者が地域
において社会的な活動に参加するきっかけづくりを
行うことで、住民主体の介護予防活動事業につい
て支援を実施する。

本事業だけでは、高齢者の介護予防及び重度化
防止に直結するものではないが、いきいき長寿プラ
ンふじさわ２０２６において、介護予防を目的とした
自主活動団体への支援のあり方の検討を位置付
けていることから、次期計画（令和９～１１年度）に
向けて、現行の補助金のみに依らない新たな支援
方法を検討する。

令和６年度介護予防運動自主活動団体の補助金
申請件数：４２件

22 2 健康づくり課 健康づくり推進事業費

・藤沢市の平均寿命と健康寿命の差
　【男性】
　2022年(令和4年) 平均寿命 82.6歳
　　　　　　　　　　　　 健康寿命 81.4歳
　　　　　　　　　　　　 その差　    1.2歳
　【女性】
　2022年(令和4年) 平均寿命 87.8歳
　　　　　　　　　　　 　健康寿命 85.1歳
　　　　　　　　　　　 　その差　    2.7歳
・藤沢市の要介護認定がない後期高齢者の割合
　2024年(令和6年)4月1日現在　　68.9％

健康づくりを支える環境が充実していると感じる割
合55.0%

健康づくりを支える環境が充実していると感じる割
合（令和５年度実現度）50.4%

あり（健康づくりを支える環境が充実していると感じ
る割合）
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23 3 健康づくり課 がん検診事業費

神奈川県衛生統計年報統計表の人口動態調査に
おける特定死因（悪性新生物）による死亡率（人口
10万対）
令和4年県衛生統計年報表
・胃がん死亡率25.3％
・肺がん死亡率46.9％
・大腸がん死亡率(結腸)20.5％(直腸)11.5％
・子宮がん死亡率4.3％
・乳がん死亡率11.3％

市がん検診受診率（推計受診率）
・胃がん検診9.6％
・肺がん検診35.0％
・大腸がん検診29.9％
・子宮頸がん検診21.0％
・乳がん検診24.0％

令和5年度市がん検診受診率（推計受診率）
・胃がん検診9.6％
・肺がん検診35.0％
・大腸がん検診29.9％
・子宮頸がん検診21.0％
・乳がん検診24.0％

24 4 高齢者支援課 【特別会計】介護保険事業費（一般介護予防事業費）

高齢者の自立支援・重度化防止等を実現するた
め、65歳以上のすべての人を対象に、自ら介護予
防活動に取り組めるよう、介護予防に関する普及
啓発と要介護状態にならないための健康づくり、介
護予防事業を実施する。

介護予防事業への参加者数（介護予防教室・転倒
予防講座・個別運動サポート・認知症予防講座）
合計：1,000人

令和５年度参加者数（介護予防教室・転倒予防講
座・個別運動サポート・認知症予防講座）
合計：709人

コミュニティの活性化による持続的な地域づくりの推進

想定部局：市民自治部、生涯学習部、福祉部

25 1 六会市民センター 六会地区まちづくり事業費

「素的なふるさと六会」を実現するため、様々なまち
づくり事業を実施し、地域の活性化と地域力を生か
したまちづくりの推進を図る。

・地域文化、郷土を愛する心を醸成し、活気ある
　まちづくりを推進する。
・まちづくり事業参加者数延べ３０００人

令和６年度は、延べ約１０００人の参加者となった。

26 2 片瀬市民センター 片瀬地区地域まちづくり事業費

片瀬地区地域のまちづくりのテーマ「歴史の薫りと
潮の香りがただようふれあいのまち片瀬・江の島」
を実現するため、地域の特性を活かしたまちづくり
を実施し、地域課題の解決及び地域活性化を図
る。

地域の活性化・課題解決
・片瀬地区の魅力発信と地域住民のコミュニケー
ション強化を図る。
片瀬・江の島まちづくり協議会広報LINEの登録者
数　1,000件

令和７年度から広報LINE運用のため、令和６年度
は数値なし

27 3 明治市民センター 明治地区まちづくり事業費

明治地区のまちづくりのテーマ「明るく楽しい未来
を創るまち、めいじ」を実現するため、「安全安心部
会」、「健康生きがい部会」、「子ども子育て部会」、
「歴史文化部会」の４部会を中心に、地域の様々な
課題の解決に取り組みながら、地域の特性を生か
したまちづくりの推進を図る。
エビデンスについては市民意識調査における下記
項目の明治地区の数値とする。
「誰もが快適に暮らせ、居心地のいいまちであるこ
と」（安全安心部会）
「保健、医療、福祉、健康などの生活環境が整い、
暮らしやすいこと」（健康生きがい部会）
「子どもを安心して育てられる環境があること」（子
ども子育て部会）
「地域の歴史や文化が継承されていること」（歴史
文化部会）

１．マナーアップ推進事業（安全安心部会）
・明治地区内の自転車事故件数：30件以下
２．健康体操支援事業（健康生きがい部会）
・健康体操サポーター講習会の年2回の開催、参
加者数：50人
・健康生きがい講座の年2回の開催、参加者数：
100人
・健康体操実施場所：15箇所
３．子育て支援充実事業（子ども子育て部会）
・明治発子育て応援メッセの参加団体数　20団体、
参加者数：800人
４．歴史文化継承事業（歴史文化部会）
・明治郷土史料室への来場者数：1,000人
・地区内小中学校へ明治地区の歴史に詳しい地域
の方が赴き、明治地区の歴史について授業を行
う、歴史出張講座を地区内の全小中学校（５校）で
の実施。

１．明治地区マナーアップ推進事業（安全安心部
会）
・明治地区内の自転車事故件数：39件（令和5年
度）
２．明治地区健康体操支援事業（健康生きがい部
会）
・健康体操サポーター講習会の実施回数：1回
　参加者数：10人（令和6年度）
・健康生きがい講座の実施回数：1回
　参加者数：25人（令和6年度）
・健康体操実施場所：12箇所（令和6年度）
３．子育て支援充実事業（子ども子育て部会）
・明治発子育て応援メッセの参加団体：16団体、参
加人数：約600人（令和6年度）
４．歴史文化継承事業（歴史文化部会）
・郷土史料室来場者数：890人（令和5年度）
※令和6年度は集計中
・歴史出張講座：1校（令和6年度）

28 4 御所見市民センター 御所見地区地域まちづくり事業費

地域まちづくりのテーマ「みんなが楽しめる心なご
む田園パーク・御所見」を３部会（田園パーク部会・
緑と花いっぱい部会・情報発信部会）で実現する。

１　田園パーク部会
御所見地区の活性化を促進するため、地域団体や
ボランティアと連携し、地区内の農産物を使用した
「御所見グルメ」の定着及び新たな「御所見ブラン
ド」の創設を図る。
２　緑と花いっぱい部会
ざる菊、花桃、彼岸花などの地域を彩る花々を中
心に、農地や樹林地、豊かな水系に恵まれた地域
特性を生かし、四季折々の花に彩られた環境整備
を、ボランティアと協働で実施。
３　情報発信部会
地区内で開催される「各地域団体行事」や「郷土づ
くり推進会議事業」の情報発信を実施。

１　田園パーク部会
（１）御所見産の米粉と荒廃農地対策として栽培しているブルーベ
リー畑で収穫したブルーベリーの実を使用した米粉クレープ「うえき
ち米クレープ」のレシピ開発と模擬店による製造・販売。
（２）地場産農作物の普及・啓発活動として、「ごしょみ汁」を作成し、
公民館まつり模擬店で販売。
（３）公民館まつりで、よしず屋根休憩所や、青竹製のベンチを作成
し、公募した地元風景の写真を展示。
２　緑と花いっぱい部会
（１）ざる菊の植栽活動
　　年間を通して、ざる菊のさし芽作業、ポットによる苗の栽培、地植
え作業を実施し、少年の森入口駐車場前にざる菊畑を展開。
（２）御所見市民センター花壇の植栽活動
　　　地元の園芸農家が栽培するパンジーやビオラなど四季の花苗
を市民センター花壇に５００株程度植栽し、「花のある街」と「地元産
業の周知活動」を実施。
（３）公民館連携事業「ひまわり迷路を作ろう！」
　　　郷土づくり委員と公民館職員で地元小学生と一緒に少年の森に
「ひまわり迷路」を作成・運営。
３　情報発信部会
（１）広報誌「ごしょみっく」の編集及び発行
　　広報誌「ごしょみっく」を年２回発行。地区内全戸配布。
（２）ホームページの運用
　　地域防災Web内に、御所見地区郷土づくり推進会議専用ホーム
ページ「ごしょみっく」を開設。地域情報、地区内の草花（花桃・彼岸
花）の開花状況や各部会の活動状況を随時更新し情報提供。
（３）「ごしょみカレンダー」の作成
　　「御所見のステキ」を主題とし、四季の写真を公募。応募写真の
中から入選作品を用いて地域のカレンダーを作成・配布。
（４）地元マスコットキャラクターの普及啓発
ごしょみ地区のマスコットキャラクター「うえきちくん」の周知活動を
「御所見夏まつり」、「公民館まつり」で実施。

29 5 遠藤市民センター 遠藤まちづくり推進事業費

遠藤地区の地域まちづくりテーマ「“人と自然がい
きづくまち”夢のあるまち遠藤」を実現するため、高
齢者を含めだれもが住み慣れた場所で安心して生
活できる環境づくりの推進及び地域の観光資源を
活用し広域的な取組を進めることにより地域振興
を図ることを目的にしている。

見守りネットワーク会議の参加団体数(13団体） Ｒ６見守りネットワーク会議の参加団体数(13団体）

30 6 長後市民センター 長後地域活性化事業費

長後地区まちづくりのテーマ「さぁ作ろう！まちの
輪・ひとの和・みどりの環」を実現するため、地域の
特性を掘り起こしながら、地域住民と行政が一体と
なって課題に取り組み、活性化を図っている。

①子育てメッセ参加者300人
②ボランティアまつり参加団体数１５団体
③歴史講演会参加者５０人

①子育てメッセ参加者242人
②ボランティアまつり参加団体数11団体
③歴史講演会参加者39人
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31 7 辻堂市民センター 辻堂地区地域まちづくり事業費

地域課題を解決するために、「ふれあいを大切に
するまち」・「安心で安全に暮らせるまち」・「地域で
ささえるまち」のテーマを設定し、「辻堂交流部会」・
「くらし安心安全部会」・「福祉部会」の３部会が、地
域住民や団体、関係機関等を巻き込みながらつな
がりを作り、地域住民が提案する事業に取り組ん
でいく必要がある。

①地域の関係人口
②地域住民の安心・安全に対する意識向上
③インクルーシブなまちづくりの展開

①辻堂さんぽへの参加等
②防災啓発事業への参加等
③障がいのある方の防災訓練への参加等

32 8 善行市民センター 善行地区まちづくり事業費

●自治会加入世帯数の低迷（善行地区加入率
44.8％、市内13位）と、各地域団体において役員と
なる人材が不足している課題に対し、自治会未加
入世帯等へ自治会連合会や各地域団体等の活動
を発信及び周知し、理解を得る工夫を進めるととも
に、ＤＸの視点なども取り入れながら改善に努め
る。
●地区内の交通不便解消については、のりあい善
行の乗車数が令和6年度で68.3人／日と過去最高
を記録し乗車率が100％に近い状態でこれ以上の
乗車数の増を見込めない中、人件費や燃料等の
物価高騰により委託料が増加し続けることから存
続自体が厳しい状況もあるため、継続して取り組
む必要がある。既存公共交通機関への働きかけに
ついて令和6年度には一部路線の延伸が実現した
が、今後も交通事業者との協議の具体化に努める
とともに、その他の可能性についても柔軟に検討を
進める。

地域課題の解決
●高齢化による人材不足、担い手確保という地域
課題に対し、地域活動への関心を高めることは解
決策の一つとなる。令和5年度全体集会参加者ア
ンケートの結果、地域活動への関心度について
「関心があり既に取り組んでいる」が63％、「関心が
あるが具体的な取組は行っていない」が27％の回
答となり、前年度と比較し「関心があり既に取り組
んでいる」割合が７ポイント上昇している。引き続
き、郷土づくりの活動を通じて、地域のこども達を
含めた地域住民に地域への関心を高め、地域の
中で担い手を育成することで、「関心があり既に取
り組んでいる」割合が70％を超えることを目標に進
めていく。
●交通不便地域の解消の一つである「のりあい善
行」についてニーズが高い中、郷土づくり推進会議
から始まった事業であることから、都市計画課によ
る補助が続く限り、持続可能な運営に向け、引き続
き支援する必要がある。

●令和5年度全体集会参加者アンケートの結果、
地域活動への関心度について「関心があり既に取
り組んでいる」が63％、「関心があるが具体的な取
組は行っていない」が27％の回答となり、前年度と
比較し「関心があり既に取り組んでいる」割合が７
ポイント上昇した。（令和6年度については集計中）
●「のりあい善行」の令和6年度１日乗車数が68.3
人と過去最高を記録し、乗りこぼしとなる乗客も出
始めている。

33 9 湘南大庭市民センター 湘南大庭地域まちづくり事業費

湘南大庭地区は１３地区のなかで高齢化率が一番
高く、将来人口推計では今後２０５０年まで６４歳以
下人口の減少が継続する。「住みたい　住み続け
たい　湘南大庭」というコンセプトを掲げ、地域住
民、地域団体、教育機関、民間企業などと連携し、
地域課題の解決に取り組む事業を通じて、地域を
活性化し持続可能なまちづくりを推進していく必要
がある。

若者参加型イベントが活性化しており、市政運営
の総合指針に関する市民意識調査の「子どもが大
人になっても愛着の持てるまちであること」につい
て評価されている。

若者参加型イベントを２事業実施しており、令和５
年度市政運営の総合指針２０２４に関する市民意
識調査の「子どもが大人になっても愛着の持てるま
ちであること」の評価において「よくできている」と評
価した割合が９．５％。

34 10 湘南台市民センター 湘南台地域まちづくり事業費

藤沢市将来人口推計に示されているように湘南台
地区人口は２０５０年まで人口増加傾向が継続して
おり、まちの賑わいの創出及び維持発展に向けて
まちづくりの推進を図っていく必要がある。

令和５年度に実施した意識調査の「誰もが快適に
暮らせ、居心地の良いまちであること」の評価にお
いて「よくできている」とされた人の評価結果（７．
３％）を踏まえつつ、さらにインクルーシブ藤沢やダ
イバーシティの視点を意識した事業の展開に取り
組む。

令和５年度 市政運営の総合指針 2024 に関する
市民意識調査の「誰もが快適に暮らせ、居心地の
良いまちであること」の評価において「よくできてい
る」と評価した割合が７．３％。

35 11 鵠沼市民センター 鵠沼地区まちづくり事業費

鵠沼地区のまちづくりテーマ「緑と海と人が輝くまち
湘南ふじさわ鵠沼」の実現のため、「おせっかい
ネットワーク事業」、「鵠沼の魅力発見・発信事
業」、「子どもの居場所づくり事業」、「鵠沼郷土資
料展示室運営事業」の４事業を展開し、地域課題
の解決及び地域活性化に取り組んでいる。
実施事業については、来場者数、参加者数による
定量的な評価と、アンケート調査による定性的な評
価の両輪により、改善につなげていく。

・おせっかいネットワーク事業
　　グリーンコンサート参加者数　１，０００人
・子どもの居場所づくり事業
　　元気塾生徒登録者数　３０人
　　元気塾ボランティア登録者数　２０人
・鵠沼郷土資料展示室運営事業
　　郷土歴史資料室来館者数　１４０人
・鵠沼の魅力発見・発信事業
　　鵠沼海岸まつり来場者数　４，０００人
　　ロゲイニング参加者数　６０人

・おせっかいネットワーク事業（R6)
　　グリーンコンサート参加者数　８００人
・子どもの居場所づくり事業（R6)
　　元気塾生徒登録者数　２４人
　　元気塾ボランティア登録者数　１６人
・鵠沼郷土資料展示室運営事業（R5)
　　郷土歴史資料室来館者数　１１０人
・鵠沼の魅力発見・発信事業（R６）
　　鵠沼海岸まつり来場者数　３，０００人
　　ロゲイニング参加者数　５０人

36 12 藤沢市民センター（藤沢公民館） 藤沢地区まちづくり事業費

・郷土づくり推進会議の部会長会議及び部会の開
催回数
・藤沢地区の地域資源である「藤沢宿」を周知する
ために後援した、地域住民との交流を促進する「藤
沢宿まつり」の来場者数
・認知症の理解を深めるために実施した、中学生
向けの体験会や幅広い世代を対象とした認知症サ
ポーター養成講座の参加者数とアンケート結果
・次世代の地域人材を発掘するために実施した、
勤労世代（子育て世代）の地域参画につながるよう
な事業（講座・座談会）の参加者数とアンケート結
果

・ふじさわ宿まつり参加者数　約１，５００人
・認知症ＶＲ体験会参加者数　約３６０人（地区内の
中学３年生を対象）
・認知症サポーター養成講座参加者数　約３０人
・次世代の地域人材発掘事業参加者数　約２０人

・ふじさわ宿まつり参加者数　約１，０００人
・藤沢宿活性化デザインマンホール設置　１か所
・マンホールカード発行枚数　４，０００枚
・認知症サポーター養成講座参加者数　２９人
・中学生対象認知症VR体験会参加者数　１２０人
・「週末子ども塾」（キャリア教育等に関する子ども
を対象とした講座）参加者数　１１人

37 13 村岡市民センター（村岡公民館） 村岡いきいきまちづくり事業費

・郷土づくり推進会議の定例会及び部会の開催回
数
・村岡地区の地域防災に関心を持っていただくきっ
かけとなる「むらおか防災フェア」の来場者数
・子どもたちの見守りの輪を広げるために地区内
小中学校下校時に実施している「声かけ・あいさつ
活動」の実施回数
・マナーアップ啓発事業として実施している「自転車
交通安全教室」の来場者数

・「むらおか防災フェア」来場者数　２１０人
・「声かけ・あいさつ活動」実施回数　５１回
・「自転車交通安全教室」来場者数　１１０人

・「むらおか防災フェア」来場者数　２００人
・「声かけ・あいさつ活動」実施回数　５１回
・「自転車交通安全教室」来場者数　１００人
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38 14 鵠沼市民センター 鵠沼市民センター改築事業費

建替えにより、既存施設が抱える諸課題を早期解
消することで、地域住民が安全・安心に暮らせるま
ちづくり及び鵠沼地区における地域共生社会の実
現に寄与する。
課題①施設・設備等の老朽化による安定的な行政
サービス提供への支障及び維持管理コストの増加
⇒（維持管理コストの検討）
課題②利用者ニーズに対して狭あいであること
⇒（建物面積/利用者数の検討）
課題③津波等災害時における防災拠点としての脆
弱性
⇒（津波避難可能人数の検討）
<事業スケジュール>
令和６年度　基本構想策定業務
令和７～９年度　基本・実施設計業務
令和９～１１年度　第一期工事
令和１２～１４年度　第二期工事

<業務進捗率>
基本構想策定業務　100%
基本・実施設計業務　100%
第一期工事　50%
第二期工事　0%

<業務進捗率>
基本構想策定業務　90%
基本・実施設計業務　0%
第一期工事　0%
第二期工事　0%

39 15 市民自治推進課 チームＦＵＪＩＳＡＷＡ２０２０推進事業費

＜令和5年度事業実施状況＞
ボランティア募集団体登録数　累計123団体
ボランティア募集記事掲載件数　146件
＜市民意識調査（令和5年度）＞
総合指針2024重点施策「ボランティアなどの活動
が積極的に行われているか」の満足度　46.4％

ボランティア会員登録者数　　令和6年度末比3,000
人増（毎年750人増）
ボランティア募集団体登録数　　令和6年度末比
120団体増（毎年30団体増）

会員登録者数　5,683人（2025.2.1現在）
団体登録数　　　147団体（同）

あり（「チームＦＵＪＩＳＡＷＡ２０２０」ボランティア登
録者数）

まちづくりテーマ３ 「笑顔と元気あふれる子どもたちを育てる」

すべての子どもの学びを支える学校づくり

想定部局：教育部

40 1 教育指導課 児童生徒学習支援関係費（学習支援事業）

　教育を受ける権利を保障し、市民及びすべての
児童生徒が社会において自立的に生きる基礎を培
うことができるよう、学校教育におけるさまざまな学
びの機会を確保する必要がある。
　本市の不登校児童生徒は増加傾向であり、不登
校の要因もさまざまである中、子ども達が安心して
教育を受けられるよう、居場所づくりや教育環境の
整備を進めていく必要があるため、学習指導員に
よる放課後や長期休業中の補習指導を行うととも
に、不登校児童生徒等に対する別室指導や宿泊
行事への帯同を実施する。

　補習指導により児童生徒の基礎的・基本的な学
力の定着を図るとともに、不登校児童生徒に対す
る別室指導等を行うことにより、居場所づくりや教
育環境の整備を進め、多様な学びの場を創出する
ことができる。
　別室指導等を担っている学習指導員を、宿泊行
事に帯同させることで不登校児童生徒等に対し、
個々の状況に応じたより多角的できめ細かな学習
支援を行うことができる。

　補習指導により児童生徒の基礎的・基本的な学
力の定着を図るとともに、不登校児童生徒に対す
る別室指導等を行うことにより、居場所づくりや教
育環境の整備を進め、多様な学びの場を創出する
ことができる。
　別室指導等を担っている学習指導員を、宿泊行
事に帯同させることで不登校児童生徒等に対し、
個々の状況に応じたより多角的できめ細かな学習
支援を行うことができる。

あり・参考（「いやなことや悩んでいることを相談で
きる人がいる」と思っている子どもの割合）

41 2 教育指導課 特別支援教育整備事業費

・市立小学校：６５．７％（２３校／３５校）
・市立中学校：８４．２％（１６校／１９校）
・小中全体での設置率：７２．２％。

・鵠沼小特学新設……本町小６人（２４人→１８
人）、鵠南小３人（２５人→２２人）
・八松小特学新設……明治小４人（２５人→２１
人）、浜見小４人（１９人→１５人）
・高砂小特学新設……浜見小７人（１９人→１２人）
【難聴学級及び弱視学級開設】
◎新入学児童の学習環境を整備し、子どもたち一
人ひとりの教育的ニーズに対応した「支援教育」の
実現を目指す。

◎特別支援学級までの通学距離が短縮され、児童
生徒・保護者への負担が軽減される。また、居住
地区で学び、育つことができる。
◎一人ひとりの教育的ニーズに応じた支援を行う
ことで、児童生徒の成長が図られ、将来の自立に
向けた力を養うことができる。

・明治中特学新設……羽鳥中６人（１３人→７人）、
滝の沢中１人（１６人→１５人）
・六会中特学新設……湘南台中６人（１８人→１２
人）、秋葉台中２人（６人→４人）
・藤ヶ岡中特学新設…村岡中４人（１８人→１４人）
【難聴学級及び弱視学級開設】
◎新入学児童の学習環境を整備し、子どもたち一
人ひとりの教育的ニーズに対応した「支援教育」の
実現を目指す。

◎特別支援学級までの通学距離が短縮され、児童
生徒・保護者への負担が軽減される。また、居住
地区で学び、育つことができる。
◎一人ひとりの教育的ニーズに応じた支援を行う
ことで、児童生徒の成長が図られ、将来の自立に
向けた力を養うことができる。

42 3 学校給食課 学校給食材料費

・令和5年9月1日時点で自治体独自の無償化を実
施していた自治体は、722/1,794自治体。うち、547
自治体（約30％）において、給食を実施するすべて
の小中学校の児童生徒を対象に無償化を実施。
・東京23区では、2024年4月から全ての自治体で給
食費の無償化を実施。
・国において、小学校給食無償化については「小学
校を念頭に、地方の実情等を踏まえ、令和８年度
に実現する」との考え方が示されている。
・本市も、令和８年度からの実施を目指す。

市民意識調査項目「子どもを安心して育てられる
環境があること」の実現度75％

R5市民意識調査項目「子どもを安心して育てられ
る環境があること」の実現度73.7％
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43 4 学校給食課 中学校給食施設整備費（学校給食センター整備）

喫食率が上昇傾向にあり（R4年度26.5％、R5年度
29.6％、R6年度36.4％）、委託事業者の供給体制
がひっ迫してきていることから、中学校給食の安定
供給を行うため、委託事業者と連携を取り、対応策
を検討するとともに、南部収集事務所の跡地を活
用し、学校給食センターを建設する。

国において、中学校給食無償化については、「小
学校給食無償化後に検討し可能な限り速やかに
実現したい」としており、その際は、本市も全員制
給食に移行することが想定される。新たに建設す
る施設が5,000食程度しか作れないため、現在委
託している調理業者の食数も含めて対応していく
必要がある。

市民意識調査項目「子どもを安心して育てられる
環境があること」の実現度75％

R5市民意識調査項目「子どもを安心して育てられ
る環境があること」の実現度73.7％

子どもが健やかに成長できる切れ目のない支援の充実

想定部局：福祉部、健康医療部、子ども青少年部

44 1 こども家庭センター（子ども家庭課）
障がい児通所給付費等事業費（児童発達支援センター機
能強化）

地域の中核的役割を担う児童発達支援センターの
機能を強化し、児童発達支援事業所、保育所等訪
問支援事業所を含む関係機関等との連携体制を
確保しながら、障がい児とその家族に対する専門
的な支援及び包括的な支援の提供に取り組むこと
により、子どもの発達に心配がある段階からの支
援体制の整備を図る。

事業所連絡会回数
事業所連絡会の事業所参加数
児童発達支援事業所や、保育所等訪問支援事業
所向けの研修回数及び研修受講者数・参加事業
所数

新規事業のためなし

45 2 こども家庭センター（子ども家庭課） 子どもの相談関連事業

令和6年4月から、子ども家庭課と南・北保健セン
ター（健康づくり課）を窓口として「こども家庭セン
ター」の業務を開始した。
「こども家庭センター」では、これまでの妊産婦や乳
幼児に対する支援機能（母子保健）と、子育てや発
達等への支援機能（児童福祉）が一体となり、より
連携を強化して、すべての妊産婦、子育て世帯、こ
どもを対象に切れ目のない、相談・支援を行うこと
とした。
今後、「子どもの相談窓口」を置き、ヤングケアラー
支援を含めた子どもの相談機能の強化充実を図
る。

児童虐待相談件数
子ども子育ての相談件数

児童虐待相談件数　　　　 　５２９件
子ども子育ての相談件数    ９０３件

あり（「いやなことや悩んでいることを相談できる人
がいる」と思っている子どもの割合）

46 3 親子すこやか課（健康づくり課） 乳幼児健診事業費（５歳児支援事業）

・母子保健法に基づく法定の健康診査等と合わせ
た、出産後から就学前までの切れ目のない健康診
査の実施体制の整備（3歳6か月児健康診査から
就学までの支援体制の整備）

・育てにくさを感じた時に対処できる親の割合　直
近値より増加

・育てにくさを感じた時に対処できる親の割合
75.4％

47 4 親子すこやか課（健康づくり課） 不妊・不育症治療助成事業費

・出生数
　令和3年　全国　811，604人　本市　3，099人
　令和4年　全国　770，747人　本市　3，058人
　令和5年　全国　727，277人　本市　2，976人
・神奈川県不妊治療アンケート（令和５年度）
　不妊治療費が負担と感じている人の割合
95.6％

・不妊治療費（先進医療分）助成　560件 ・事業開始直後のため参考値なし

48 5 親子すこやか課（健康づくり課） 妊娠・出産包括支援事業費

・出生数
　令和3年　全国　811，604人　本市　3，099人
　令和4年　全国　770，747人　本市　3，058人
　令和5年　全国　727，277人　本市　2，976人
・市政運営の総合指針 2024 に関する市民意識調
査
　※5点満点
　　子どもを安心して育てられる環境があること（実
現度）
　　　令和3年度　3.60
　　　令和4年度　3.60
　　　令和5年度　3.53
　　保育など子育て支援が充実していると感じます
か?（実現度）
　　　令和3年度　3.10
　　　令和4年度　3.13
　　　令和5年度　2.95

・産後１か月のケアの満足度　90.0％
・産後ケア延利用者数、利用率　30.0％

・ケアを十分に受けることができた割合　85.7％（令
和４年）
・産後１年未満の産婦とその子　実748人・延2.702
人、利用率25.9％（令和5年度）

あり（産後１か月のケアの満足度／産後ケア延利
用者数、利用率）

子どもが幸せに育つ生活・幼児教育環境の充実

想定部局：子ども青少年部

49 1 保育課 市立保育所運営費（病児保育）
・病児保育利用者数
・事業登録者数

児童が体調不良であっても、安心して預けることが
できる環境の提供

50 2 保育課
法人立保育所運営費等助成事業費（病児保育、保育士確
保）

・認可保育施設入所申込者数
・待機児童数
・認可保育所における保育士数

児童が安心かつ安全な保育を受けることができる
環境の提供及び各地域の保育ニーズに対応した
受入体制の確保

あり（待機児童数（保育士確保））

51 3 保育課 藤沢型認定保育施設補助事業費

・認可保育施設入所申込者数
・待機児童数
・藤沢型認定保育施設数

多様な保育ニーズ及び保護者の就労継続へ対応
できる環境の提供

7



No. 課名 重点事業　事務事業名 EBPM KPI目標値（令和１０年度） KPI参考値（現況（直近の数値等）） 総合戦略の有無

52 4 子ども総務課（子育て企画課）・保育課 法人立保育所等施設整備助成事業費

待機児童解消に向け、設置運営事業者が施設整
備をする費用の一部を国及び市の補助制度により
助成する。
また、認定こども園は、教育と保育の双方を提供で
きるという特徴を備えた施設である。そのため、保
育利用する保護者の就労状況が変化し、児童の保
育の必要性が認められなくなった場合でも、教育
利用へ移ることで退園することなく、同じ施設を継
続して利用することが可能である。本事業により、
認定こども園への支援を行うことで、保護者の利便
性の向上が図られるとともに、児童に安定的な保
育環境を提供することができる。

【指針となる内容】待機児童数
【目標値】０人

11人（令和６年４月時点）
令和６年６月藤沢市議会定例子ども文教常任委員
会にて報告

あり（待機児童数）

53 5 保育課 医療的ケア児保育事業費

・医療的ケア児支援法
・市内の医療的ケア児を持つ保護者のうち、就労を
希望する方

医療的ケアが必要な児童であっても、保護者が就
労を希望する場合には、安心して預けることができ
る環境の提供

受入施設数は年々増加している。

54 6 保育課 幼稚園人材確保支援事業費
・アンケート調査による人材不足数 ・多様な保護者ニーズに対応できる環境の提供

・保育の受け皿確保

55 7 子ども総務課（子育て企画課）・保育課 保育所等における一時預かり関連事業

国の示す基本的な算出式を参考に算出した定員
数の確保に向けた整備を行う。

【指針となる内容】定員数（整備量）
【目標値】１０２人

０人（令和８年度以降整備開始）

55 7 保育課 保育所等における一時預かり関連事業
・「予約が取れない」という市民意見
・「実施施設を増やしてほしい」という市民意見

保護者が安心して一時預かりを利用できる環境の
提供

子ども・若者と対話しながら取り組む施策の推進

想定部局：福祉部、子ども青少年部

56 1 子ども総務課（子育て企画課） こども施策関係事業費

生活満足度低位の子どもの自己肯定感の低さ
〇自分のことが好きだと思わない割合
・小学５年生　69.4％
・中学２年生　78.9％

〇自分は価値のある人間だと思わない割合
・小学５年生　74.1％
・中学２年生　66.2％

子ども・若者の生活満足度の向上
（生活満足度低位の割合の減少）
・小学５年生　右記数値より減少
・中学２年生　右記数値より減少
・若者　右記数値より減少

子ども・若者の自己肯定感や将来への期待感の向
上
（自分のことが好きだと思う割合）
・小学５年生　右記数値より上昇
・中学２年生　右記数値より上昇
・若者　右記数値より上昇

（自分は価値のある人間だと思う割合）
・小学５年生　右記数値より上昇
・中学２年生　右記数値より上昇
・若者　右記数値より上昇

（将来が楽しみだと思う割合）
・小学５年生　右記数値より上昇
・中学２年生　右記数値より上昇
・若者　右記数値より上昇

子ども・若者の生活満足度の向上
（生活満足度低位の割合の減少）
・小学５年生　5.2％
・中学２年生　11.6％
・若者　18.0％

子ども・若者の自己肯定感や将来への期待感の向
上
（自分のことが好きだと思う割合）
・小学５年生　64.7％
・中学２年生　56.0％
・若者　65.0％

（自分は価値のある人間だと思う割合）
・小学５年生　64.7％
・中学２年生　58.2％
・若者　57.3％

（将来が楽しみだと思う割合）
・小学５年生　71.8％
・中学２年生　55.6％
・若者　57.4％

※令和５年度藤沢市子どもと子育て家庭の生活実
態調査アンケート調査結果報告書及び令和６年度
藤沢市若者世代の結婚・子育てに関する意識調査
報告書

あり（「今の自分が好きだ」と思う子ども・若者の割
合（自己肯定感の高さ））

57 2 青少年課 少年の森整備事業費

施設の老朽化が著しく、建物・設備等の更新時期
を迎えており、アスレチック等の安全性確保や施設
快適性の確保が求められていることから、再整備
を実施する。

再整備進捗率１００％
（令和１０年度中の供用開始を予定）

再整備進捗率０％
（現在基本計画に向けて関係課等と調整中）

58 3 青少年課 放課後児童クラブ整備事業費

保護者が放課後不在となる家庭等の児童の健全
育成、保護者の就労及び子育て支援を図るため、
待機児童が発生している小学校区等へ放課後児
童クラブの新設を行い、定員数の拡大を図る。
また、条例定員を超えた児童の受け入れを行って
いる放課後児童クラブを適正な定員数（条例定員）
とするよう児童クラブの整備を行う。

放課後児童クラブの設置数
令和10年度：89クラブ

放課後児童クラブの設置数
令和7年度：82クラブ

あり（放課後児童クラブの定員数／放課後児童ク
ラブの施設数）

59 4 青少年課 放課後子ども教室整備事業費

放課後等に小学校の余裕教室等を活用し、子ども
たちの安全・安心な活動拠点（居場所）を整備す
る。

放課後子ども教室の設置校数
令和10年度：13校

放課後子ども教室の設置校数
令和7年度：7校

まちづくりテーマ４ 「都市の機能と活力を高める」

都市基盤の充実と長寿命化対策の推進

想定部局：企画政策部、市民自治部、生涯学習部、福祉部、子ども青少年部、環境部、経済部、計画建築部、都市整備部、道路河川部、下水道部、市民病院、消防局、教育部

60 1 道路整備課 市道新設改良費
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No. 課名 重点事業　事務事業名 EBPM KPI目標値（令和１０年度） KPI参考値（現況（直近の数値等）） 総合戦略の有無

藤沢６５２号線

　国から踏切道改良促進法による法指定を受け
て、地方踏切道改良計画書を国に提出している。
　歩道の段差解消や拡幅等、道路のバリアフリー
化や自転車通行空間整備の推進が求められてい
る。
　藤沢市無電柱化推進計画において、優先整備路
線として位置づけられている。
　沿道の町内会、商店街、郷土づくり推進会議等
のメンバーで構成される道路計画検討会議（平成２
５年～令和４年にかけて１３回開催）や周辺町内会
等と意見交換を行うとともに、令和６年２月と３月に
は周辺町内会等を対象とした事業説明会を開催し
ている。

藤沢本町駅付近から県道４３号（藤沢厚木）までの
ネットワーク整備が進捗することにより交通の転換
が進むことに加え、踏切道の改良を行うことで、地
区内道路の安全が確保される。また、本路線の一
部区間は旧東海道藤沢宿街なみ継承地区内であ
り、無電柱化を図ることで、良好な景観の形成に寄
与する。

市道１４７号線（高倉下長後線）

・平成20年度ＰＴ（パーソントリップ）調査
・整備後交通量推計

　長後駅周辺には東西方向を接続する幹線道路
が未整備のため、横浜市泉区～綾瀬市方面の通
過交通が長後駅直近の踏切に集中し、特に朝夕
の通勤通学時間帯は交通渋滞が著しく、また渋滞
を避ける車両が周辺の生活道路に抜け道利用で
流入してくる等、交通安全上の課題を抱えている。
当該路線を整備することで、東西方向の通過交通
を駅直近の踏切から分離することができるため、渋
滞緩和や周辺生活道路への抜け道利用の車両の
低減、地区内外への移動円滑化が期待できる。ま
た当該路線西端には藤沢北消防署長後出張所が
あり、地区の防災力向上効果も期待できる。
高座渋谷15号踏切の交通量　9,100台/12ｈ　→
5,100台/12ｈ

長後７２５号線

長後地区郷土づくり推進会議から平成２５年度に
提出された長後地区道路安全実態調査報告書の
中で、要歩道整備の優先順位１位に挙げられた路
線であり、長後駅と長後市民センターを結ぶ重要
度の高い歩行者動線である。

　道路の北側に幅員約2.5ｍの歩道を整備すること
により、歩行者が対面で通行でき長後駅から長後
市民センターまでの歩行空間の安全性向上が図ら
れる。
　同時に、これまで車道上を通行していた歩行者が
車両交通においては支障となり、高座渋谷15号踏
切に集中する車両交通に加えて特に朝夕の渋滞
の一因にもなっていたが、歩行者が歩道上を通行
することにより、車両交通の円滑化が図られる。

61 2 西北部総合整備事務所 健康と文化の森整備事業費

本市の都市拠点として、活力創造の場を創出する
とともに、質の高い拠点空間の形成が求められて
いる。
また、台風や大雨時に慢性的に発生している浸水
被害の軽減が求められている。

土地区画整理事業による基盤整備面積
令和10年度末：19.3ha

土地区画整理事業による基盤整備面積
令和5年度末：0.1ha

62 3 西北部総合整備事務所 新産業の森地区整備事業費

藤沢市都市マスタープラン（2018.3部分改定）：新
産業拠点
藤沢市産業振興計画（2023.3）：基本方針Ⅱ

＜新産業の森第二地区＞
土地区画整理事業による基盤整備面積
令和10年度末：7.8ha

＜新産業の森西部地区＞
令和10年度末新市街地ゾーン設定面積：68.7ha

＜新産業の森第二地区＞
土地区画整理事業による基盤整備面積
令和5年度末：0ha

＜新産業の森西部地区＞
令和5年度末新市街地ゾーン設定面積：0ha

63 4 藤沢駅周辺地区整備担当 藤沢駅周辺地区再整備事業費

1960年代から1970年代の藤沢駅及び駅周辺の整
備以降、大きな機能更新を行わないまま現在に
至っており、まちの活力の低下を招いている一因と
なるとともに、老朽化や機能の陳腐化など、近年の
利用者ニーズや社会情勢に適合できていないた
め、駅前広場を含めた駅周辺市街地の機能更新
が求められてきた。

●都市拠点（藤沢駅）の滞在者数(日平均)：１０％
増

●藤沢駅鉄道乗降客数（日平均乗降客数）：１０％
増

●都市拠点（藤沢駅）の滞在者数（日平均）
：256，301人（令和4年度）
※藤沢市都市交通計画より

●藤沢駅鉄道乗降客数（日平均乗降客数）
：362，429人（令和4年度）
※市統計年報より

あり（藤沢都心部の再整備及び活性化（都市拠点
（藤沢駅）の滞在者数(日平均)）／藤沢駅鉄道乗降
客数（日平均乗降客数））

64 5 都市整備課 村岡地区都市拠点総合整備事業費

・令和４年度、藤沢市、鎌倉市及びUR都市機構に
て「村岡・深沢地区土地区画整理事業の施行に関
する実施協定」の締結。
・令和６年度、神奈川県、藤沢市、鎌倉市及びＪＲ
東日本にて「東海道本線大船・藤沢間村岡新駅
（仮称）設置に伴う工事等の施行に関する協定書」
の締結。

線路北側ではUR都市機構による土地区画整理事
業の工事が進捗している。
線路上ではJR東日本による村岡新駅の駅舎及び
ホームの設置工事が行われている。
線路南側では村岡新駅南口通り線の用地確保が
進み、神鋼橋から村岡新駅周辺までの整備が一部
完了している。

線路北側では従前の土地利用が行われており、レ
ンタルビデオ店などが存在する。
線路上には駅舎及びホームを設置できるスペース
はない。
線路南側では耕作地が広がっているが、一部住宅
も見られる。

65 6 病院総務課
【特別会計】
市民病院事業
（西館等再整備事業）

・老朽化した施設の整備
・医療機能の充実
・医療DXの推進
・災害及び感染医療の提供
・コスト削減・省エネ・拡張性の追求

・事業費用
・市民の意識調査
・1日当患者数
・経常収支比率

（令和6年12月末現在）
・1日当患者数
　　入院　449人
　　外来　1,202人
・経常収支比率　97.2%

住環境と交通環境の向上

想定部局：計画建築部

66 1 都市計画課 総合交通体系推進業務費
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No. 課名 重点事業　事務事業名 EBPM KPI目標値（令和１０年度） KPI参考値（現況（直近の数値等）） 総合戦略の有無

オフピーク時の外出促進策

・テレワークや電子商取引の普及により、移動総量
が１０年前に比べ約８．４％減少しており、人との交
流も減少する傾向にある。
・令和３年度藤沢市将来需要推計によると、将来
的には、「通勤」目的の移動が約６．４％減少する
代わりに、自宅周辺や居住する地域内などの比較
的移動距離が短い「私事」目的の移動が約１２．
８％増加するとしている。
・高齢者は非高齢者に比べて外出率が、約２１．
８％少ないことから、高齢者の外出率を上げる施策
を実施することで、市民の健康・幸福につながる移
動を促進するとともに、公共交通の維持・強化にも
つなげる。

健康・幸福につながる外出が促進されているか、
「週３回以上外出した人の割合」を用いて評価す
る。

目標値：86.4％（71.5％）
　　　　　※()内は70歳以上の高齢者

※本KPI目標値は、藤沢市都市交通計画の基本方
針毎に定めた評価指標であり、オフピーク時の外
出促進策のみを対象に設定したものではない。

現況値：85.8％（69.6％）
　　　　　※()内は70歳以上の高齢者

あり（週３回以上外出した人の割合／うち、７０歳以
上を対象にした場合）

モビリティ・ハブ事業

・本市西部の南北軸はBRT（バス高速輸送システ
ム）が導入されており幹線交通が充実している。
・湘南大庭地区は、市内で最も高齢化が進んでお
り、令和５年４月時点での高齢化率は３３．０％に
達している。
・高齢者は非高齢者に比べて外出率が、約２１．
８％少ない。
・主要なバス停に、様々な交通モードの結節点であ
るモビリティハブを整備し、地域の利便性を向上さ
せることで、市民の外出促進につなげる。

健康・幸福につながる外出が促進されているか、
「週３回以上外出した人の割合」を用いて評価す
る。

目標値：86.4％（71.5％）
　　　　　※()内は70歳以上の高齢者

※本KPI目標値は、藤沢市都市交通計画の基本方
針毎に定めた評価指標であり、モビリティ・ハブ事
業のみを対象に設定したものではない。

現況値：85.8％（69.6％）
　　　　　※()内は70歳以上の高齢者

いずみ野線延伸

・令和２年度の国勢調査をもとにした集計による
と、最寄り駅まで１５分圏の人口割合が、８０．９％
であった。
・いずみ野線延伸等による新駅設置に伴い、最寄
り駅まで１５分圏の人口割合の増加を図ることで、
日々の移動を支える交通体系の構築を進める。

日々の移動を支える交通体系の構築が進んでい
るか、「最寄り駅まで15分圏の人口割合」を用いて
評価する。

目標値：80.9％

※本KPI目標値は、藤沢市都市交通計画の基本方
針毎に定めた評価指標であり、いずみ野線延伸の
みを対象に設定したものではない。

現況値：80.9％

駐車場施策

・全国的に駐車場の供用台数は増加を続けてお
り、令和２年度末では約５４０万台に達している一
方で、自動車の保有台数の伸びは鈍化しつつあ
り、駐車場施策は転換期を迎えていることから、国
土交通省では、平成３０年７月に、「まちづくりと連
携した駐車場施策ガイドライン」を策定している。
・全国の事例と同様に、本市においても自動車保
有台数の伸びに鈍化傾向が見られることから、駐
車場の現況調査を実施し、需給バランスの把握を
行う必要性がある。
・電子商取引の進展等により、宅配便の取扱いが
増加していることを受け、国では集合住宅への荷さ
ばき駐車場の設置の義務化に向けた検討が進め
られている。

まちの賑わいが促進されているか、「都市拠点の
平均滞在者数」を用いて評価する。

目標値：約1，281千人

※本KPI目標値は、藤沢市都市交通計画の基本方
針毎に定めた評価指標であり、駐車場施策のみを
対象に設定したものではない。

現況値：約1，145千人

67 2 住まい暮らし政策課（住宅政策課） 住宅政策推進費

　藤沢市の令和６年度の人口は、前年度と比較し
横ばいの状況にあり、今後の推移を注視する必要
がある。
　世帯数については、増加傾向が続いている一方
で、世帯人員には変化が生じており、求められる住
宅の間取りや規模などの変化も捉えていく必要が
ある。
　国が実施する住宅・土地統計調査では、藤沢市
の住宅ストック数は増加している中で、特に分譲マ
ンション戸数が延びており、マンションの適正管理
を促進していくことが住環境の維持・保全において
重要となってくる。
　また、賃貸住宅に住む高齢者世帯は、夫婦世帯・
単身世帯ともに増加傾向にあり、高齢者を含む住
宅確保要配慮者が安心して暮らすことができるよう
支援についてさらなる対応が求められる。
　地区別では、湘南大庭地区においては、昭和４０
年代から大規模開発によりまちづくりが行われ、住
宅の供給と合わせて住民が増加してきたが、約５０
年が経過する中で、住民の高齢化が進み、人口も
減少傾向となっており、今後も持続可能で住み続
けたいと思えるまちであるために、団地の再生によ
る活性化が求められている。

市民意識調査
・「誰もが快適に暮らせ、居心地の良い街であるこ
と」実現度８２．１％
・「将来にわたって、多くの人に愛され住み続けた
いと思えるまちであること」実現度８１．８％

市民意識調査
・「誰もが快適に暮らせ、居心地の良い街であるこ
と」実現度８０．０％
・「将来にわたって、多くの人に愛され住み続けた
いと思えるまちであること」実現度７７．６％

あり（団地再生において、将来にわたって、多くの
人に愛され住み続けたいと思えるまちの実現が「よ
くできている」、「だいたいできている」と感じる割合
の合計）

68 3 住まい暮らし政策課（住宅政策課） 空家対策関係費

　市が把握する空家数は令和５年度末時点４９７件
で微増の傾向となっている。
　全国では、２０１８年時点で３４９万戸ある賃貸等
に供しない目的のない空家が２０３０年時点で４７０
万戸にまで増加すると推計されている。
　また、藤沢市の持ち家の単身高齢者世帯数も増
加傾向であり、今後も空家の増加が見込まれる。
　そのため、空家の発生抑制を行いながら、利活
用や適正管理を促進し、住環境の維持・保全を
行っていく必要がある。

市民意識調査
・「誰もが快適に暮らせ、居心地の良い街であるこ
と」実現度８２．１％

市民意識調査
・「誰もが快適に暮らせ、居心地の良い街であるこ
と」実現度８０．０％
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No. 課名 重点事業　事務事業名 EBPM KPI目標値（令和１０年度） KPI参考値（現況（直近の数値等）） 総合戦略の有無

地域経済循環を高める経済対策の推進

想定部局：経済部

69 1 産業労働課 就労支援事業費

令和５年度における就労支援セミナー・資格取得
講座等における受講者数は６４３人であり、実施し
た講座の中には募集定員を上回る応募があり、抽
選のため受講できない方が生じてしまっている。時
代に合った内容に見直しを進めるとともに、より多く
の方が受講できるように定員拡大を進める。

就労支援セミナー・資格取得講座等における受講
者数８５０人

就労支援セミナー・資格取得講座等における受講
者数643人（令和5年度）

あり（就労支援セミナー・資格取得講座等における
受講者数）

70 2 産業労働課 健康経営推進事業費

・経済産業省によると健康経営に取り組む企業は
離職率が相対的に低いというデータを公表してお
り、「人手不足」「人材不足」が深刻化しているな
か、人材確保策の１つとして健康経営の更なる推
進を図る。
・中小規模法人の認定企業数が全国で16,733社あ
るなか、本市の認定企業数は26社であり、本市と
人口が同規模の自治体と比べても認定企業数が
少ないことから、更なる推進策が必要である。
※長野市134社（人口約37万）、広島県福山市128
社（人口約46万）、倉敷市124社（人口約47万）。

・市内に本社のある健康経営優良法人の認定取得
企業数１００社

・市内に本社のある健康経営優良法人２０２４認定
企業数　２８社（大規模法人部門２社　中規模法人
部門２６社）
出典：ACTION！健康経営「健康経営優良法人
2024（大規模法人部門・中小規模法人部門）」（経
済産業省）

あり（市内に本社のある健康経営優良法人　認定
法人数）

71 3 農業水産課 農業者等原油価格・物価高騰対応助成費

国内の農業産出額は、令和５年度で９兆４，９９１
億円で、うち畜産は３兆７，２４８億円となっており、
農業産出額全体の約３９％を占めている。神奈川
県においても畜産の産出額は農業産出額全体の
約２２％を占めている。畜産から排出される糞尿は
堆肥化され、耕種農家に使われていることから、畜
産業を支援することは農業全体の支援に繋がるこ
とになる。

市内畜産農家戸数　１７戸 市内畜産農家戸数　１７戸

72 4 農業水産課 担い手育成支援事業費

農林水産省の調査によると、国の支援金を受給し
た人の離農率は、２０２２年度の調査では、独立自
営就農を対象とする「経営開始資金」受給者の１年
後離農率は２．３％。一方、農業法人などで雇用す
るケースに使われる「雇用就農資金」では同２４．
９％だった。

新規就農者数　毎年１０人以上
※第２次藤沢市都市農業振興基本計画の令和８
年度目標値。本計画は令和８年度改定の予定。

新規就農者数　１７人（令和５年度実績） あり（市内農業の担い手育成　新規就農者数）

73 5 農業水産課 産地競争力強化事業費

農業者の高齢化と担い手不足の問題により市内の
販売農家戸数は２０１５年の６７２戸から、２０２０年
には５５７戸に減少している（２０２０年農林業セン
サス）。また、２０２２年の１時間当たりの農業所得
は全分野の平均で３７９円に留まる（日本農業新
聞）。

認定農業者数　１３２人
※第２次藤沢市都市農業振興基本計画の令和８
年度目標値。本計画は令和８年度改定の予定。

認定農業者数　１０４人（令和５年度実績）

74 6 農業水産課
農業基盤整備事業費（耕作条件の改善支援（城・稲荷地
区））

城稲荷地区の遊休農地面積　23，781㎡
（田：22，449㎡　、畑：1，332㎡）
内訳：条件不利地　5，473㎡
　　　  高齢化による担い手不在農地　18，308㎡

遊休農地（田）の解消面積8，723㎡ 城稲荷地区の遊休農地面積　23，781㎡
（令和６年度実績）

75 7 産業労働課 企業立地等促進事業費

・県内33市町村中、22市町が何らかの企業立地支
援策を講じており、都市間競争の観点からも、積極
的な支援に取り組んでいく必要がある。
・日本立地センターの分析によると、コロナ禍を経
て企業の設備投資は回復基調であり、製造業にお
ける立地計画を有する企業の割合が約20％に達
するなど、立地ニーズは高い水準にある。
・市内においても、老朽化した施設の更新や事業
拡大に向けた再投資を検討する企業が増え、前年
度と比較して、立地相談件数は倍増している。
・市内各地で都市拠点などの基盤整備事業に取り
組んでいることから、その進捗にあわせて支援策
の充実を図り、市外からの企業誘致と、既存企業
の市内再投資の誘発を両輪で進めることにより、
地域経済の活力を高めていく必要がある。

企業立地等事業計画の累計認定数
91

企業立地等事業計画の累計認定数
85（令和6年度）

あり（企業立地等事業計画の累計認定数／創業支
援等事業による年間創業者数）

76 8 産業労働課
地域密着型商業まちづくり推進事業費（商店街にぎわいま
ちづくり支援事業）

一般社団法人藤沢市商店会連合会に加盟してい
る商店街数は、2024年４月現在３９商店街、店舗
数では1,866店舗である。５年前（2019年4月）と比
較すると、店舗数では254店舗（約１２％）減少して
いる。
商店街の担う役割は、市民生活を支えるとともに、
地域経済の活性化への寄与であることに加えて、
他者とのふれあいや交流の場を提供することなど
豊かな市民生活の実現に繋がる重要なものとなっ
ている。
商店街の維持・活性化には、各商店街が実施する
特色づくりや販売促進事業によるにぎわいの創出
が必要であり、事業を継続して実施することで、集
客力向上、商店街の魅力向上、商店街への加盟
店舗数増加に繋がる取組となる。

にぎわいを創出し活性化につながる事業を実施す
る商店街数
・延べ２９商店街

にぎわいを創出し活性化につながる事業を実施す
る商店街数
・延べ２６商店街（令和５年度）

あり（にぎわいを創出し、活性化につながる事業を
実施する商店街数）
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77 9 産業労働課 商店街経営基盤支援事業費（商店街共同施設設置事業）

令和６年度に実施した「商店街所有の街路灯及び
防犯カメラの長期修繕計画に係るアンケート」結果
から、R7年度から５年間でLED電球や灯具の交換
を予定しているのは延べ３０商店街となり、LEDへ
の一斉交換から10年が経過した今、多くの商店街
において対応を迫られている。
防犯カメラを所有する商店街のうち、１０商店街に
おいて、故障中が１台以上あると回答された。
商店街の修繕計画に沿った支援を行うことは、街
路灯の明かりを保ち、防犯カメラを正常に機能さ
せ、安全・安心な環境を確保するとともに、財政的
にも厳しい状況にある商店街の活性化にも繋がる
ものである。

（一社）藤沢市商店連合会に加盟する商店街数
・３９商店街

（一社）藤沢市商店連合会に加盟する商店街数
・３９商店街

78 10 観光課 誘客宣伝事業費

藤沢市観光振興計画で掲げる将来像「共創し選ば
れ続ける観光都市」の実現のためには、ビッグ
データ及び動態分析ツールを用いた観光データの
収集・分析、効果検証により、どの時期に、どの地
域から、どのような層の観光客が多いかなどの傾
向を把握することが必要である。

・年間観光客数：2287.4万人
・一人当たりの平均観光消費単価：
宿泊→16,204円、日帰り→4,883円
※今後、見直しの可能性あり

（藤沢市観光振興計画より抜粋）

【令和４年】
 ・年間観光客数：1,700.2万人
 ・一人当たりの平均観光消費単価：
 　宿泊→14,250円、日帰り→4,295円
【令和５年】
 ・年間観光客数：1,960.8万人
 ・一人当たりの平均観光消費単価：
 　宿泊→18,646円、日帰り→5,084円

あり（年間観光客数／観光客満足度）

まちづくりテーマ５ 「未来を見据えてみんなで進める」

豊かな自然を守り・生かす環境対策の推進

想定部局：環境部、都市整備部、下水道部

79 1 ゼロカーボン推進課（環境総務課） ゼロカーボン推進補助事業費

・国では、「パリ協定」に定める目標（今世紀後半ま
での気温上昇を産業革命前に比べて2℃より十分
低く保とともに、1.5℃に抑える努力の追及）を踏ま
え、令和２年１０月に「2050年カーボンニュートラ
ル」を宣言した。
・県では、令和２年２月に「かながわ気候非常事態
宣言」を表明した。

本市の「藤沢市地球温暖化対策実行計画」におけ
る目標（２０３０年度までに温室効果ガス排出量を２
０１３年度比で４６％削減）を達成するため、市民、
事業者、行政が一体となって各種施策を推進す
る。

２０３０年度における温室効果ガスを２０１３年度比
で４６％削減する計画であるが、国においても２０２
８(令和10)年度の目標値は設定していない。本市
では環境審議会において「メルクマールの必要性
は認めるが、算出方法が2年遅れとなるため、各年
度の削減目標を立てる必要が無い」との見解が示
された。

地球温暖化対策実行計画「基本方針2エネルギー
の地産地消」の達成指標「再生可能エネルギー導
入容量(累計）」…最新値は前年度実績
R10年　R9年度実績導入容量累計95,120㎾

再生可能エネルギー導入容量(累計）量の推移

【実績】
R4年　R3年度実績50,339㎾（前年＋2,198㎾）
R5年　R4年度実績53,127㎾（前年＋2,788㎾）
R6年　R5年度実績58,260㎾（前年＋5,133㎾）

あり（ＣＯ２削減量（令和６年度～令和１０年度間）
／再生エネルギー導入量（令和６年度～令和１０
年度間））

80 2 ゼロカーボン推進課（環境総務課） 環境啓発推進事業費

・市域における温室効果ガス排出量（2021年度速
報値）の基準年度比削減率：17.0％
　→啓発事業を実施しない場合、46％の削減目標
達成が困難

ふじさわ省エネチャレンジ」における参加者数
市民・事業者・行政が一体となって地球温暖化を中
心とした環境課題に対応することを目的としてデコ
活促進事業～ふじさわ省エネチャレンジ～を実施
し「脱炭素の自分事化」につなげる。
Ｒ10年参加者数　市民500件、事業所320件

「ふじさわ省エネチャレンジ」における参加者数

【実績】
R6年　市民152件、事業者134件

81 3 環境事業センター 廃棄物等戸別収集事業費

資源集積所に残る「その他資源」の段ボール等４
品目について、高齢者等の排出（高齢化率25.5%
（令和6年）→33.3%（令和22年））の増加による負担
及び自治会・町内会等の資源集積所維持管理の
負担の軽減を求める市民からの意見要望に基づき
実施するもの。

市政運営の総合指針に関する市民意識調査にお
ける「重点施策に関する調査（実現度・重要度）」
「環境に配慮したごみ処理がされていると感じます
か」の項目において
実現度：85.0パーセント

市政運営の総合指針に関する市民意識調査にお
ける「重点施策に関する調査（実現度・重要度）」
「環境に配慮したごみ処理がされていると感じます
か?」の項目において
Ｒ３年度
実現度：75.4パーセント
Ｒ４年度
実現度：79.0パーセント
Ｒ５年度
実現度：77.8パーセント

82 4 環境事業センター プラスチック中間処理施設運営費

容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等
に関する法律（容リ法）のガイドラインに基づき行っ
たプラスチック製容器包装の中間処理において発
生する残渣（令和5年度：378トン）の焼却処理がリ
サイクル可能となることや中間処理後の商品プラ
スチックの安定的な再商品化（約130トン→約380ト
ン）と資源化が促進されるため実施するもの。

プラスチックに係る資源循環の促進等に関わる法
律第３３条の認定に基づくプラスチック製容器包装
等の処理見込み量について
Ｒ１０年度
プラスチック製容器包装の処理見込量：1,002.8トン
商品プラスチックの処理見込量：372.4トン

プラスチックに係る資源循環の促進等に関わる法
律第３３条の認定に基づくプラスチック製容器包装
等の処理見込み量について
Ｒ７年度
プラスチック製容器包装の処理見込量：603.8トン
商品プラスチックの処理見込量：307.8トン
Ｒ８年度
プラスチック製容器包装の処理見込量：1,002.8トン
商品プラスチックの処理見込量：338.6トン
Ｒ９年度
プラスチック製容器包装の処理見込量：1,002.8トン
商品プラスチックの処理見込量：372.4トン

あり（市民１人１日当たりのごみ排出量）

デジタル市役所・スマートシティの推進

想定部局：総務部、企画政策部、市民自治部、計画建築部
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No. 課名 重点事業　事務事業名 EBPM KPI目標値（令和１０年度） KPI参考値（現況（直近の数値等）） 総合戦略の有無

83 1 デジタル戦略課（デジタル推進室） デジタル推進事業費

２０２２年に実施したデジタルを活用した暮らしやす
いまちづくりに関するアンケートの結果、「デジタル
技術などの活用が（あまり）進んでいない」との声
が４０％を超えた。

これまでの間、ＤＸ推進計画に基づき各取組を着実
に実施しているが、市民がデジタルによる恩恵を実
感できていない実態が明らかとなった。

また、同アンケートにおいて「市役所に行かなくても
行政手続きができる」「一度の手続きですべての手
続きが自動的に完結できる」ことについて市民ニー
ズが高いことを把握している。

引き続き、既成概念にとらわれることなく、チャレン
ジ精神をもって、アジャイルにDX推進に向けた取
組を進める。
具体的には「行政サービスのＤＸ（フロントヤード改
革）」「行政のＤＸ（バックヤード改革）」「都市のDX」
の３分野について、網羅的に取組を進める。

デジタル技術などの最先端テクノロジーの活用が
進んでいるまちであると感じますか
とてもそう感じる　３％
ややそう感じる　２２％

デジタル技術などの最先端テクノロジーの活用が
進んでいるまちであると感じますか
とてもそう感じる　１．７％
ややそう感じる　１７．９％
どちらでもない　３６．３％
あまりそう感じない　３２．８％
そう感じない　１１．３％
（出典：２０２２年デジタルを活用した暮らしやすい
まちづくりに関するアンケート）

あり（電子申請利用率（1行政手続あたり申請総数
が1,000件以上の電子申請））

84 2 共創推進課（デジタル推進室） スマートシティ推進事業費

２０２２年に実施したデジタルを活用した暮らしやす
いまちづくりに関するアンケートにおいて、デジタル
活用を推進すべきとの意見が全体の８４．９％を占
める一方で、２０２３年の市民意識調査において
は、スマート藤沢の実現度が３１．１％となってい
る。各分野でデジタルを活用した取組を進めること
により、暮らしの豊かさの向上を図る。

スマート藤沢の実現度　６０％ 令和５年度：スマート藤沢の実現度　３１．１％
（出典：令和５年度 市政運営の総合指針 2024 に
関する市民意識調査）

あり（スマート藤沢の実現度）

次世代につなげる生涯学習施策の推進

想定部局：企画政策部、生涯学習部、計画建築部

85 1 企画政策課 生活・文化拠点再整備費
・各施設の現状の利用実績、稼働率等に基づき、
効果的、効率的な機能集約・複合化を行うことに
よって、施設数・床面積の縮小を図る。

令和13年度の供用開始に向けて、実施設計が完
了し、工事に着手している。

あり（市内に文化的な魅力があると感じる人の割
合）

86 2 街なみ景観課 景観資源推進費

・街なみ百年条例、旧東海道藤沢宿街なみ継承地
区街なみ継承ガイドライン
・旧東海道藤沢宿街なみ継承地区歴史的建築物
維持活用事業計画

【市民意識調査】文化・スポーツを盛んにする
　「地域の歴史や文化が継承されていること」にお
ける藤沢地区の実現度を　62.5％　とする。

【市民意識調査】文化・スポーツを盛んにする
　「地域の歴史や文化が継承されていること」にお
ける藤沢地区の実現度は　61.3％。

87 3 郷土歴史課 文化財収蔵庫整備事業費

市内４か所の収蔵庫の老朽化による収蔵品の劣
化の懸念（令和５年度監査指摘事項）は継続。
・第２収蔵庫（旧北部合同調理場）：築５８年
・御所見収蔵庫（旧御所見公民館）：築５１年
・仮収蔵庫（旧村岡保育園）：築５１年
・仮収蔵庫（旧南市民図書館）：築６２年（生活・文
化拠点再整備事業のため、令和７年度中に保管中
の資料を別の仮収蔵施設（新施設へ移転後空き施
設となる旧村岡公民館）へ移転予定。）
雨漏り等が発生するも、施設修繕費が些少のため
応急処置により対応。

市政運営の総合指針に関する市民意識調査にお
いて、「歴史・文化など、豊かな地域の資源が継承
されていると感じている」方の割合を６０．０％に向
上させる。

令和５年度市政運営の総合指針２０２４に関する市
民意識調査
重点施策５－４「次世代につなげる歴史・文化施策
の推進と多彩な魅力の発信」において、「歴史・文
化など、豊かな地域の資源が継承されていると感
じますか？」に「とても感じる」「やや感じる」と回答
した方の割合　５５．９％

88 4 スポーツ推進課 スポーツ都市宣言推進事業費

・藤沢市スポーツ都市宣言（令和３年１０月１日制
定）
・藤沢市スポーツ推進計画２０２９（令和４年４月１
日策定）
　スポーツ都市宣言の理念である、市民一人ひとり
が生涯にわたって健康で豊かなスポーツライフの
実現を目指せるようスポーツ活動に資する事業を
順次展開していくとともに、スポーツを通じた「まち
のにぎわい創出」や「共生社会の推進」を図ってい
く。

市民意識調査での重点施策の実現度において、
「スポーツ活動の充実」を60.0％とする。

市民意識調査での重点施策の実現度において、
「スポーツ活動の充実」が、令和3年度は47.5％、令
和4年度は52.0％、令和5年度は54.3％。

あり（年間スポーツ施設利用者数）

89 5 スポーツ推進課 スポーツ施設整備費（再整備に係る建物調査・計画策定）

スポーツ施設の利用状況（Ｒ５年度の利用人数及
び稼働率）
秋葉台公園体育館　111,288人（99.49％）、秩父宮
記念体育館　99,531人（100.00％）、
八部公園野球場　35,047人（82.62％）、八部公園テ
ニスコート　61,422人（100.00％）
令和５年度に実施したスポーツ施設再整備検討に
係る基礎調査で挙げられた課題としては、次のよう
なものがある。
①体育館、球技場及びテニスコートなどは95％を
超える利用率となっており、予約が取りにくい状況
になっている。
②スポーツ実施人口について今後しばらくは微増
傾向にある。
③ニーズ調査から多くの市民・スポーツ関係団体
等がスポーツ施設が不足していると回答している。
④”観る”スポーツとして、プロスポーツを開催する
にあたっては設備の充実が必要である。

４施設（秋葉台公園、八部公園、秩父宮記念体育
館、石名坂温水プール）の劣化度調査が完了し、
作成した長期修繕計画を元に計画的な修繕を実施
していくとともに突発的な修繕にも対応する。
市内スポーツ施設の再整備に向けた基本構想が
策定される。

秋葉台公園、八部公園、石名坂温水プールの劣化
度調査が完了し、秩父宮記念体育館については今
後実施予定。
　また、令和５年度に実施したスポーツ施設再整備
検討に係る基礎調査を基に、スポーツ施設の再整
備に向けた取組を進める。

あり（年間スポーツ施設利用者数）
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